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はじめに

平素より、私ども日本原子力研究開発機構（原子力機構）の研究開発活動に関し、多大なご理解と
ご支援をいただき誠にありがとうございます。
我が国唯一の総合的原子力研究開発機関である私どもの使命は、「原子力の未来を切り拓き、人類
社会の福祉に貢献する」ことです。成果の最大化を図り、産業界や大学等との積極的な連携と協働を
通じて、東京電力ホールディングス株式会社福島第一原子力発電所事故への対応、原子力の安全性向
上、高速炉や再処理などの核燃料サイクル技術、放射性廃棄物の処理・処分といった分野の研究開発
を重点的に、またこれらを支え、新たな原子力利用技術を創出する基礎基盤研究と人材育成にも取り
組んでいます。
中でも福島第一原子力発電所事故への対応では、環境回復と原子炉施設の廃止措置について、科学
的及び技術的専門性を最大限に活用し、組織の総力を挙げて必要な研究開発に取り組んでいます。ま
た「もんじゅ」については、昨年 12 月に原子力関係閣僚会議が決定した方針等を踏まえ、その廃止
措置を安全かつ着実に進めるとともに、これまで得られた成果を活用しつつ、我が国における高速炉
開発にあらためて貢献していきます。さらに、再処理施設の廃止措置につきましても、安全かつ着実
に進め、今後の廃止措置に反映できるデータを取得し、技術開発に貢献していきます。
これらの取り組みにあたっては、安全の徹底が最優先となります。しかしながら、本年 6月に大洗
研究開発センター燃料研究棟での汚染事故を発生させたことにつきましては、国民の皆様からの信頼
を大きく損なうものとして非常に重く受け止めており、心よりお詫び申し上げますとともに、原因分
析に基づく対策を確実に実施して参ります。
本誌は、原子力機構が日々取り組んでいる研究開発で得られた最新の成果を皆様に広く知っていた
だくため、その発足以来、毎年発行している成果普及情報誌です。私どもの研究開発の成果の一端を
ご高覧いただければ幸いです。
また、原子力機構全体の活動状況は、アニュアルレポート「原子力機構 2017」でも別途ご紹介して
おりますので、本誌と併せてご参照下さい。
引き続き私どもの研究開発活動にご指導とご鞭撻を賜りますよう、よろしくお願いいたします。

　2017 年 10 月

国立研究開発法人
日本原子力研究開発機構

理事長　
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原子力機構の研究開発成果 2017−18

	 	 原子力機構の研究開発体制と本誌の構成について 8

 1	 福島第一原子力発電所事故の対処に係る研究開発
	 	 1F の廃止措置とふくしまの環境回復に向けて 10

 1. 事故時の燃料集合体の溶融移行挙動を評価する 11

  －模擬燃料集合体のプラズマ加熱試験－
 2. 重大事故時の原子炉圧力容器からの溶融物漏えい箇所を予測する 12

  －熱流動・構造連成解析に基づくクリープ損傷評価手法の開発－
 3. 重大事故時に放出される放射性物質の性質を予測する 13

  －原子炉内でのセシウムの化学挙動を再現・分析する技術の開発－
 4. 燃料デブリの性状を熱力学的に予測する 14

  －溶融燃料とコンクリートの高温反応生成物の熱力学評価－
 5. 水で冷やさなくてもデブリの取出しはできるのか？ 15

  －燃料デブリ空冷評価シミュレーション手法の開発－
 6. 核燃料再処理機器材料に対する海水成分・コンクリート成分の影響を調査する 16

  －高レベル廃液貯槽環境における硫酸イオンの材料腐食への影響評価－
 7. 汚染水処理により取り除かれた放射能量の推定 17

  －汚染水中の放射性物質濃度を計算－
 8. 可搬型小型α線位置検出器の開発 18

  －固体廃棄物や設備の狭隘部のプルトニウム汚染の直接測定が可能に－
 9. 原子炉建屋内の汚染状況を調査する 19

  －廃棄物の処理処分を加速するための詳細な放射化学分析－
 10. 汚染水やがれき中の 93Zr、94Nbや 93Moの分析法の開発 20

  －測定が難しい核種の放射化学分離－
 11. 廃止措置のためのロボット等の試験法の開発 21

  －ロボット性能試験、オペレーター操作訓練のための環境構築－
 12. ファイバー型放射線検出器による汚染水の監視 22

  －東京電力福島第一原子力発電所構内における実証試験－
 13. 生活パターンを考慮した住民の被ばく線量推定 23

  － 0.23 μSv/hを基準にした自宅周辺の除染は効果的か－
 14. 放射性セシウムは森林表層にどのくらい留まるのか？ 24

  －落葉層から土壌への放射性セシウムの移行を植生の違う森林で評価－
 15. 放射性セシウムの土壌深度方向への移動メカニズム 25

  －収脱着速度が深度分布に与える影響に対する解析的検討－
 16. 河川敷における放射性セシウムの再堆積メカニズム 26

  －気象、地形及び植生に依存した放射性セシウム分布の不均質性－
 17. 台風や豪雨時の放射性セシウム流出量を予測する 27

  －複数の流域を対象とした放射性セシウム流出量解析－
 18. 身近な“塩”を使って土を生まれ変わらせる 28

  －高輝度放射光が解き明かす土壌からのセシウム除去メカニズム－
 19. 粘土鉱物粒子の原子構造を計算科学の力で見る 29

  －粘土鉱物の高いセシウム吸着能の解明に向けて－
 20. 原木栽培しいたけへのセシウム蓄積を防ぐ 30

  －鉱物を使って放射性セシウムの吸収を低減－
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 2	 安全研究
	 	 安全性の継続的改善を実現するために 31

 1. 原子力発電所事故時の水素ガス挙動を評価する 32

  －浮力流れの数値流体力学解析に対するメッシュ形状の影響－
 2. 原子炉格納容器内における溶融炉心デブリ生成を評価する 33

  －シビアアクシデント時の溶融炉心冷却性評価に向けて－
 3. 軽水炉炉内構造物の亀裂進展評価の精緻化に向けて 34

  －高照射ステンレス鋼における局所変形組織とひずみの分析－
 4. 地層処分場の緩衝材が劣化する速さを理解する 35

  －アルカリ性環境における圧縮モンモリロナイトの変質速度－
 5. 地震活動が地層処分に及ぼす影響を評価 36

  －派生断層の成長が地層処分システム周辺の地下水流動に与える影響評価－
 6. 単一 U/Pu混合微粒子中プルトニウム同位体比データの取得 37

  －核不拡散のためのα線計測と質量分析による新たなアプローチ－

 3	 先端原子力科学研究
	 	 未来を拓く先端原子力科学研究 38

 1. 重イオン反応による新たな核分裂データの取得 39

  －中性子数の過剰な原子核の核分裂研究へ道を拓く－
 2. “奇妙な粒子”による原子核の新しい存在形態 40

  －反 K中間子と二つの核子が強い相互作用で結びつく－
 3. 非磁性イオンの磁気秩序 41

  －非クラマースイオンの高次磁気秩序の理論予測－
 4. 超高速回転で普通の金属を磁石に 42

  －アインシュタインも魅了した磁石と回転の関係を探る－
 5. 新材料ゲルマネンの非対称な原子配置を明らかに 43

  －ゲルマネンの特性に新しい可能性－

 4	 原子力基礎工学研究
	 	 原子力研究開発と基礎基盤研究の橋渡しのために 44

 1. 炉心の過熱や溶融を遅らせて過酷事故への進展を防ぐ 45

  －事故耐性燃料ふるまい解析コード FEMAXI⊖ATFの整備－
 2. 高レベル廃棄物中の核種の効率的な分別 46

  －アメリシウムとキュリウムを効率良く分離－
 3. 核変換用炉心設計に必要な核データの信頼性評価 47

  － FCAを用いた臨界実験による TRU核種断面積データの検証－
 4. 過酷環境下での液体重金属流れのリアルタイム計測 48

  －鉛ビスマスターゲット用流量計測技術の開発－
 5. 核データと中性子及び放射線輸送計算との橋渡し 49

  －国産核データ処理システム FRENDYの開発－
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 6. 放射線により発生した水素による溶液中の材料劣化の可能性を調べる 50

  －γ線照射環境下でのジルコニウムの水素吸収挙動－
 7. 合金化による機械特性の変化を予測する 51

  －計算科学を用いた強化・軟化機構の理解－
 8. 測定が難しい放射性核種パラジウム⊖107を定量 52

  －レーザーを使って使用済燃料から高純度のパラジウムを回収し測定－
 9. 海洋に放出された放射性物質の拡散を予測する 53

  －原子力事故による海洋汚染を迅速に予測するシステムを開発－
 10. 中性子線量評価の信頼性を高める校正場の開発 54

  －実際の作業現場の中性子エネルギー分布を考慮した減速中性子校正場－

 5	 中性子利用研究等
	 	 幅広い科学技術・学術分野における革新的成果の創出を目指して 55

	 	
 1. 中性子吸収が大きい物質の磁気構造解析をパルス中性子で実現 56

  －単結晶パルス中性子回折を用いた EuGa4の磁気構造解析－
 2. 磁気多層膜特有の磁性メカニズム解明への挑戦 57

  －斜入射偏極中性子散乱法の多層膜面内磁気構造解析への応用－
 3. 大強度陽子ビームの安定化手法の確立 58

  － J⊖PARC 3 GeVシンクロトロンのビーム不安定化の要因特定と対策－
 4. 中性子回折で材料開発のフロンティアを拓く 59

  －世界最速の中性子回折集合組織測定法を開発－
 5. 薬剤輸送用ナノ粒子材料の微細構造の解明 60

  －小角中性子散乱が解き明かすナノゲル内部の微細構造－
 6. より強いステンレス鋼の開発を目指して 61

  －高輝度放射光を用い中間相としてε相を室温で世界初観測－
 7. 放射光で明らかになったアクチノイド化合物の電子状態 62

  －超伝導と磁性の共存を示すウラン化合物の電子状態－

 6	 高温ガス炉水素・熱利用研究
	 	 高温ガス炉と水素製造・熱利用技術の研究開発 63

 1. 高温ガス炉コジェネレーションシステムの実証に向けて 64

  － HTTR熱利用システムの機器仕様を決定し、安全性を確認－
 2. 高温ガス炉の熱利用に向けた高温機器の開発 65

  －低コスト・長寿命化が可能な中間熱交換器の提案－
 3. 熱利用系を接続した高温ガス炉の負荷追従運転の実用化に向けて 66

  －異なる冷却材圧力での熱負荷変動吸収性を解明－
 4. より安全な高温ガス炉に向けて 67

  －耐酸化燃料を装荷した炉心の核熱設計－
 5. IS法による CO2フリー水素製造方法の研究開発 68

  －実験室段階から工業材料試験装置段階へ進展－
 6. 高温ガス炉の炉内の温度を明らかにする 69

  －炉内温度推定に向けた溶融ワイヤによる制御棒温度測定技術の開発－
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 7	 高速炉研究開発
	 	 高速炉サイクル技術に関する研究開発 70

 1. 高速炉機器の構造健全性評価技術の高度化を目指して 71

  －高速炉配管の破断前漏えい評価法の提案－
 2. 高速炉直管型蒸気発生器の熱流動評価手法の開発 72

  － 3次元解析モデルの構築と試験結果との比較－
 3. ナトリウム冷却高速炉のメンテナンス技術の高度化を目指す 73

  －不透明なナトリウム中の目視検査装置の開発－
 4. 自然循環冷却時における炉心の熱流動評価をより正確に 74

  －実データに基づく炉心部の解析モデルの妥当性確認－
 5. 核燃料物質の分離回収プロセスの高度化を目指して 75

  －遠心抽出器内のスラッジ洗浄技術の確立－

 8	 バックエンド対策及び再処理技術に係る研究開発
	 	 バックエンド対策及び再処理技術に係る研究開発 76

 1. 放射性廃棄物の放射能定量手法の開発 78

  －散乱γ線に着目した定量手法の精度向上－
 2. 埋設処分する廃棄体の放射能を確認する 79

  －照射後試験施設から発生する廃棄物の放射能評価手法の検討－
 3. 地下環境が有する自己修復機能を把握 80

  －断層周辺の地下水の移動経路としての長期変化の検討－
 4. 花崗岩中の物質移動を遅らせる微小空隙 81

  －岩盤マトリクス拡散経路の可視化と微小空隙の直接観察－
 5. 地層処分技術を実際の地下環境で実証するために 82

  －人工バリア性能確認試験に向けた技術開発－
 6. 堆積岩に分布する断層を把握する 83

  －新第三紀塊状珪質泥岩に分布する 2種類の断層の関係－
 7. 大量の鉱物粒子の年代をはかる 84

  － CHIME年代測定の迅速化に向けた技術開発－
 8. 岩石中の核種移行メカニズムの解明を目指して 85

  －泥岩における粘土を主体とした拡散・収着モデルの開発－
 9. TRU廃棄物処分施設の長期力学挙動を評価する 86

  －人工バリア材料の化学的変遷を考慮した力学解析手法の開発－
 10. 硝酸プルトニウム溶液測定の精度向上と迅速さの両立 87

  －中性子を用いた非破壊測定の改善－
 11. 高速炉燃料の再処理で発生する残渣の性状を理解する 88

  －照射済高速炉燃料の溶解に伴う不溶解残渣の性状評価－
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 9	 システム計算科学研究
	 	 原子力研究開発における計算科学 89

 1. 原子炉内の流れの解析を高速化する 90

  －省通信型超並列行列ソルバの開発－
 2. アクセラレータを活用した省電力計算技術開発 91

  －原子力流体計算カーネルのアクセラレータ最適化－
 3. 核燃料物質の高温での特性を理解する 92

  －二酸化トリウムの第一原理分子動力学シミュレーション－
 4. 照射に強い合金の謎を解明 93

  －第一原理計算に基づく格子間原子の移動シミュレーション－

 10	 核不拡散・核セキュリティ科学技術開発
	 	 原子力平和利用を支える核不拡散・核セキュリティに関する技術開発・人材育成 94

 1. 核実験監視能力の向上を目指して 95

  － CTBT放射性核種観測所の観測結果に対する医療用 RI製造施設の影響評価－

	 	 外部連携の推進　原子力機構の保有する知的財産 96

原子力機構の研究開発成果 2017−18
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原子力機構の研究開発体制と本誌の構成について

　本誌は、研究開発分野ごとの最新の成果を各章にまとめて紹介しています。各章の成果は、おおむね担当する

各研究開発部門の活動と対応しています。各研究開発部門は、研究開発の性格や利用する施設・装置によって、

1ヶ所から数ヶ所に跨った研究開発拠点で実際の活動を行っており、研究開発拠点は、日本全国に所在しています。

以下に、各研究開発部門の成果がどの研究開発拠点で生み出されているか、概略を紹介します。

１.	 福島研究開発部門は、東京電力ホールディングス株式会社福島第一原子力発電所の原子力事故への対応とし

て、廃止措置及び環境回復に向けた研究開発並びに廃止措置の推進のために必要不可欠な研究開発拠点の整

備を進めています。

２.	 安全研究・防災支援部門　安全研究センターは、原子力科学研究所において原子力発電所、核燃料サイクル

施設及び放射性廃棄物処分施設に関する国の安全規制を支援する研究を進めています。

３.	 原子力科学研究部門　先端基礎研究センターは、原子力科学研究所において、先端原子力科学における未踏

分野の開拓を進め、新原理、新現象の発見、新物質の創生、新技術の創出を目指して、「アクチノイド先端基

礎科学」と「原子力先端材料科学」の 2分野を設定し、6研究テーマを展開しています。

４.	 原子力科学研究部門　原子力基礎工学研究センターは、原子力科学研究所及び大洗研究開発センターにおい

て、原子力利用を支える様々な要素技術の基礎・基盤的な研究を進めています。

５.	 原子力科学研究部門　物質科学研究センターは、原子力科学研究所及び J-PARCセンターにおいて中性子を

利用する研究を、播磨地区において放射光を用いた研究を進めています。

組　織　体　制　図

理　事　長
副 理 事 長
理　　　事

監　事

部門組織

運営管理組織

共通事業組織

も ん じ ゅ 再 生 本 部

戦 略 ・ 国 際 企 画 室

安全・核セキュリティ統括部

事 業 計 画 統 括 部

バ ッ ク エ ン ド 統 括 部

法 務 監 査 部

総 務 部

人 事 部

財 務 部

契 約 部

広 報 部

研 究 連 携 成 果 展 開 部

建 設 部

システム計算科学センター

原子力人材育成センター

核不拡散・核セキュリティ総合支援センター

敦 賀 事 業 本 部

東 海 管 理 セ ン タ ー

大 洗 研 究 開 発 センター

福 島 研 究 開 発 部 門

安全研究・防災支援部門

原 子 力 科 学 研 究 部 門

高 速 炉 研 究 開 発 部 門

バックエンド研究開発部門

2017 年 10 月現在
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６.	 原子力科学研究部門　高温ガス炉水素・熱利用研究センターは、大洗研究開発センターにおいて、高温ガス

炉の技術開発と熱化学法による水素製造技術等の多目的利用の研究開発を実施しています。

７.	 高速炉研究開発部門は、長期的エネルギー安全保障・地球環境問題に対応するため高速炉を中核とする核燃

料サイクルの確立に向けた研究開発を行っています。敦賀の高速増殖原型炉「もんじゅ」及びもんじゅ運営

計画・研究開発センターにおいて「もんじゅ」に係る研究開発及び「もんじゅ」の廃止措置に向けた準備を、

大洗研究開発センターにおいて高速炉システムの安全性強化を目指した研究開発を、核燃料サイクル工学研

究所においてプルトニウム燃料の製造、使用済燃料の再処理に係る研究開発などを進めています。

８.	 バックエンド研究開発部門は、それぞれの研究開発拠点において安全かつ合理的な原子力施設の廃止措置及

び放射性廃棄物の処理処分対策について技術開発を進めています。また、高レベル放射性廃棄物の地層処分

については幌延深地層研究センターと東濃地科学センターにおいて、深地層を総合的に調べる技術の整備を、

核燃料サイクル工学研究所において、処分場の設計や安全評価を行う技術の高度化を進めています。このほ

か、核燃料サイクル工学研究所において軽水炉サイクルに関する技術開発を行っています。

９.	 システム計算科学センターは、柏地区と原子力科学研究所を中心に先端的シミュレーション技術開発、計算

科学基盤技術開発及び計算機の運用・保守を行っています。

10.	 核不拡散・核セキュリティ総合支援センターは、本部及び原子力科学研究所を拠点として、国際原子力機関

（IAEA）等の国際機関や各国における技術開発、核物質の管理と利用に係る透明性確保に資する活動、政策

調査研究を行っています。また、アジア諸国に対して、能力構築に貢献する人材育成支援事業を継続してい

ます。

研 究 開 発 拠 点

幌延地区
高レベル放射性廃棄物の地層
処分技術に関する研究開発

（堆積岩系対象）を実施
青森地区
原子炉施設の廃止措置、核燃
料サイクル関連業務への支援
などを実施

東海地区
安全研究、原子力基礎工学研究、先端基礎研究、中性子
利用研究の推進、放射性廃棄物処理・処分技術研究、プ
ルトニウム燃料加工開発、軽水炉再処理技術開発、研修
事業を実施

世界最高クラスの大強度陽子加
速器と、陽子ビームで発生させ
た中性子、ミュオン、K- 中間子、
ニュートリノ等を利用し、物質
科学、生命科学、原子核素粒子
等に関する研究を実施

福島地区
東京電力福島第一原子力発電所 
事故関連の対応業務を実施

敦賀地区
｢もんじゅ｣における高速増殖炉サイクル技術の研究開発、

「もんじゅ」廃止措置に向けた準備、｢ふげん｣における
廃止措置研究、防災研修を実施

柏地区
計算科学研究等を実施

播磨地区
放射光科学研究を実施

東濃地区
高レベル放射性廃棄物の地
層処分技術に関する研究開
発のうち地層科学研究（主
に結晶質岩系対象）を実施

大洗地区
高速炉の安全性強化を目指した研究開発を実施
高温工学試験研究炉を活用した高温ガス炉技術
基盤の確立と水素製造技術の研究開発を実施
材料試験炉、「常陽」、照射後試験施設等を用い
た照射試験、照射後試験技術の開発及び原子炉
等の燃料・材料の研究開発を実施

人形峠地区
ウラン濃縮関連施設及び鉱山
関連施設の廃止措置を実施

©RIKEN/JASRI

J-PARC センター

原子力科学研究所

高速増殖原型炉「もんじゅ」 

核燃料サイクル工学研究所

原子炉廃止措置研究開発センター
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１１１１１１１１１１１１１ 福島第一原子力発電所事故の対処に係る研究開発

1F の廃止措置とふくしまの環境回復に向けて

図 1-1　福島県内における主要な研究開発拠点
1F の廃止措置の推進や事故により被災した地域の復興に貢献できるよう原子力機構の総力を結集して研究開発を進めていきます。

東京電力福島第一原子力発電所（1F）の事故以降、
原子力機構は我が国で唯一の原子力に関する総合的な研
究開発機関として、総力を結集して廃止措置及び環境回
復に係る研究開発に取り組んでいます（図1-1）。
廃止措置に関しては、1Fの廃止措置等に向けて政府
が定めた中長期ロードマップ等を踏まえ、事故進展シナ
リオの解明	（トピックス1-1～ 1-3）、燃料デブリの取出
し	（トピックス1-4、1-5）、放射性廃棄物の処理・処分
（トピックス1-6～1-10）、遠隔操作技術	（トピックス1-11）
に係る研究開発を進め、1Fの廃止措置の加速化に向け
て着実に成果を発信していきます。また、環境回復の取
組みで開発した放射線モニタリング技術を1Fの汚染水
監視のために改良・導入する等	（トピックス1-12）、オ
フサイトとオンサイトとでシナジー効果を発揮し、研究
開発成果の最大化を目指します。
2017年 3月には、福島県富岡町に廃炉国際共同研究
センター国際共同研究棟が竣工しました（図1-1右中央）。
今後は、この施設を中核に世界中の英知を結集して、廃
止措置に向けた研究開発と人材育成を一体的に進めてい
きます。
楢葉遠隔技術開発センターでは、国際廃炉研究開発

機構（IRID）による止水実規模実証試験等が実施され
ています（図1-1右下）。また、1Fから発生する燃料
デブリや様々な放射性廃棄物の分析・研究を行うため、
大熊分析・研究センター（施設管理棟、第1棟、第2棟）
の整備を進めています（図1-1右上）。
環境回復に関しては、福島県環境創造センターが策定
した中長期取組方針等に基づいて、住民の方々が安全で
安心な生活を取り戻すため、住民の方々の被ばく線量
（トピックス1-13）、森林や河川等における放射性物質
の移行挙動	（トピックス1-14～ 1-17）	等に係る研究を
進めています。また、放射性セシウムの吸脱着メカニズ
ム解明（トピックス1-18、1-19）や鉱物を使った放射
性セシウムのしいたけへの移行低減（トピックス1-20）
等に係る基礎的な研究も実施しています。
2016 年 7月には、福島県三春町に研究拠点となる
福島県環境創造センターがグランドオープンしました
（図1-1左上）。ここでは、原子力機構、福島県、国立
環境研究所の三者が協働で、環境放射能モニタリング
データの解析評価等、ふくしまの環境回復に向けた課題
に対する調査研究に継続して取り組んでいきます。

新地町

相馬市

飯舘村
川俣町

伊達市

国見町

桑折町

福島市

二本松市

本宮市

郡山市

須賀川市

三春町

猪苗代町

北塩原村

磐梯町

喜多方市

湯川村

会津若松市

会津坂下町

西会津町

会津美里町

南会津町

昭和村

三島町

柳津町

下郷町

西郷村

天栄村
小野町

平田村玉川村

石川町

浅川町

鮫川村
棚倉町

鏡石町

矢吹町

泉崎村
中島村

大玉村

南相馬市

浪江町

双葉町

大熊町

富岡町

楢葉町

広野町

いわき市古殿町白河市

川内村

田村市

葛尾村

楢葉遠隔技術開発センター（福島県楢葉町）
廃止措置推進に必要不可欠な遠隔操作機器の
開発及びロボット開発のための施設利用等

大熊分析・研究センター（福島県大熊町）
廃止措置推進に必要不可欠な放射性物質
の分析・研究を行う施設の整備等

廃炉国際共同研究センター（福島県富岡町）
国内外の英知を結集し、 安全かつ確実に廃止
措置等を実施するための研究開発と人材育成等

国際共同研究棟の外観 制御棒ブレード破損試験装置

楢葉遠隔技術開発センターの外観
止水実規模実証試験

（国際廃炉研究開発機構が実施）

施設管理棟建設地全景
（2017年2月21日撮影）大熊分析・研究センター完成イメージ

第2棟施設管理棟

第1棟

福島環境安全センター（福島県三春町、南相馬市）
環境放射能モニタリングデータの解析・評価、 環境中での
放射性物質の動態研究等

福島県環境創造センターグランドオープン モニタリング用無人ヘリコプター

�  1Fの廃止措置等の安全かつ確実な実施
�  避難指示解除等、ふくしま全体の事故からの復興
�  産学官による一体的な研究開発 ・ 人材育成の推進
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図1-2　プラズマ加熱試験の試験体と加熱後の結果例
実機における制御棒ブレード 1 枚とその周辺を模擬した試験体を上部から
加熱し、炉心物質の溶融移行挙動を調べています。

1-1 事故時の燃料集合体の溶融移行挙動を評価する
－模擬燃料集合体のプラズマ加熱試験－

原子力機構では、2011年に発生した東京電力福島第
一原子力発電所（1F）事故時の事故進展や炉内状況の
推定に役立てるため、事故時の燃料集合体の溶融移行挙
動を調査するための研究開発を進めています。
1Fのような沸騰水型原子炉（BWR）では、炭化ホウ素
とステンレス鋼から成る十字型の制御棒ブレードが4体
の燃料集合体間に配置されており（図1-2）、この制御棒が
炭化ホウ素とステンレス鋼の共晶反応等により約1200	℃
から溶融移行を開始するため、制御棒溶融移行後のスペー
スに崩壊した燃料が落下し、燃料集合体の支持構造部に
到達する可能性があります。このような現象はBWR特
有のものであり、本研究では実機と同じ材料から成る制
御棒と模擬物質から成る燃料集合体を使用したプラズマ
加熱試験により、溶融物移行挙動、模擬集合体の崩落挙
動及び支持構造部の損傷挙動を調査しています。
BWR体系における制御棒や燃料集合体の溶融移行及
び崩落挙動を調査するため、図1-3のような非移行型
プラズマトーチによる模擬燃料集合体の加熱試験を実施
しています。本試験では、燃料模擬物質として高融点の
ジルコニアペレットを使用し、制御棒は実機と同じ炭化

ホウ素−ステンレンス製で平板形状のものを使用していま
す。試験体は燃料集合体下部の約50 cmと下部支持構
造部を模擬しており、BWR事故時の燃料集合体下部で
予想される2000 K/m程度の非常に大きい温度勾配を模
擬するため、上部からプラズマトーチで加熱しています。
プラズマ加熱後の試験体（2015年度実施）では図1-2
のように、上部では制御棒が溶融落下するものの燃料
ロッドは残留し、下部のX線CT断面像からは溶融物
が燃料ロッド間やチャネルボックスと制御棒ブレードの
隙間に移行していることが分かります。加熱後の試験体
はホウ素を含むジルコニアセラミックスが主成分であり、
非常に硬いため、切断手法はウォータージェット等を利
用しています。現在、X線分析、化学分析等により溶融
物の元素分布の調査を実施中です。
模擬燃料集合体のプラズマ加熱試験は、国際廃炉研究
開発機構の組合員として廃炉・汚染水対策事業の一部と
して実施中であり、得られたデータはBWR炉心物質が
溶融移行する過程での炉心の水蒸気透過性や炉心物質移
行挙動の評価に利用され、シビアアクシデント解析コー
ドによる事故進展解析等に反映予定です。

図 1-3　プラズマ加熱試験装置
BWR 炉心と支持構造の一部を模擬した高さ約 1 m
の試験体は試験容器の中央にセットされ、上部か
ら非移行型のプラズマトーチで加熱されます。

●参考文献
Abe,	Y.,	Sato,	I.	et	al.,	Preparation	for	a	New	Experimental	Program	Addressing	Core-Material-Relocation	Behavior	during	Severe	Accident	
with	BWR	Design	Conditions	−Conduction	of	Preparatory	Tests	Applying	Non-Transfer-Type	Plasma	Heating	Technology−,	Proceedings	
of	24th	International	Conference	on	Nuclear	Engineering	(ICONE	24),	Charlotte,	North	Carolina,	USA,	2016,	ICONE24-60249,	7p.,	
in	DVD-ROM.

福島第一原子力発電所事故の対処に係る研究開発

ジルコニア製円筒

BWR燃料集合体

十字型の制御棒ブレード
（炭化ホウ素をステンレス被覆）

燃料ロッド
チャネルボックス

この部分
を模擬

試験体断面
（直径約15 cm）

炉心燃料模擬部
（約50 cm）

炉心下部支持構造
模擬部（約50 cm） 試験体下部のX線CT断面像： 

白く見える溶融物（主に金属）が
燃料ロッド間やチャネルボックス
と制御棒ブレードの間に固化

加熱後冷却中の試験体
上部（多くの燃料ロッド
が立ったまま残留）

試験体上部では制御棒ブレードは
溶け落ちるが、燃料ロッドは多くが残留
（写真は解体中に崩壊した燃料ペ
レットなどを除去したもの）

プラズマトーチ

試験体

試験容器

炉
心
燃
料
部

支
持
構
造
部
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1-2 重大事故時の原子炉圧力容器からの溶融物漏えい箇所を予測する
－熱流動・構造連成解析に基づくクリープ損傷評価手法の開発－

図1-4　圧力容器下部ヘッドの解析モデル
1F のような BWR の圧力容器下部ヘッドは、制御棒を通すための
貫通孔や、制御棒案内管等と原子炉圧力容器をつなぐための溶接
部が多数存在します。溶融物が落下した場合の下部ヘッドの破損
箇所や、破損後に溶融物が原子炉圧力容器外に漏えいするかどう
かを推定するには、このような複雑な形状を考慮した予測が重要
です。そこで、事故時の下部ヘッドの破損挙動を詳細に評価する
ため、詳細な三次元モデルを作成しました。

東京電力福島第一原子力発電所（1F）における重大事
故によって生じたと考えられる原子炉内外の溶融物（炉心
で溶融した燃料と材料）の分布状況等の推定に役立てる
ため、私たちは溶融物が落下した際の圧力容器下部ヘッ
ドの破損挙動を評価するための研究開発を進めています。
重大事故の進展には大きな不確実さが含まれることから、
事故の進展シナリオによって下部ヘッドに移行する溶融
物の量やその状態は異なるため、これらを考慮できる解
析手法の開発が重要です。また、1Fのような沸騰水型
原子炉（BWR）の圧力容器下部ヘッドは、多数の制御棒
案内管等が貫通しており、構造が複雑であることから、
局所的な損傷箇所を推定する手法の開発が必要です。
そこで本研究では、溶融物の挙動を把握するための
数値計算に基づく、熱流動解析及び熱流動解析により得
られる温度や圧力等を境界条件とする構造解析（熱弾塑
性クリープ解析）を組み合わせた熱流動・構造連成解析
手法を整備しています。本手法を用いて、クリープ変形
に伴う材料の損傷程度を評価することにより、破損箇所
や時間の推定を行います。
BWRを対象とした場合に重要となる、制御棒案内管

やスタブ管等の貫通部を考慮した三次元モデル（図1-4）
を用いて、本手法により解析を行った結果の例を図1-5
に示します。これは、溶融物のうち10%が下部ヘッド
に落下し、下部ヘッド内の冷却水により冷却され固化し
た状態を初期状態として解析を行った結果です（1F事
故のシナリオとは一致していません）。崩壊熱により、
落下した燃料と材料が再び加熱されるため、クリープに
より圧力容器等に変形や応力が生じます。クリープ変形
による損傷基準を用いて、温度や応力等の影響を考慮し
て、材料の壊れやすさ（損傷指数）を評価したところ、
制御棒案内管やスタブ管といった貫通部で損傷指数が最
大となることから（図1-5（b）の赤色部分）、これらの部
位が破損することにより、溶融物が原子炉圧力容器外に
漏えいする可能性があることが推定されました。また、
下部ヘッドに移行する溶融物の量等を変えて予測を行い
ましたが、同様の結果が得られました。
今後、試験等との比較を通じて、クリープ変形に伴
う損傷箇所等の予測精度を向上させるとともに、1Fの
圧力容器下部ヘッドにおける漏えい箇所や、炉外におけ
る溶融物の分布状況等の推定を目指します。

●参考文献
Katsuyama,	J.	 et	al.,	Creep	Damage	Evaluations	 for	BWR	Lower	Head	 in	Severe	Accident,	Transactions	of	24th	 International	
Conference	on	Structural	Mechanics	in	Reactor	Technology	(SMiRT-24),	Busan,	Korea,	2017,	11p.,	in	USB	Flash	Drive.

図1-5　圧力容器下部ヘッドの解析モデル
構造解析により得られた（a）応力と（b）損傷指数
の分布の一例です。下部ヘッドに移行した溶融
物が加熱されることにより、下部ヘッドを構成
する制御棒案内管やスタブ管等でクリープによ
る変形や応力が発生し、そのような部位（損傷
指数が 1 となった部位）で損傷が生じる可能性
があることが示されています。
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1-3 重大事故時に放出される放射性物質の性質を予測する
－原子炉内でのセシウムの化学挙動を再現・分析する技術の開発－

図1-6　重大事故時における FP の化学挙動再現実験技術（FP 放出移行挙動再現実験装置）の開発
重大事故時の炉内高温領域において、Cs が経験する一連の化学挙動を再現する装置を開発しています。低温領域への移
行に伴うエアロゾル生成・成長挙動や構造材への付着挙動に関して、FP 放出移行挙動再現実験装置（左下図）が所期の
性能を発揮できることを確認しました。今後は化学挙動に関する実験データの取得とモデル化を進めていきます。

東京電力福島第一原子力発電所の廃止措置に向けた喫
緊かつ重要な課題として、燃料デブリの取出し工法の決
定が挙げられます。工法の検討には、格納容器とその周
辺における主要な放射線源であるセシウム（Cs）の分布と、
その分布変化を予測するための化学形態や性質等の性状
を同定することが不可欠です。Csは炉心燃料から放出
され、圧力容器等の炉内高温領域を経て、格納容器に到
達するため、この間にどのような化学反応や物理的挙動を
とったかを同定する必要があります。しかしながら、炉内
高温領域では、Cs以外の核分裂生成物（FP）のみならず、
炉内構造物等に由来する多種多様な核種が時間的・空間
的に変化してCsと反応するため、その同定は複雑です。
そこで、この炉内高温領域におけるCsの様々な挙動
のうち、格納容器周辺のCs分布や性状に与える影響が
大きい化学挙動に着目して、それらを体系的に評価して
モデル化するための基礎基盤研究を行っています。構築
したモデルは、シビアアクシデント解析コード等に反映
することにより、格納容器周辺のCs分布や性状の評価
の高度化に資することを目指しています。
この化学挙動の体系的評価のために、炉内高温領域で

Csが経験する一連の化学挙動を再現する装置を開発しま
した（図1-6）。重大事故時の炉内高温領域は、熱流動変
化、エアロゾル生成・成長、高温化学反応等が重畳した
複雑な条件下にあります。これらの複雑な条件下におけ
る化学挙動を評価するために、装置の形状を直管型のシ
ンプルな形状にして熱流動の影響を極力排除することや、
オンラインでエアロゾルの計測を行えるようにしてそれらの
影響を把握できるようにすることなど、最適な装置設計を
行いました。さらに本装置の特長の一つとして、燃料試料
が実際に溶融しその際の化学反応等を再現できる2500	K
の加熱が可能であり、これは世界初の試みとなります。
これまでに、非放射性のCs試料を用いて試験を行い、
実際の重大事故時に生じるエアロゾル生成・成長挙動を
再現できることを確認しました。また、配管に付着した
Cs試料の分布を分析し、既報の付着分布と同様の結果
が得られることを確認しました。これらより、本装置が
所期の性能を発揮できることを確認しました。
今後は、本装置を用いて様々な試料や温度条件等に
おける試験を行い、Cs化学挙動に関する実験データを
取得してモデル化を進めていきます。

●参考文献
Miyahara,	N.,	Miwa,	S.	et	al.,	Development	of	Experimental	and	Analytical	Technologies	for	Fission	Product	Chemistry	under	LWR	Severe	
Accident	Condition,	Proceedings	of	2017	Water	Reactor	Fuel	Performance	Meeting	(WRFPM	2017),	Jeju	Island,	Korea,	2017,	9p.,	in	USB	
Flash	Drive.
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●参考文献
Kitagaki,	T.	et	al.,	Thermodynamic	Evaluation	of	 the	Solidification	Phase	of	Molten	Core-Concrete	under	Estimated	Fukushima	
Daiichi	Nuclear	Power	Plant	Accident	Conditions,	Journal	of	Nuclear	Materials,	vol.486,	2017,	p.206-215.

燃料デブリの性状を熱力学的に予測する
－溶融燃料とコンクリートの高温反応生成物の熱力学評価－

図 1-8　熱力学的に評価した溶融燃料とコンクリート混合物の凝固時の析出相
（a）溶融燃料とコンクリートが混合した液相が冷却すると、まず融点の比較的高い U や Zr の酸化物相が析出します。この後、金属相
やコンクリート成分由来の酸化物相が析出します。（b）急冷を模擬した条件では、(Zr,U)SiO4 の代わりに正方晶の (Zr,U)O2 が析出
すること等が示されました。

東京電力福島第一原子力発電所（1F）では、溶融した
燃料が圧力容器底部を貫通し、格納容器内のコンクリー
ト床面上に広がったと東京電力により推定されています
（図1-7）。2000	℃以上と非常に高温な溶融燃料は、接
触したコンクリートを溶融させ、浸食します。溶融したコ
ンクリート成分が溶融燃料中に含まれると融点が下がり、
固相の割合が増加して、コンクリートの浸食が減速して
いきます。凝固により生成した物質は燃料デブリと呼ば
れ、UO2等の燃料成分とFeやZr等の構造材成分、コ
ンクリート成分の混合物で、複雑な化学形態となってい
ると考えられます。この燃料デブリを取り出すためには、
事前にどの様な性状か、どんな特性なのかを把握してお
くことが重要です。このため、実験的なアプローチと解
析的なアプローチによりそれらを評価してきました。こ
こでは解析的アプローチによる成果の一部を紹介します。
解析では、商用の熱力学平衡計算ソフトFactSage6.4
と熱力学データベースNUCLEAを使用しました。解析
の入力条件としては、1Fから採取されたコンクリートサン
プルの分析結果や事故進展の解析結果等を参考としました。
熱力学的に平衡な条件での解析では、溶融物の内部等

の非常に緩やかな冷却条件における生成相を評価するこ
とができます。この結果、Uは主に立方晶の (U,Zr)O2や
(Zr,U)SiO4といった化学形態となることが分かりました
（図1-8（a））。また、このほかにステンレス由来の金属相
やコンクリート成分由来の酸化物相が生成することが分か
りました。溶融物が冷えていく過程では、融点の低い溶
融状態のコンクリート成分由来酸化物相中に、(U,Zr)O2
や (Zr,U)SiO4が析出していったと考えられます。
これに対し、Scheil モデルという、冷却水との接触
等による急冷条件下で生成する化学形を推定する手法を
用いると、Uの多くは立方晶の (U,Zr)O2 で析出し、こ
のほかに正方晶の (Zr,U)O2 の形態で析出することが分
かりました（図1-8（b））。
これらにより、燃料デブリを構成する主な化学形は
(U,Zr)O2 や (Zr,U)SiO4 であることや、冷却条件によって
これらの生成挙動が異なること等の知見を得ることがで
きました。これらの知見は実際の燃料デブリの性状と合
わせて、事故進展の解明にも活用できると期待されます。
今後は、解析的に得られた結果と実験データを比較評価
し、より詳細に燃料デブリの性状を推定する予定です。

福島第一原子力発電所事故の対処に係る研究開発

図1-7　格納容器内のドライウェル床面上に広がった溶融燃料のイメージ
（a）溶融燃料は、格納容器内のコンクリート床面上に広がったと考えられています。（b）堆積した溶融燃料は、その熱でコンクリート
を浸食し、コンクリート成分を取り込むことで温度が下がります。これによりコンクリートの浸食が停止すると考えられています。
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1-5 水で冷やさなくてもデブリの取出しはできるのか？
－燃料デブリ空冷評価シミュレーション手法の開発－

東京電力福島第一原子力発電所（1F）の格納容器下部
には、溶けて固まった燃料や構造物（燃料デブリ）が堆
積していると考えられています。この燃料デブリは、放
射性物質の崩壊熱により発熱しており、その炉外への取
出しについて、燃料デブリを水に浸して取り出す冠水工
法及び水に浸すことなく気中で取り出す気中工法が検討
されています。冠水工法は燃料デブリを確実に冷やしな
がら取り出すことができますが、格納容器の水漏れの懸
念や汚染水発生などの困難な課題があります。一方、気
中工法は、水漏れを止める必要がなく、また汚染水が発
生しないなどのメリットがありますが、崩壊熱により発
熱している燃料デブリを、空気のみで冷やすことができ
るのかよく分かっていません。このため、燃料デブリを
空気のみでどの程度冷やすことができるのか（冷却性能）
を、検討できる方法が必要とされています。
燃料デブリの冷却性能を検討するためには、燃料デ
ブリの周りの熱や空気の流れを計算するだけでなく、燃
料デブリの位置や形などについても予測する必要があり
ます。現在の1Fにおいて、燃料デブリの位置や形など
について把握し、それらを考慮した空冷評価は困難で
す。そこで私たちは、燃料デブリの溶融過程とその進展
挙動の機構論的評価を目的としたJUPITERという計
算コードの開発を行っており、その計算コードを空冷評
価に適用し冷却機構の評価を実施しています。
JUPITERによる燃料デブリの冷却性能と、大きな不

確かさの一つであるデブリ形状の温度場への影響を評価
するため、圧力容器下部の制御棒駆動機構を含む格納
容器下部を簡略化した空間に、平板状と半球状の燃料
デブリがある条件に対して空冷予備解析を行いました。
解析では、崩壊熱による発熱を考慮し、燃料デブリの温
度を周囲の空気の温度より高く設定しました。その結
果、燃料デブリで熱せられた空気は、周辺の空気よりも
軽くなることで上部領域へ移動し、大小の乱れを有する
複雑な流れにより空気や燃料デブリの温度が複雑に変化
することが分かりました（図1-9（a）、（b））。半球状では、
流線形の効果により平板状に比べデブリ近傍で流れやす
くなることにより熱伝達が増加し、空気への熱移動量が
大きくなるため、デブリ表面温度は比較的低くなる傾向
にあることが分かりました（図1-9（c））。これらの結果
から、燃料デブリの形状が空冷に影響を与えると考えら
れ、形状を考慮した評価と空気の流れの考慮が重要であ
ることが分かりました。以上のことから、燃料デブリの
冷却性能を、数値シミュレーションにより検討すること
ができる見通しを得ることができました。
今後は、実験結果との比較を行うことでシミュレーショ
ン手法の妥当性の確認を行った上で、推定された様々な
事故状況を基に燃料デブリの位置や形状を評価します。
さらに、この結果を用いて冷却性能の評価を行い、デブ
リ取出し工法の選定に貢献したいと考えています。

●参考文献
Yamashita,	S.	et	al.,	Development	of	a	Numerical	Simulation	Method	to	Evaluate	Molten	Material	Behavior	 in	Nuclear	Reactors,	
Proceedings	of	2017	International	Congress	on	Advances	 in	Nuclear	Power	Plants	 (ICAPP	2017),	Fukui	and	Kyoto,	Japan,	2017,	
paper	17640,	10p.,	in	DVD-ROM.

図1-9　解析結果の一例
格納容器にある領域（ペデスタル）の底部に燃料デブリが堆積していると仮定し、燃料デブリの崩壊熱により生じる自然対流によ
る模擬燃料デブリの冷却シミュレーションを実施しました。図中のデブリと空気の色は温度を表します。（a）、（b）より、デブリ周
囲に複雑な流れが作られ、空気中へ燃料デブリの熱が移動している様子が分かります。半球状の方がデブリ表面の温度分布は均一
になる傾向にあることが分かります。（c）より、燃料デブリ表面温度の平均値は、形状の違いにより表面温度に差が生じます。
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1-6 核燃料再処理機器材料に対する海水成分・コンクリート成分の影響を調査する
－高レベル廃液貯槽環境における硫酸イオンの材料腐食への影響評価－

東京電力福島第一原子力発電所の使用済燃料貯蔵
プールに保管されている使用済燃料は、海水注入により
海水環境にさらされ、爆発の影響によるコンクリート等
のがれきの付着も予想されます。このため、当該燃料の
再処理を行う際、これら不純物の影響を評価する必要が
あります。これまでの研究により不純物成分は抽出工程
において廃液側に移行することが明らかになっていま
す。そこで、不純物が移行・濃縮されると予想される機
器として、高レベル廃液貯槽材料の腐食に及ぼす不純物
の影響を調査してきました。本研究では、その一環とし
て、海水・コンクリート成分に存在する硫酸イオンに着
目した腐食評価を実施しました。
貯槽に使用されるステンレス鋼相当材（SUS316L）を
対象とし、模擬高レベル廃液（HAW）中での材料浸漬試験
を実施しました。HAWには、硝酸及び模擬核分裂生成
物（ルテニウム:	Ru、セリウム:	Ce、ネオジム:	Nd、ネプツ
ニウム:	Npの模擬としてバナジウム:	V等）が含まれます。
いずれの条件においても全面的に粒界腐食が進展し

（図1-10）、その腐食速度は硫酸イオンの増加に伴い減
少しました（図1-11）。さらに、腐食速度の抑制率は硫
酸イオン濃度の上昇に従い、低下する傾向がありました。

試験後の試験片表面をX線光電子分光法（XPS）に
より分析した結果、硫酸塩が検出されました。図1-12
にXPSにより検出された硫酸塩に帰属される信号強度
（SO4信号強度）と、溶液中の硫酸イオン濃度の関係を
示します。硫酸イオン濃度の上昇に伴い、SO4信号強
度は増加しますが、その増加率は低下する傾向を示しま
した。
粒界腐食が生じた原因は、Ruが主体であると考えら
れます。Ruは高い価数（8価）まで存在し、腐食に大き
な影響を与えることが報告されています。しかし、Ru
約 0.1	mol/dm3に対して硫酸イオンがその100分の1程
度での条件においても腐食速度が大きく低下しており、
Ruと硫酸イオンとの相互作用自体による寄与は小さいと
考えられます。一方、HAW中における硫酸イオン濃度と
XPSにおけるSO4信号強度及び腐食速度との間には相
関性が見られます。その結果を踏まえると、硫酸イオン
に起因した化合物の材料表面への生成により、溶解反応
が抑制されたことが示唆されます。硫酸イオンによる防
食効果は塩化ナトリウム（NaCl）水溶液におけるステンレ
ス鋼の孔食に対しても報告があり、本研究においても類
似のメカニズムが働いている可能性が考えられます。

●参考文献
安倍弘ほか，高放射性廃液貯槽環境におけるSUS316L の腐食に及ぼす硫酸イオンの影響，材料と環境，vol.66,	no.5,	2017,	p.169-172.

図1-10　硫酸イオンを含む HAW における
SUS316L 試験片の腐食状態
960 h まで材料浸漬試験を実施し、HAW 中
ではいずれの条件においても全面的な粒界
腐食が進展することを確認しました。

図1-12　SUS316L の SO4 信号強度と HAW 中の硫酸イオン
濃度との関係
SO4 信号強度は硫酸イオン濃度の上昇に伴い増加しました。こ
れは腐食速度の挙動と相関性があり、SUS316L の腐食が抑制さ
れた要因として、材料表面にできた保護膜の影響が考えられます。

図1-11　SUS316L の腐食速度と HAW 中の硫酸イオン濃度
との関係
重量減少量から腐食速度を算出し、硫酸イオンを含まない条件
を 1とした相対値でグラフに示しました。腐食速度は硫酸イオン
濃度の上昇に伴い、抑制されました。
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1-7 汚染水処理により取り除かれた放射能量の推定
－汚染水中の放射性物質濃度を計算－

　東京電力福島第一原子力発電所（1F）では、汚染水
中の放射性物質の除去を目的としてセシウム（Cs）吸
着装置などが運転されています。汚染水処理に伴い、使
用済み吸着材やスラッジといった二次廃棄物が発生して
います。このような二次廃棄物は、従来の原子力発電所
の運転では発生しないため、安全に保管し処理・処分す
る方法を新たに検討する必要があります。そのためには、
廃棄物中に含まれる放射性物質の種類と量を把握するこ
とが不可欠です。
　1号機～ 3号機（1F1～ 1F3）内の核燃料を冷却し
た水は、原子炉建屋、タービン建屋などを経由して集中
廃棄物処理建屋に一旦集められた後、汚染水処理設備へ
送られています。そのため、汚染水処理設備への入口で
ある集中廃棄物処理建屋での放射性物質の濃度推移を把
握することで、二次廃棄物全体の放射能量を推定するこ
とに役立ちます。134Csと 137Cs	に関しては、汚染水中
の濃度が高く測定もしやすいため、データも数多く存在
します。したがって、廃棄物中の放射能量の推定が比較
的容易です。一方、他の放射性物質は汚染水中の濃度が
低く検出されないため、あるいは分析方法が複雑なため
に、データ数が限られています。そこで、これらの放射
性物質についてもCsと同様に汚染水中の濃度変化を推

定するために計算モデルを作りました。
　このモデルは、2012年中頃前後で 137Cs濃度が低下
する様子が異なることを考慮し、放射性物質の放出源と
して、初期に炉内水へ移行したものと燃料から冷却水へ
継続的に移行するものの二つを仮定しました。このモデ
ルから導いた式に濃度分析結果を当てはめることで、ス
トロンチウム-90（90Sr）、ルテニウム-106（106Ru）やヨウ
素-129（129I）などについても濃度を推定できるように
なりました（図1-13）。放射性物質により違いが見られ、
例えば、90Srは 137Csと比べて初期濃度が小さいですが、
継続的溶出速度は同等であるため、両者の濃度は近づい
ています。106Ruは初期濃度と継続的溶出のいずれも相
対的に小さいので、137Csよりも低い濃度で推移してい
ます。
　また、濃度推移の計算結果を用いて、水処理二次廃棄
物全体の放射能量及び原子炉内に残存する放射能量を推
定しました（図1-14）。その結果、高温での揮発性が高
く、かつ水に溶けやすい性質を持つCsと Iは二次廃棄
物の割合が高いことが分かりました。他方、Ruのよう
な水に難溶性の成分は、ほとんどが原子炉内に留まって
いると推測されます。

図1-13　汚染水中の放射性物質の濃度変化の推移
事故直後に高濃度であった放射性物質濃度は、冷却水の連続
的な供給により濃度が下がりましたが、2012 年中頃以降は、
濃度低下が鈍化しています。核燃料から放射性物質が継続的
に溶け出している影響だと考えられます。図中の実線は分析
値を元に計算した結果を表します。

図 1-14　汚染水処理装置が稼働して1000 日後（2014 年 3 月
13 日）におけるいくつかの放射性物質の放射能分布
事故直前に1F1～1F3の炉心にあった放射能量の合計を100%
とすると、汚染水処理により除去された放射能量は、137Cs が
約 35%、90Sr が約 24%、106Ru が 1% 未満、129I が約 94% と推
定しました。物質により大きく異なることが示唆されます。

●参考文献
Shibata,	A.	et	al.,	Estimation	of	the	Inventory	of	the	Radioactive	Wastes	in	Fukushima	Daiichi	NPS	with	a	Radionuclide	Transport	
Model	in	the	Contaminated	Water,	Journal	of	Nuclear	Science	and	Technology,	vol.53,	issue	12,	2016,	p.1933-1942.
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1-8 可搬型小型α線位置検出器の開発
－固体廃棄物や設備の狭隘部のプルトニウム汚染の直接測定が可能に－

図 1-15　開発した可搬型小型α線位置検出器

東京電力福島第一原子力発電所の廃炉のような原子力
施設の廃止の際には、多種多様ながれきや金属屑、コン
クリート等の多量の固体廃棄物が発生します。これら固体
廃棄物は処分のため表面汚染の有無を測定する必要があ
りますが、β、γ線放出核種だけでなく、プルトニウム（Pu）
同位体等の α線放出核種の測定も必要となります。α線
は空気中の飛程が約4	cm程度と短いため、α線放出核
種に対し測定器であるZnS（Ag）サーベイメータをでき
る限り近づける必要があります。しかし、ZnS（Ag）サー
ベイメータはその検出器の大きさのため、測定する廃棄
物の形状によって測定に限界があり、例えば配管のフラ
ンジ部、L字鋼の角など狭隘部の測定は不可能でした。
そのため、切断等により測定可能な形状に加工して測定
する必要がありますが、切断には多大な労力を必要とす
るだけでなく、切断そのものが不可能な場合もあります。
また測定の際、天然核種であるラドンの子孫核種が α線
を放出するため、Pu同位体との弁別が必要となります。
そこで、廃棄物等の狭隘部の直接測定が可能な可搬
型小型 α線位置検出器の開発を行いました（図1-15）。
検出器部は、厚みが10	mg/cm2のZnS（Ag）シンチレー
タ、ライトガイド、光検出器（シリコンフォトマルチプ
ライヤーアレー：SiPM	Array）で構成しました。検出
器サイズは26 mm× 26 mm× 15 mmと、ZnS（Ag）サー
ベイメータの約5分の 1の厚みでした。検出器と接続

される可動のアームにより柔軟に測定箇所へアクセスす
ることが可能になり、狭隘部の直接の測定を可能にし
ました。図1-16に開発した検出器を用いた設備（バッ
グイン-バッグアウトポート）の測定の様子を示しま
す。ZnS（Ag）サーベイメータでは不可能であった狭隘
部（バッグイン-バッグアウトポートの隙間）の直接の
測定が可能であることが分かります。
開発した検出器はラドン子孫核種との弁別を目的と
した、α線の二次元分布とエネルギースペクトルの情報
が同時に得られます。図1-17に開発した検出器で測定
したPu粒子とラドン子孫核種捕集ろ紙の α線の二次元
分布を、図1-18にエネルギースペクトルを示します。
Pu粒子はスポット様の分布を示し、一方、ラドン子孫
核種はPu粒子と異なる一様な分布が確認されました。
また、エネルギースペクトルを見ると、異なるチャン
ネルに計数が確認されているのが分かります。これは、
238Puは 5.5	MeV、239Puが 5.15	MeVの α線エネルギー
なのに対し、ラドン子孫核種のうち、主になるポロニウ
ム -214（214Po）は 7.7	MeVの α線エネルギーである
ためです。これらの結果から、Pu同位体とラドン子孫
核種の弁別も可能であることが分かりました。
本研究は、日本学術振興会科学研究費補助金若手研究

（B）（No.15K21618）「峡隘部測定を可能にする可搬型
小型 α線検出器の開発」の助成を受けて実施されました。

●参考文献
Morishita,	Y.	et	al.,	Flexible	Alpha	Camera	for	Detecting	Plutonium	Contamination,	Radiation	Measurements,	vol.103,	2017,	p.33-38.

図 1-17　測定したα線のニ次元分布
（a）Pu 粒子はスポット様に、（b）ラドン子孫核種は一様に分布し
ており、両者の弁別ができることが分かります。
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図 1-16　設備の測定の様子

図 1-18　Pu 試料とラドン子孫核種捕集ろ紙のエネルギース
ペクトル（横軸のチャンネルはα線エネルギーに相当する）
Pu は 60 チャンネル付近まで、ラドン子孫核種はそれ以上のチャ
ンネルに計数がみられ、両者の弁別ができることが分かります。
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1-9 原子炉建屋内の汚染状況を調査する
－廃棄物の処理処分を加速するための詳細な放射化学分析－

東京電力福島第一原子力発電所（1F、1号機～3号
機を1F1～ 1F3）の廃止措置に向け、今後発生するが
れき等を含め、処理処分方策の整備が緊急の課題となっ
ています。このためには、がれき等に付着した放射性核
種の種類や濃度等の情報を明らかにし、事故により発生
した廃棄物の性状を把握することが重要です。しかし、
原子炉建屋内部に飛散した放射性核種の種類や濃度は十
分に把握されておらず、処理処分を加速するためにも、
詳細な放射能データが必要です。そこで私たちは、原子
炉建屋内で採取されたがれきの放射化学分析を実施しま
した（図1-19）。
取得した放射能データのうち、検出された核種の例
を図1-20に示します。ストロンチウム-90（90Sr）放射能
濃度は、セシウム-137（137Cs）放射能濃度との相関係数
が0.89であり、比例する傾向があることが分かりました。
これは、測定が容易な 137Csから直接放射能を測定する
ことが困難な 90Srの放射能濃度が推定できる可能性を
示しています。一方、プルトニウム-238（238Pu）は 137Cs
放射能濃度との相関係数が0.51であり、比例関係は明

確ではなく、さらなる放射能データの蓄積が必要です。
分析により求めた 90Sr/137Cs 比は、（3.2 ± 1.5）×

10-3（1F1）、1.9× 10-2（1F2）、（8.1± 4.6）× 10-4（1F3）
でした。これは計算コード「ORIGEN2」により算出し
た炉内の燃料中の 90Sr/137Cs 比よりも1～ 3桁程度小
さい値でした。一方、分析により求めた 238Pu/137Cs比
は、（6.0 ± 6.4）× 10-8（1F1）、5.5 × 10-5（1F2）、（3.9
± 1.9）× 10-7（1F3）でした。これは計算により求めた
238Pu/137Cs比よりも3～ 6桁程度小さい値でした。こ
れらの結果から、燃料からの原子炉建屋への移行率は、
238Pu＜ 90Sr＜ 137Csの順となることが示唆されます。
これらのデータは、原子炉建屋内部の放射能量の推
定だけでなく、作業者の被ばく評価や環境影響評価等に
対しても活用が期待されています。今後も、事故廃棄物
の詳細な放射化学分析を行い、処理処分に向けた放射能
データを蓄積していきます。
本研究は、経済産業省資源エネルギー庁からの受託
研究「廃炉・汚染水対策事業費補助金（固体廃棄物の処
理・処分に関する研究開発）」の成果の一部です。

図1-20　放射能濃度測定結果
137Cs 濃度に対する（a）90Sr 濃度及び（b）238Pu 濃度の関係を示し
ています（2011 年 3 月 11 日に補正）。

●参考文献
佐藤義行ほか，福島第一原子力発電所において採取した瓦礫試料の放射化学分析，保健物理，vol.51,	no.4,	2016,	p.209-217.

図1-19　放射化学分析操作の流れ
がれき試料は、均一化するためボールミルによる粉砕を行います。
均一化した試料は小分けし、核種ごとに適した前処理法・分離法
を行い、放射化学分析を行います。
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1-10 汚染水やがれき中の 93Zr、94Nb や 93Mo の分析法の開発
－測定が難しい核種の放射化学分離－

東京電力福島第一原子力発電所には、放射能濃度の
高い汚染水やがれきなどが多量に存在します。汚染水
は、水処理施設において汚染が除去されていますが、こ
の処理によりスラッジなどの二次廃棄物が発生します。
この二次廃棄物やがれきなどの処分法を検討するために
は、汚染水やがれきに含まれる安全性への影響が大きい
と予想される放射性核種（重要核種）の濃度を調べる必
要があります。重要核種の候補であるジルコニウム-93
（93Zr）、ニオブ-94（94Nb）やモリブデン-93（93Mo）など
についてはこれまでに原子力機構における分析経験がほと
んどないため、分析法の確立が必要でした。これらの核
種を分析するためには、放射能濃度の高いセシウム-137
（137Cs）や海水、がれき等の主成分等からこれらの核種
を分離し（粗分離）、かつ、これらの核種を相互に分離
する（逐次分離）必要があります。
そこで、Csや海水、がれきの主成分の多くは主に陽
イオンとして溶液中に存在するのに対し、Zr、Nbや
Moは陰イオンを生成しやすいことに着目し、陰イオン
交換体の性能を持つTEVAレジンを用いたクロマトグ
ラフィーにより分離を行うことにしました。この手法

は、既存の沈殿分離法などと比べると操作が簡易で迅速
に分離できるという利点があります。まず、TEVAレ
ジンにより様々な酸溶液からZr、NbやMoがどれく
らい抽出されるかを調べ、分離に適した溶液条件を検
討しました。その結果、図1-21に示すように、試料溶
液を0.1 M HF溶液に調製すれば、主な陽イオンは溶
出させ、Zr、NbやMoはTEVAレジンに保持させる
ことで粗分離が可能であることが分かりました。また、
7 M HCl-0.5 M HFによりMoと Nbは TEVAレジン
に保持させたままZrのみを溶出させ、4 M HFにより
Nbを保持させたままMoのみを溶出させ、1	M HNO3
によりNbを溶出させることで逐次分離できることが分
かりました。そこで、この分離法により、汚染水中の
93Zr、94Nbと 93Moの分析を行いました。
しかし、がれきを溶かして試料を調製する場合には、
0.1 M HF溶液とすることができません。このような場
合には、図1-21の右側のスキームに示すように、より
高い濃度の酸溶液からTRUレジンを用いてZrを分離
した後、汚染水と同様の分離法でZrを精製することで
がれき中の 93Zrの分析が可能であることを示しました。

●参考文献
Shimada,	A.	et	al.,	Development	of	an	Extraction	Chromatography	Method	for	the	Analysis	of	 93Zr,	 94Nb,	and	 93Mo	in	Radioactive	
Contaminated	Water	Generated	at	the	Fukushima	Daiichi	Nuclear	Power	Station,	Journal	of	Radioanalytical	and	Nuclear	Chemistry,	
vol.310,	issue	3,	2016,	p.1317-1323.
Shimada,	A.	et	al.,	Separation	of	Zr	in	the	Rubble	Waste	Generated	at	the	Fukushima	Daiichi	Nuclear	Power	Station,	Journal	of	
Radioanalytical	and	Nuclear	Chemistry,	vol.311,	issue	3,	2017,	p.1613-1618.

図1-21　汚染水中（左）やがれき（右＋左）に含まれる 93Zr、94Nb や 93Mo の分離法
汚染水やがれきなどに含まれる 93Zr、94Nb や 93Mo を定量するためには、主成分や放射性 Cs などからの分離や、これらの核種
の相互の分離が必要となります。ここでは、TEVA レジンと TRU レジンを用いた分離法を開発しました。

福島第一原子力発電所事故の対処に係る研究開発

試料溶液
（汚染水など）
0.1 M HF

TEVA
レジン

7 M HCl-0.5 M HF

0.1 M HF

4 M HF

1 M HNO3

コンディショニング
（0.1 M HF）

洗浄

Zr

Mo

Nb

通過液

試料溶液
（がれきの溶解液など）

3 M HMO3

TRU
レジン

0.01 M HF

3 M HMO3

コンディショニング
（3 M HMO3）

洗浄

Zr

通過液

蒸発乾固・再溶解（0.1 M HF）



原子力機構の研究開発成果　2017-18　21

1-11 廃止措置のためのロボット等の試験法の開発
－ロボット性能試験、オペレーター操作訓練のための環境構築－

図1-22　開発した試験場
試験に必要な要素として、ケーブルによるトラブル、構造物
による作業環境視認性、階段・段差等の不整地走行、走行面
材質等を抽出し、（a）～（d）の試験場を開発しました。

東京電力福島第一原子力発電所の原子炉建屋では、廃
止措置にロボット等の遠隔機器が用いられています。し
かし、複雑な作業環境のために、一部でトラブルが発生
しています。このため、ミッションに応じたロボット性
能試験、操作訓練を事前に実施することが重要です。災
害対応ロボット開発分野では、2001年同時多発テロを
契機に標準試験法という性能評価規格の整備が進められ
ています。廃止措置の遠隔作業においても同様の考えを
取り込むことは、効果的な作業推進に重要であります。
上述の標準試験法ではがれき等の地表形状を模擬した木
製の試験場が基本であり、建屋内で見られる立体的な物
体や金属等の環境について整備されていません。そこで、
本課題では廃止措置の作業環境の性質を模擬したロボッ
ト等の試験法の開発を目的としています。
まず、東京電力より公開されたロボットの作業記録
を抽出し、時間に基づいて作業分析を行いました。これ
により、走行、階段・段差等の走行、サブクローラ角度
調整、停止等の項目の占める割合が大きいことが分かり
ました。また、作業中のトラブルを分類するとともに、
要因分析を行った結果、ロボットに接続されたケーブル
と構造物の干渉や作業環境・ロボット状態認識の難しさ

等が要因であることも見いだしました。
これらの知見をもとに、ケーブル干渉や環境視認性
の低下等の課題となった状況を再現するための 3本
の柱状物が相互接続された形の試験場を開発しました
（図1-22（a））。これにより、ケーブルが構造物に巻き付
く現象の再現を確認しました（図1-23（a））。また、柱
状部分により環境視認性が低下することも確認しました
（図1-23（b））。原子炉建屋内を移動する際には縞鋼板、
グレーチング等の階段・段差等の不整地走行が必要なこ
とから、踏面を交換可能な階段型試験場を開発しました
（図1-22（b））。また、建屋内に多く見受けられる縞鋼板
製スロープやグレーチング製路面の試験場を開発しまし
た（図1-22（c）、（d））。これらにより、事故後の遠隔作
業において発生した主要な課題、環境を模擬する試験場
を実現しました。これらは、前述の標準試験法との互換
性を考慮にいれてサイズ設計がされています。
今後は、格納容器内アクセス用試験場について、同
様のアプローチで開発し、開発試験場の組合せにより多
様な試験環境を設定可能にし、遠隔機器の開発促進やオ
ペレーターの習熟度向上等の観点から廃止措置の推進に
貢献していきます。

●参考文献
Kawabata,	K.	et	al.,	Design	of	Test	Methods	for	Remotely	Operated	Robots	Utilized	for	Decommissioning	Tasks,	Proceedings	of	2017	
International	Congress	on	Advances	in	Nuclear	Power	Plants	(ICAPP	2017),	Fukui	and	Kyoto,	Japan,	2017,	paper	17476,	4p.,	in	DVD-ROM.

図1-23　遠隔操作ロボットを用いた試験走行による検証
遠隔操作ロボットの走行により、分析で得られたケーブルの
巻き付きや環境視認性の課題を再現しました。
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1-12 ファイバー型放射線検出器による汚染水の監視
－東京電力福島第一原子力発電所構内における実証試験－

私たちは、東京電力福島第一原子力発電所（1F）事故
以来、ファイバー型放射線検出器（プラスチックシンチレー
ションファイバー）を用いた現場適用について研究を行っ
ています。この検出器は、コア（中芯部）に放射線を感じ
て発光するプラスチックシンチレータを使用した光ファイ
バーを採用しています。ファイバー内に入射した放射線は
プラスチックシンチレータを発光させ、光はファイバーを
通って両端に備えた光電子増倍管で検出されます。その
発光は放射線の入射位置により両端の光電子増倍管で検
出される時間が異なり、時間差を計測することで発光位置
（放射線の入射位置）を特定することができます。本検出
器の優れている点は、検出部をひも状に製作することが
でき様々な形状の測定対象物に密着して測定できること、
検知した放射線の位置を特定できることが挙げられます。
また、一般的な放射線検出器と比較して一度に広い範囲
の監視が可能となり、コスト面でもメリットがあります。
1Fでは、汚染水が海洋へ漏れ出るリスクに対し、様々
な対策がとられてきています。敷地内に設置されている
汚染水タンクからの漏えい事象の回数は減っているもの
の、排水溝における汚染水の検知事象は年に数件発生し
ており、漏えい監視手法の確立が望まれています。そこ
で、オフサイトにおける環境回復の取組みで土壌に沈着
した放射性セシウムからの γ線測定用に開発したファイ

バー型放射線検出器を汚染水監視技術として適用するた
めの改良を施し適用試験を行いました。
私たちは、図1-24（a）に示すように汚染水タンクの周
辺に巻くことで汚染水の漏えい位置を特定できる50	m
のファイバー型放射線検出器を開発しました。この検出
器は、汚染水の主要な放射性物質である β線を放出する
ストロンチウム-90（90Sr）を検知するためにできるだけ
薄いプラスチック管に収納しました。敷地内の実験室で
開発した検出器の一部を既知濃度の汚染水に接触させた
ところ、計数率のピークが得られることを確認し、こ
のピークを監視することで汚染水の漏えいを監視できる
ことが分かりました（図1-24（b）、図1-25（a））。開発
した装置は実際に汚染水タンクに設置し、実証試験を行
いました（図1-24（b））。
開発した検出器の計数率から汚染水の濃度を求める
ために、異なる濃度の汚染水に検出器全体を浸すことに
より、検出器の計数率と濃度の関係を求めました。両者
は良い相関関係にあり、この関係から濃度換算を行うこ
とができます（図1-25（b））。
東京電力ではこの試験結果をベースに、排水路内の
汚染水濃度をモニターする装置としての実証試験を行っ
ています。私たちは、引き続き技術的なサポートを実施
し、廃炉作業に貢献していきたいと考えています。

図1-24　適用イメージと現地での試験風景
（a）のようにファイバー型放射線検出器を汚染水タンクに巻いて
汚染水を漏えい監視することを想定し、（b）に示すように 1F 構内
で実証試験を実施しました。

●参考文献
眞田幸尚ほか，プラスチックシンチレーションファイバ測定技術の福島第一原子力発電所における汚染水管理への応用，	JAEA-Research	
2016-011,	2016,	52p.
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図1-25　既知濃度の汚染水を用いた校正試験結果
汚染水をファイバー型放射線検出器の一部に接触させると（a）の
ように計数率のピークとして位置の特定が可能です。また、濃度と
計数率は（b）に示すように相関関係にあり、濃度換算が可能です。
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1-13 生活パターンを考慮した住民の被ばく線量推定
－ 0.23 µSv/h を基準にした自宅周辺の除染は効果的か－

東京電力福島第一原子力発電所（1F）事故により放射
性物質が環境中へと放出され、事故の影響を被った地域
ではその影響がいまだに継続しています。放射線防護の
観点から、我が国では事故による追加の被ばく線量を年間
1 mSv未満にするという長期的目標を設定しました。環
境省が提示した考え方によると、年間1 mSvの追加被ば
く線量は空間線量率で0.23 µSv/hにあたるとされていま
す。本研究では、この値を基準とした除染の効果を評価
するため、家屋周辺の屋外の空間線量率を0.23 µSv/h
と仮定し、住民の年間被ばく線量を計算しました。
被ばく線量は、ある場所の汚染の度合とその場所で
の滞在時間から計算することができます。本研究では、
航空機モニタリングにより測定した各自治体のセシウム-
137	（137Cs）	地表面沈着量及び既往研究で報告されてい
る自宅、職場、その他の場所での1日の滞在時間の実
測値を利用しました。これらの実測値を基にしてCs沈
着量及び滞在時間の確率分布を作成し、この分布からラ
ンダムに選択した値を入力値とする確率論的な被ばく線
量評価モデルを開発しました（図1-26）。生活パターン
の違いにより住民を屋内作業者（図1-27（a））、屋外作
業者（図1-27（b））、自宅滞在者（図1-27（c））の三つ

のグループに分け、福島県の全自治体について計算を行
いました。各住民グループ及び各自治体について10000
回の計算を行い、1年間の被ばく線量の95パーセンタ
イル値を算出しました。
その結果、被ばく線量は屋内作業者が最も低く、屋
外作業者が最も高くなりました。屋内作業者及び自宅滞
在者の95パーセンタイル値は、旧避難指示区域内の5
町村を除く全ての自治体で1 mSv/y未満となりました。
一方、屋外作業者は約3分の1の自治体で95パーセン
タイル値が1 mSv/y以上となりました。以上の結果か
ら、福島県の約3分の 2の自治体では自宅周辺の除染
により全ての住民グループの被ばく線量が十分に低減さ
れることが分かりました。しかしながら約3分の 1の
自治体では屋外作業者に対する被ばく線量管理等が今後
も必要であり、さらに旧避難指示区域内の5町村につ
いては全ての住民グループに対する被ばく線量管理や自
宅周辺以外の除染を今後も継続していく必要があること
が分かりました。
今回は就業者及び自宅滞在者の線量評価モデルを報
告しましたが、今後は子供に対する帰還後の被ばく線量
評価モデルを開発していく予定です。

●参考文献
Mori,	A.	et	al.,	Assessment	of	Residual	Doses	to	Population	after	Decontamination	in	Fukushima	Prefecture,	Journal	of	Environmental	
Radioactivity,	vol.166,	part	1,	2017,	p.74-82.
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図1-27　2016年3月からの1年間の追加被ばく線量推定値の 95 パーセ
ンタイル値
約3分の 2の地域では全ての住民グループの被ばく線量の 95 パーセンタイ
ル値が 1 mSv/y 未満となりました。約 3分の 1の自治体では屋外作業者
の被ばく線量の 95 パーセンタイル値が 1 mSv/y 以上となりました。

図1-26　確率論的な被ばく線量評価のイメージ図
137Cs の沈着量の分布及び自宅、職場、その他の場所における滞在時間
の分布から入力値の組合せをランダムに 10000 セット作成し、1年間の
被ばく線量を 10000 回計算しました。評価は被ばく線量分布の 95パー
センタイル値を 1 mSv/y と比較することにより行いました。自宅周辺
の汚染には 0.23 µSv/h に相当する 137Cs の沈着量を用いました。
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1-14 放射性セシウムは森林表層にどのくらい留まるのか？
－落葉層から土壌への放射性セシウムの移行を植生の違う森林で評価－

図1-28　リター層中の 137Cs の量の変化
二つの森林で 137Cs の沈着量は同程度で
したが、リター量の多い CF では事故後
初期からリター層中に 137Cs が多く存在し
ました。リター層中の 137Cs 量が半分にな
るまでの時間は、CF で約 2年、DBF で
約1年でした。

東京電力福島第一原子力発電所事故で放出された放
射性セシウム（Cs）により、広範囲の森林が汚染され
ました。汚染地域の森林は落葉広葉樹林（DBF）と常
緑針葉樹林（CF）に大別されます。DBFは冬に葉を落
とすため、3月の事故時には葉はありませんでした。そ
のため、放射性Csは主に地表面に沈着したと考えられ
ます。一方、CFでは事故の時点で葉があったため、放
射性Csの一部は葉に沈着し、その後、葉の落葉に伴っ
て地表面に移行したと考えられます。私たちは、このよ
うに生態の異なる二つの森林において、放射性Csの沈
着後の分布や挙動がどのように異なり、その違いが地表
面での γ線量率にどのように影響するかを調べました。
放射性Csの沈着量が同程度であるCFとDBFを対
象として、事故後3ヶ月、5ヶ月、1年にリター（落葉
堆積物）とその下の土壌を採取し、それぞれに含まれる
放射性Csの量を測定しました。また、DBFでは事故
から1.8年後、CFでは2.4年後に、それぞれの森林で
20	m × 20 m	の区画	（プロット）中の25点でリターと
その下の土壌を採取して放射性Csの量を測定し、プロッ
ト内の放射性Csの空間分布を評価しました。また、同
じプロットでプラスチックシンチレーションファイバー

（PSF）を使用して、地表面の γ線量率分布を調べました。
CFとDBFでリター層に存在する放射性Csの量の
経時変化を比較すると、事故後初期からCFの方がリ
ター層中の放射性Csの量が多く、さらに土壌への移
行速度も遅いことが分かりました（図1-28）。これは、
CFのリター量が多いこと、リターの分解速度がDBF
に比べて遅いこと、そして、CFでは葉に沈着した放射
性Csが落葉によってゆっくりと地表面に移行している
ためであると考えられます。地表面の γ線量率の空間分
布を測定した結果は、両方の森林ともに狭い範囲で大
きな空間変動があることを示しました（図1-29）。γ線
量率の分布はCFではリター層の放射性Csの分布と、
DBFではリター層と土壌層を合わせた全放射性Csの
分布と似た傾向を示しました。これらの結果より、森林
の種類によって地表面の放射性Csの分布や挙動が大き
く異なることが分かりました。リター層に残留している
放射性Csは土壌層の放射性Csよりも植物に利用され
やすい形で存在していることが知られています。放射性
Csがより早く土壌層に移行するDBFでは、森林内で
の放射性Csの循環も小さいと考えられます。

●参考文献
Koarashi,	J.,	Atarashi-Andoh,	M.	et	al.,	Forest	Type	Effects	on	the	Retention	of	Radiocesium	in	Organic	Layers	of	Forest	Ecosystems	
Affected	by	the	Fukushima	Nuclear	Accident,	Scientific	Reports,	vol.6,	2016,	p.38591-1-38591-11.
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図1-29　20 m × 20 m プロット内における森林地表面の線量率の分布 
図中の丸い円は木の位置を、その円の直径は木の胸高直径を表しています。沈着
した放射性 Cs の半分以上がリターに留まっている（a）CF の方が、80％近くの放
射性 Cs が下層土壌に移行していた（b）DBF よりも、地表面のγ線量率が高い値を
示しています。また、（a）と（b）はともにγ線量率の空間分布の不均一性が大きい
こと、その分布は木の位置やサイズとは無関係なことが分かりました。
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1-15 放射性セシウムの土壌深度方向への移動メカニズム
－収脱着速度が深度分布に与える影響に対する解析的検討－

図1-30　開発したモデル概念図
土壌中は、固相・液相・気相で形成されています。このうち、放
射性Csは液相の中を間隙水の流れや分散によって移動します。
液相と固相の間で、放射性 Cs は収着と脱着を繰り返します。
本モデルでは、固相に可逆的に収着するサイトと不可逆的に収
着するサイトがあると仮定し、それぞれのサイトへの収脱着がすぐ
平衡状態に至る（瞬時平衡）のではなく、時間遅れが発生する
と仮定しています。

放射性セシウム（Cs）は土壌に収着しやすい性質が
ありますが、数年から数十年のオーダーで考えると、緩
やかに土壌の深度方向に移動することが分かっていま
す。土壌中の放射性Csの移動や収脱着の特性は、空間
線量率の物理減衰以上の低下に寄与するほか、植物への
移行や、侵食・堆積など地表面での放射性Cs移動にも
影響を与えることから、放射性Csの深度方向への移行
に係る物理化学的現象の解明は非常に重要です。
放射性Csの実際の深度分布は、しばしば指数分布型
や、深いところまでテーリングする傾向を示します。し
かし、既存のモデルの多くは正規分布型となり、上記の
ような傾向を表現することができません。そこで私たち
は、粘土鉱物に収着したCsの観察結果や、土壌の脱着
試験、現地でのCs移動観測などの結果を踏まえ、この
原因が可逆的あるいは不可逆的な収脱着の時間遅れ（カ
イネティックス）にあると考え、それらを考慮した物理

化学モデルを開発しました（図1-30）。
このモデルを用いて一般的なパラメータを設定して
解析し、実測値と比較しました（図1-31）。既存のモデ
ル（簡易拡散モデル、DSFモデル）では、指数分布やテー
リング、緩やかな移動が表現できない一方、本モデルは
実測値と良く整合する結果を得ました。
また、開発したモデルを利用して、可逆・不可逆の
収脱着、収着速度や脱着速度の変化が放射性Csの深度
分布に与える影響を調査しました（図1-32）。その結果、
フォールアウト初期の指数分布型は収着の時間遅れが影
響していること、また、深いところまでテーリングが生
じるのは、収着速度より脱着速度が小さく、浅い箇所で
の脱着が時間とともに緩やかに進行していることに起因
していることが推察されました。今後、深度分布の経時
変化が空間線量率に与える影響を評価する予定です。

●参考文献
Kurikami,	H.	et	al.,	Coupling	the	Advection-Dispersion	Equation	with	Fully	Kinetic	Reversible/Irreversible	Sorption	Terms	to	Model	
Radiocesium	Soil	Profiles	in	Fukushima	Prefecture,	Journal	of	Environmental	Radioactivity,	vol.171,	2017,	p.99-109.

図1-32　パラメータスタディ
パラメータスタディにより、フォールアウト初期の指数分布型は
収着の時間遅れが影響していること、また、深いところまでのテー
リングは脱着の時間遅れが影響していることが分かりました。正
規化深度は、深度（m）を有効拡散深さ（m）で除したもの、正規
化 137Cs 濃度は、137Cs の単位体積あたり放射能（Bq m―3）を単
位面積あたり放射能（Bq m―2）で除し、有効拡散深さ（m）を乗じ
たものです。
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図1-31　解析結果と実測値の比較
本モデルでは、既存のモデルでは表現できなかったフォールアウ
ト初期の指数分布型や、深いところまでテーリングする傾向を表
現できました。図はフォールアウトから 9ヶ月後の深度分布です。
正規化 137Cs 濃度は、137Cs の単位体積あたり放射能（Bq m―3）
を単位面積あたり放射能（Bq m―2）で除したものです。

液相（間隙水） 固相（土壌・有機物）

放射性Cs濃度
（溶存成分）Cw（z,t）

放射性Cs濃度
（可逆収着成分）Csr（z,t）

放射性Cs濃度
（不可逆収着成分）Csi（z,t）

分散係数 De

ダルシー
流速 v

崩壊定数 λ

崩壊定数 λ

崩壊定数 λ

z： 土壌深度　t： 時間

分配係
数 Kr

収着速
度 krs

分配係数 Ki収着速度 kis

脱着速
度 krd

0.00

0.02

0.04

0.06

0.08

0.10

1.E-01 1.E+00 1.E+01 1.E+02 1.E+03

深
度
（m）

正規化 137Cs 濃度（Bq m-3 per Bq m-2）

実測値
本研究のモデル、R2 = 0.96
簡易拡散モデル、R2 = -0.03
DSFモデル、R2 = -0.94

0

5

10

15

20

25

1.E-03 1.E-02 1.E-01 1.E+00
正規化 137Cs 濃度

時間遅れ未考慮（既往の瞬時平衡モデル）
不可逆収着（時間遅れ）を考慮
可逆のみ考慮： 収着速度＞脱着速度
可逆・不可逆収着考慮： 収着速度＞脱着速度

正
規
化
深
度



26　原子力機構の研究開発成果　2017-18

1-16 河川敷における放射性セシウムの再堆積メカニズム
－気象、地形及び植生に依存した放射性セシウム分布の不均質性－

図1-33　河川敷における空間線量率（地表 1 cm 高さ）、土砂の堆積
状況及び土砂の放射性 Cs 濃度（小高川の河口から約 4.5 km 地点）
河川敷の空間線量率は、場所により異なり不均質な分布をしています。
また、放射性 Cs は泥質の土壌（①②⑤）に多く含まれ、砂や礫（③④）
で少ないことが分かります。

東京電力福島第一原子力発電所（1F）事故により環
境中に放出された放射性セシウム（Cs）は、福島県の
面積の約7割が森林であることから、その大部分が森
林に沈着したと考えられます。そのため、未除染の森林
から河川により放射性Csが運ばれて河川敷に堆積し、
空間線量率を上昇させる可能性があります。このような
河川による放射性Csの運搬と堆積状況を数値解析で予
測できれば、放射性Csの移動経路を取り除くあるいは
縮小することで、将来的な被ばく線量の低減につなげる
ことに役立ちます。こうした解析手法の確立には、現象
を調査により明らかにし、そのメカニズムを説明できる
概念モデルの構築が必要です。
そこで、河川敷の放射性Csの堆積状況を把握するた
め、1F近傍の5河川流域に130地点の調査ポイントを
設定し、断面形状の測量、植生調査、空間線量率測定、
土壌の堆積状況調査及び土壌の 137Csの濃度を分析しま
した。
調査の結果、放射性Csは粒径の小さな泥質の土壌で
濃度が高く、粒径の大きな砂や礫で濃度が低いこと、泥
質の土壌は流速が低下しやすい高水敷に堆積する一方、
砂や礫は相対的に流速が速い河道付近に堆積することな
どが明らかとなり、河川敷の放射性Csは不均質に分布

していることが分かりました（図1-33）。
この結果と福島県が観測している降雨量と河川の水
位データに基づいて、河川における放射性Csの運搬・堆
積メカニズムの概念モデルを構築しました（図1-34）。
（1）	平常時：放射性Csは移動せず分布も変化しない。
（2）	洪水時：台風などの大雨により、水位が高水敷を越
えて上昇する。高水敷の水深は浅く河床との摩擦で
流速が遅くなり、植物が群生している場合はさらに
流速が低下するため、粒径の小さな泥質の土壌が堆
積しやすくなる。粒径の大きな砂や礫は、流速が早
く水深の深い低水路付近に堆積する。

（3）	洪水後：水位と流速が低下し、河川水中に浮遊して
いた泥質の土壌は河川敷の広い範囲に堆積する。

（4）	中程度の増水時：砂や礫の上に堆積した泥質の土壌
が流出、または上流から運ばれてきた砂や礫が泥質
の土壌の上に堆積する。泥質の土壌の流出や再堆積
した砂や礫の遮へい効果で高水敷の空間線量率が相
対的に高くなる。

（5）	平常時の水位に戻る。
今後は、本研究で作成した概念モデルに基づいて、河
川敷での放射性Csの運搬・堆積メカニズムに係る解析
手法の確立を目指した調査研究を進めていきます。

図1-34　放射性 Cs の運搬・堆積メカニズムの概念モデル
福島県による降雨と河川水位のデータから、1 年に 1 回程
度、高水敷まで到達するような水位上昇が確認されていま
す。また、中程度の増水についても 1年に 10回程度発生し
ていることが分かっています。

●参考文献
Saegusa,	H.,	Ohyama,	T.	et	al.,	Deposition	of	Radiocesium	on	the	River	Flood	Plains	around	Fukushima,	Journal	of	Environmental	
Radioactivity,	vol.164,	2016,	p.36-46.
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1-17 台風や豪雨時の放射性セシウム流出量を予測する
－複数の流域を対象とした放射性セシウム流出量解析－

東京電力福島第一原子力発電所（1F）事故によって地
表に沈着した放射性セシウム（Cs）は、粘土鉱物を含む
土壌粒子に強く吸着する特性があり、今なお土壌表層に
その大部分が残っています。そのため、台風等の豪雨時
に放射性Csの一部が水・土砂とともに川や海へ流出す
ると考えられますが、その量や流出の特性が分かれば今後
の放射性Cs流出量の予測が可能になると考えられます。
そこで本研究では、土砂輸送を考慮した既存の水循
環流域解析モデルを拡張し、放射性Cs輸送を加えたモ
デルを構築しました。このモデルを用いて、多くの放射
性Csが沈着した1F近傍の5河川流域（図1-35）を対
象に、台風等の豪雨時における水・土砂・放射性Csの
流出挙動を把握するための数値解析を行いました。
数値解析では、河川流域ごとに、放射性Cs	の流出量
と流出比（各河川流域の初期沈着量に対する流出量の割
合）を求めました。流出量と流出比は、降水量とともに、
河川流域における初期沈着量、ダムの有無及び土地利用

に応じた土砂供給量の違いに依存して異なると考えられ
ます。そのため、それらを考慮した解析を行いました。
その結果、請戸川流域では、流域の初期沈着量が多
いために放射性Csの流出量は大きいものの、流出比は
小さくなる結果が得られました（図1-36）。上流からの
土砂をせき止める効果のあるダムの存在は、土壌粒子に
付着した放射性Csの下流への流出を抑制します。さら
に、森林は地表で水流が発生しにくいため、土砂の流出
量が少なくなります。これらのことから、森林が大部分
を占めるダム湖の上流域に多くの放射性Csが存在する
請戸川流域では、流出が抑制され、結果として流出比が
小さくなります。前田川流域ではダムが存在せず、土砂
の流出量が多い水田の分布域で沈着量が多いため、流出
比が大きいことが分かりました。
今後、本解析法の検証と改良を進め、より詳細なス
ケールの解析を行い、放射性Cs流出箇所の推測に役立
てていきます。

●参考文献
Sakuma,	K.	et	al.,	Characteristics	of	Radio-Cesium	Transport	and	Discharge	between	Different	Basins	near	to	the	Fukushima	Dai-Ichi	
Nuclear	Power	Plant	after	Heavy	Rainfall	Events,	Journal	of	Environmental	Radioactivity,	vols.169-170,	2017,	p.137-150.

図1-35　1F 近傍の 5 河川流域（小高川、請戸川、前田川、熊川、
富岡川）における 137Cs 沈着量の分布（第 2 次航空機モニタ
リングデータ、2011 年 5 月）
放射性 Cs の沈着量は流域ごとに異なります。河川流域によって
はダムが存在し、放射性 Cs を吸着した土砂の流出を抑制します。
主要なダムの有無です（小高川流域：無、請戸川流域：有、前
田川流域：無、熊川流域：有、富岡川流域：有）。図の黒太線は
流域の境界を示します。
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図1-36　台風等の豪雨時における 5 河川流域からの 137Cs の
（a）流出量と（b）流出比
放射性 Cs の流出量と流出比は、各流域の降水量や初期沈着量、
ダムの有無及び土地利用等に応じて異なります。
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1-18 身近な“塩”を使って土を生まれ変わらせる
－高輝度放射光が解き明かす土壌からのセシウム除去メカニズム－

図1-37　高輝度放射光により測定した、室温から加熱した
場合のセシウム吸収端 X 線吸収スペクトル

（a）混合塩を添加しない場合、室温～ 700 ℃～室温の一連処
理において形状に違いは見られません。（b）一方、混合塩を添
加した場合、加熱前後で異なるスペクトル形状になりました。
これは混合塩を添加して加熱することで Cs 周辺の構造が大き
く変化したことを意味します。

東京電力福島第一原子力発電所（1F）事故により大量
の放射性物質が飛散した結果、大量の汚染土壌が発生し、
今後その管理・処理に膨大な費用がかかる可能性が指摘
されています。また適切な方法による最終処分が必要不
可欠であるため、事故後6年が経過した現在も、汚染
土壌の大幅な減容化を含めた処理方法の検討が各所で進
められています。1F事故によって放出された放射性セ
シウム（Cs）は、汚染土壌中の粘土鉱物に多く収着して
いると見られますが、特に風化黒雲母（WB）が非常に重
要であることが明らかになっています。私たちは、粘土
鉱物からCsが取り除かれるメカニズムの解明や効果的
な除去法の開発を進めることにより、これらの問題解決
を目指しています。これまでの熱処理法では、1000	℃
以上の加熱が必要でした。この加熱温度を下げることで、
処理コストを削減できる可能性があります。そこで私た
ちは、反応促進剤の添加による融点降下現象を利用して、
より低い溶融反応温度の実現を目指しました。本研究で
は、高輝度放射光を用いたその場観察により、土壌から
Csが取り除かれるメカニズムを調べました。
実験では、福島のWBをモデル土壌として用いました。
このWBは阿武隈高地の花崗岩に由来していて、福島
では広く存在する粘土鉱物です。他の粘土鉱物に比べ
てCsを強く収着するという性質があります。そのため、
Csを効果的に取り除く反応促進剤として混合塩（NaCl-
CaCl2）を加えて実験を行いました。混合塩がWBに及
ぼす影響を調べるため、200～ 700	℃の加熱温度でそ
の場X線吸収分光測定を行い、混合塩添加の有無によ

るスペクトルの違いを比較検討しました。混合塩を添加
しない場合、加熱前後で違いが生じなかったのに対して、
添加した場合には、加熱中から室温に戻る過程において
違いが生じることが分かりました（図1-37）。
この結果は、塩添加した場合の加熱処理によりCs周
りの構造が変化することを示します。そこで、詳しい構
造をさらに調べるために、フーリエ変換から得られる動
径構造関数の結果を比較検討しました。その結果、最初
は酸素原子と結合しているCs（Cs-O結合）は、加熱
過程で部分的に塩素との結合（Cs-Cl 結合）が新しく
形成され、冷却によって粘土鉱物中のCsが塩化物相に
取り込まれることが分かりました（図1-38）。
Csが塩化物相に取り込まれているのであれば、加熱
後の試料を水洗することによってCsが効果的に除去さ
れるのではないかと予想されます。そこで、加熱後の
試料を複数回水洗いした後に、蛍光Ｘ線分析による定
量解析を行いました。その結果、混合塩添加を施して
700	℃加熱するとCsは 100%除去されることが分かり
ました（図1-39）。
本研究は、JAEAプロジェクト「粘土鉱物Cs吸脱
着機構」やSPring-8	BL11XUにおいて、課題番号
2015B-3504、日本学術振興会科学研究費補助金基盤研
究（A）（No.16H02437）「福島汚染土壌の減容化と再
利用に向けたセシウムフリー鉱化法の開発」及び基盤研
究（C）（No.16K06965）「溶融塩処理法を用いた汚染
土壌からのセシウム脱離とその構造解析」の補助により
得られた成果です。

図1-38　風化黒雲母から Cs が取り除かれる様子
高輝度放射光によりCs 周りの構造を知ることができます。最初
に酸素と結合していた Cs は、混合塩を添加して加熱すること
で塩素と結びつく様子が分かります。

●参考文献
Honda,	M.	et	al.,	Mechanism	of	Cs	Removal	from	Fukushima	Weathered	Biotite	by	Heat	Treatment	with	a	NaCl-CaCl2	Mixed	Salt,	ACS	
Omega,	vol.2,	no.2,	2017,	p.721-727.
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図1-39　混合塩添加により加
熱処理を行った後に粘土鉱物
中に含まれる Cs の残量
700 ℃加熱では、Csが100%除
去されていることが分かります。
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1-19 粘土鉱物粒子の原子構造を計算科学の力で見る
－粘土鉱物の高いセシウム吸着能の解明に向けて－

東京電力福島第一原子力発電所事故によって、多量
の放射性物質が環境中に放出されました。中でも放射性
セシウム（Cs）は表層土壌に強く吸着し、さらに半減期
が長いために、住民避難の主な原因となっています。こ
れまで大規模除染が続けられており、放射能及び空間線
量率の低減に成功しています。しかし、除染で生じた膨
大な除去土壌の減容処理の方法や安全な保管方法等が問
題となっており、経済的かつ効率的な除去土壌の減容・
保管に向けて、研究開発が続けられています。
土壌中のCsは、主に粘土鉱物に吸着・固定されるこ
とが知られています。もし、粘土鉱物からCsを分離で
きれば、除去土壌の減容が可能ですが、まだ効率的な分
離手法はありません。これまでの研究によって、雨に溶
けた陽イオンとして地表に落ちた放射性Csは、粒径の
大きな無機物や有機物を経て、吸着力の強い粘土鉱物に
集まり、その内部に取り込まれて固定されると考えられ
ています。しかし、原子レベルの吸着・固定プロセスの
詳細は今も不明です。これらの理解が進めば、効果的な
減容処理の方法が開発できると期待されます。
これまでの研究によって、Csは粘土鉱物のエッジ部

分（図1-40）に吸着しやすいと考えられていますが、
観測が難しいため、エッジ部分における原子の配置や結
合状態などは謎に包まれています。特に、なぜ電気的に
中性な水分子がエッジに安定に配位するのか、その理由
は不明なままでした。この水分子の脱離が放射性Csの
吸着に強く関わっていると予想されることから、私たち
は、スーパーコンピュータ上で比較的単純な構造を持つ
粘土鉱物（パイロフィライト）のモデルを構築し、高精
度な原子レベル物質構造シミュレーション手法である密
度汎関数法を用いてその結合様態を調べました。
その結果、エッジ部分のヒドロキシル基とアルミニ
ウム（Al）が電子を共有して結合するのとは異なり、水
分子は水素結合のネットワークを構築することによって
エッジ部分に結合することを突き止めました（図1-41）。
エッジにおけるCs吸着は、この水分子の脱離と強く関
係すると予想されるため、今後は、Csイオン（Cs+）がエッ
ジに近づいた際の水分子やCs+の挙動を明らかにし、
粘土鉱物におけるCs吸着様態を解明することによって、
最終的には除去土壌の減容化に貢献すべく研究開発を進
めていきます。

●参考文献
Okumura,	M.	et	al.,	Origin	of	6-Fold	Coordinated	Aluminum	at	(010)-Type	Pyrophyllite	Edges,	AIP	Advances,	vol.7,	issue	5,	2017,	
p.055211-1-055211-9.

図1-41　粘土鉱物エッジにおける水分子とヒドロキシル基の結合様態の違い
パイロフィライトのエッジにおいて、ヒドロキシル基はエッジの Al と電子を共有する結合であることが知られていました（左図）。本研究
によって、水分子は水素結合ネットワークの構築によってエッジに結合していることが分かりました（右図）。
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図1-40　土壌中粘土鉱物のエッジ
中央図は粘土鉱物の一種であるパイロフィライトのエッジ構造の一つのモデルを示しています。粘土鉱物の表面は、平坦な構造を持つ

「基盤平面」と複雑な構造を持つ「エッジ」に分けられます。
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1-20 原木栽培しいたけへのセシウム蓄積を防ぐ
－鉱物を使って放射性セシウムの吸収を低減－

図1-42　しいたけを栽培した後の原木中 Cs 分布
上の写真は3ヶ所におが屑種菌を植えた原木の写真です。
黄色い丸はしいたけの子実体を採取した部分、白い丸は
種菌からしいたけが成長しなかった部分です。下は原木
の切片の Cs 分布を放射線の二次元分布計測器で測定し
ました。Cs の集まっているところが濃く示されます。

福島県は原木しいたけ栽培が盛んに行われ、日本中に
原木を供給する原木産地でもありました。しかし、東京
電力福島第一原子力発電所事故により、原木産地が広範
囲に放射性核種（主にセシウム-137とセシウム-134、
以下Cs）で汚染したため、福島では原木しいたけが出
荷制限され、原木の生産ができなくなりました。しいた
けなどのきのこ類がCsを吸収し蓄積することは知られ
ていましたが、Csの吸収を防ぐ方法は全く検討されて
いませんでした。
本研究では、原木しいたけ栽培におけるしいたけへの
Cs蓄積を防ぐ方法を検討するため、まず、実際にCsで
汚染した原木におが屑種菌（おが屑にしいたけの菌糸を
混ぜた種菌）を植えて栽培し、しいたけによるCsの吸
収を調べました。しいたけに吸収されたCsは、しいた
けの子実体（傘と柄）における平均値として1	kgあたり
約160 Bqでした。これは、栽培に用いた原木のCs濃
度、1 kgあたり約160 Bqとほぼ同じ値でした。次に、
Csを吸着する能力が高いバーミキュライトという鉱物
の粉末をおが屑の重量に対して5％または10％となる
ように加えたおが屑種菌を原木に植えてしいたけを栽培

しました。すると、しいたけの子実体に蓄積したCsの
濃度は、バーミキュライトが5％のときは原木のCs濃
度の約80％、バーミキュライトが10％のときは原木の
Cs濃度の約60％に減少しました。バーミキュライトの
代わりにゼオライトという鉱物を用いた場合にも同等ま
たはそれ以上に減少しました。このことから、バーミキュ
ライトとゼオライトがしいたけ子実体へのCs吸収を減
らしたと考えられます。バーミキュライトを加えたおが
屑種菌を用いて栽培したしいたけを採取した後で原木中
のCs分布を測定したところ、おが屑種菌の部分にCs
が集まっていることが分かりました（図1-42黄色い丸）。
おが屑種菌からしいたけの子実体が成長しなかった部分
にはCsが集まらなかったので（図1-42白い丸）、原木
に含まれる水分をしいたけが吸収するときに、水に溶け
ていたCsも水と一緒に原木中を移動し、しいたけに吸
収される前に一部のCsが鉱物に吸着したと考えられま
す（図1-43）。
これらの結果から、鉱物の種類と混合率を調整する
ことによって、しいたけへのCs蓄積を大幅に減らすこ
とができる可能性があると考えられます。

図1-43　原木しいたけ栽培における Cs の挙動
左のしいたけは原木から Cs を吸収し蓄積します。中央はバー
ミキュライト等の鉱物を原木に埋め込んでも Cs は鉱物に集ま
りません。右は鉱物を含むおが屑種菌からしいたけが成長する
と、鉱物が Cs を吸着するため、しいたけへの Cs の蓄積が減
少します。

●参考文献
Ohnuki,	T.,	Kozai,	N.	et	al.,	Direct	Accumulation	Pathway	of	Radioactive	Cesium	to	Fruit-Bodies	of	Edible	Mushroom	from	Contaminated	
Wood	Logs,	Scientific	Reports,	vol.6,	2016,	p.29866-1-29866-6.
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安全研究

安全性の継続的改善を実現するために

２２２２２２２２２２２２２

図2-1　安全研究センターにおける安全研究の取組み
1F 事故の教訓を踏まえ、多様な原子力施設の安全評価（主に設計基
準事象内）に加え、シビアアクシデント（SA）の防止や評価、環境
影響等に関する研究に取り組んでいます。

安全研究センターでは、原子力安全の評価等に係る
原子力安全規制行政への技術的支援並びに解析や試験、
計測技術等に係る長期的視点からの先導的・先進的な安
全研究に取り組み、安全基準の整備等、「合理的に達成
できる安全の最高水準を目指した継続的改善の追求」に
貢献して参ります。
特に、図2-1に示すように、東京電力福島第一原子
力発電所（1F）事故の反省を踏まえ、設計基準事象への
対応を中心とした1F事故以前の研究スタイルを見直し
ました。原子力施設等のリスクを低減するため、シビ
アアクシデント（SA）の発生防止と影響緩和に係る研究、
緊急事態への準備と対応に向けた研究、1F事故に係る
放射線影響及び放射性廃棄物管理並びに燃料デブリの臨
界安全管理の研究を重点的に進めています。
SA研究においては、SA時の現象解明や効果的な事
故拡大防止策の整備を目指しています。そのため、図2-2
に示すように、大型格納容器試験装置CIGMAによ
る、格納容器損傷の要因となる高温の気相挙動や水素ガ
ス等の混合ガスの熱流動挙動等に着目した試験を実施
しています。また、SA評価手法の高度化の観点から、
OECD/NEA国際共同プロジェクトの1F事故に関する
ベンチマーク解析で得た知見を基に、SA解析コードに
よる解析精度の向上を目指しています。

さらに、1F事故の周辺環境における放射性物質の分
布調査を行うため、有人のヘリコプターを用いた航空機
モニタリング技術の開発を進めています。防災基本計画
に従った緊急時対応技術として、川内原子力発電所周辺
におけるバックグラウンドモニタリングを実施しています。
本章では、最近の研究成果から、原子力発電所事故時
の浮力流れを考慮した数値流体力学コードによる温度解
析におけるメッシュ形状の影響（トピックス2-1）、SA時格
納容器内溶融炉心の冷却性に係る既往試験で観察された
現象に対するSA解析コードの予測性能（トピックス2-2）、
高照射ステンレス鋼における局所変形組織とひずみ分布
（トピックス2-3）、高レベル放射性廃棄物地層処分時ア
ルカリ性環境における粘土系緩衝材主成分の変質速度
（トピックス2-4）、派生断層の成長が地層処分システム
周辺の地下水の流動に及ぼす影響（トピックス2-5）、
α線計測と質量分析による単一U/Pu混合微粒子中のプ
ルトニウム同位体比の分析手法（トピックス2-6）に関
する成果を紹介します。
なお、当センターが取り組んできた1F事故対応につ
いて、生活パターンを考慮した実測値に基づく住民の被
ばく線量の推定（第１章トピックス1-13）に関する成
果を記載しています。

図2-2　大型格納容器試験装置 CIGMA の概要
事故時の高温高圧の蒸気や水素の挙動並びに種々の事故
拡大防止策を模擬できるように設計されています。
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2-1 原子力発電所事故時の水素ガス挙動を評価する
－浮力流れの数値流体力学解析に対するメッシュ形状の影響－

図2-3　メッシュの模式図
計算対象の領域を図に示すような四角形（左図）
若しくは三角形（右図）のセルで分割して解析
を行います。

原子力発電所の事故時には、高温に発熱した燃料棒
被覆管と水との化学反応により水素が発生し、この水素
が格納容器や原子炉建屋へ漏えいすることで、空気中の
酸素と反応し爆発する可能性があります。このため原子
炉の安全性を確保する上では事故時の水素ガス挙動を正
確に評価することは重要な課題です。
格納容器や原子炉建屋は非常に大きな体積を有して
おり、その内部は多次元的な流れになるため、数値流体
力学（CFD）による詳細な解析が必要です。また水素
は非常に軽いため、その挙動を評価するためには浮力の
影響を考慮する必要があります。一般にCFDコードに
よる解析では、対象とする空間を細かい四角形若しくは
三角形のメッシュと呼ばれる計算領域で区切り、計算を
行います。計算対象が格納容器のような複雑形状の場合、
三角形メッシュの適用が容易で多用されますが、既往研
究により、浮力流れでは三角形メッシュによる解析結果
の精度が低いことが指摘されていました。そこで本研究
では、三角形メッシュの浮力流れの解析への適用につい
て検討を行いました。
二次元領域内に低温流体を満たし、領域下部から高
温流体を注入し、温度差により浮力流れを模擬した計
算体系に対して、図2-3に示す四角形と三角形のメッ

シュを適用しました。解析には汎用CFDコードである
OpenFOAMを用いました。
図2-4（a）はOpenFOAMに実装されているソルバ（以
下既存ソルバ）による四角形メッシュを用いた温度の解
析結果です。より細かいメッシュで解析した結果と同様、
対称的な分布になっており、妥当な結果と判断できます。
図2-4（b）は三角形メッシュを用いた結果を示しており、
非対称分布となっています。差が生じた原因として、三
角形メッシュは隣接セル間の非直交性が大きく、浮力に
関する勾配項の計算精度が低いことが考えられます。こ
れに対して、非直交補正（セル間の非直交性の影響を緩
和する補正）を適用した結果が図2-4（c）であり、対称
的な分布が得られました。図2-4（d）は、既存ソルバに
対して浮力項への非直交性の影響を緩和する定式化を用
いて、原子力機構で改良したソルバを用い、	補正を適用
した結果です。改良したソルバでもメッシュの非直交性
の影響を緩和できており、改良ソルバは既存ソルバより
も高速な計算が可能となりました。以上より三角形メッ
シュを用いて、浮力流れを精度良く解析するための条件
を示し、高速解析が可能となりました。今後は、本手法
を応用して格納容器等の複雑形状内のCFD解析を実施
する予定です。

図2-4　OpenFOAM による解析結果
（a）は四角形メッシュの解析結果を、（b）は三角形メッシュの解析結果を示します。三角形メッシュに非直交補正を適用
することで、四角形メッシュの結果と同様対称的な分布が得られました（c）。また、原子力機構で開発した改良ソルバを
使用することで、既存ソルバよりも高速な計算が可能となりました（d）。

●参考文献
Ishigaki,	M.	et	al.,	Influence	of	Mesh	Non-Orthogonality	on	Numerical	Simulation	of	Buoyant	Jet	Flows,	Nuclear	Engineering	and	Design,	
vol.314,	2017,	p.326-337.
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2-2 原子炉格納容器内における溶融炉心デブリ生成を評価する
－シビアアクシデント時の溶融炉心冷却性評価に向けて－

図2-5　SA 時に水中に落下する溶融物の挙動
溶融物が水中に落下すると、水との相互作用により一部が粒子
化します。粒子が固化した「粒子状デブリ」、固化する前に近
傍の粒子と結合した「塊状デブリ」及び粒子化せず床面で広がっ
た「連続層状デブリ」が形成され、各デブリの形状の違いから
冷却性が異なります。

シビアアクシデント（SA）時に原子炉圧力容器が破
損すると、高温の溶融炉心が格納容器内へ落下し、溶
融炉心／コンクリート相互作用（MCCI）による床の浸
食で格納容器の健全性が損なわれる可能性があります。
MCCIを防止・緩和するため、日本では圧力容器が破
損する前に格納容器に注水する対策が講じられます。溶
融炉心が水中に落下すると、冷却性の異なる3種類の
デブリが生じ、また床面で広がることで水との接触面積
が増大します（図2-5）。よって、冷却性評価において
は各デブリの生成割合と広がり面積が重要です。これら
は溶融炉心の温度、水深、水温といった条件に依存する
ため、私たちは様々な条件の影響を考慮できる解析手法
の整備を進めており、最終的には各条件の確率分布を考
慮することで溶融炉心の冷却性やMCCI防止対策の有
効性を確率論的に評価することを目指しています。
本研究では、各デブリの生成割合と広がり面積を
計算するため、溶融炉心／冷却水相互作用解析コード
JASMINEを改良しました。
まず、溶融物の水中落下時の粒子化の計算において
実験で得られた粒径分布を再現できる機能を加えまし
た。冷えにくい大きな粒子の一部は固化せず床面に到達

し、他の粒子と結合して塊状デブリを形成します。ス
ウェーデン王立工科大学（KTH）による溶融物落下実験
DEFOR-Aでは水深と塊状デブリ生成割合の関係が得
られました。この実験を改良コードで解析した結果、液
相粒子の割合に着目することが塊状デブリ生成割合を推
定する上で有効であることを確認しました（図2-6）。
次に、床面における溶融物の広がりについて流体力学
的な広がり挙動モデルと表面固化層（クラスト）形成モデ
ルを導入しました。KTHで実施された水中床面広がり
実験PULiMSの解析に改良コードを適用したところ、
実験と同様に溶融物の広がりが停止し、固化物の内部に
3層構造が形成されることを確認しました（図2-7）。
溶融物広がり面積の再現性向上など、課題は残されて
いますが、実機におけるMCCI防止対策の有効性評価
に向けた手法の整備を着実に進めました。今後は溶融物
から水への伝熱モデルの改良や塊状デブリ生成モデルの
開発等を行う予定です。本研究は、原子力規制委員会原
子力規制庁からの受託研究「平成27年度原子力施設等
防災対策等委託費（シビアアクシデント時格納容器内溶
融炉心冷却性評価技術高度化）事業」の成果の一部です。

図2-7　溶融物の床面での広がりの評価
実験で観察された溶融物の上部と底部にクラストが生成さ
れ、やがて広がりが停止する挙動を JASMINE コードによる
解析で再現しました。

●参考文献
Matsumoto,	T.	et	al.,	Improvement	of	Ex-Vessel	Molten	Core	Behavior	Models	for	the	JASMINE	Code,	Proceedings	of	10th	Korea-Japan	
Symposium	on	Nuclear	Thermal	Hydraulics	and	Safety	(NTHAS10),	Kyoto,	Japan,	2016,	paper	N10P1143,	9p.,	in	USB	Flash	Drive.
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図2-6　塊状デブリ生成割合の評価
実験で測定された塊状デブリ割合と JASMINE コードによる
解析で得た液相粒子の割合が明らかな相関を持つことを確認
しました。
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2-3 軽水炉炉内構造物の亀裂進展評価の精緻化に向けて
－高照射ステンレス鋼における局所変形組織とひずみの分析－

図2-8　BWR 炉心シュラウドにおける照射誘起
応力腐食割れ（IASCC）
ステンレス鋼製の炉心シュラウドは、溶接残留応
力が存在する状態で炉内の高温水中で長期間使
用されると、結晶粒界を亀裂が進んでいく SCC
が起こることがあります。炉心では燃料からの放
射線にさらされることによってSCC が促進され、
IASCC が起こる可能性があります。

沸騰水型軽水炉（BWR）の炉心シュラウドは、燃料集
合体を囲う円筒状の炉内構造物であり、通常運転時にお
いて確実に燃料を支持するとともに、冷却水の流路を確
保する機能を担っています。ステンレス鋼を溶接でつな
ぎ合わせた構造の炉心シュラウドは、溶接残留応力が存
在する状態で炉内の高温水中で長期間使用されると、結
晶粒界を亀裂が進んでいく応力腐食割れ（SCC）が起こ
ることがあります。さらに、炉心シュラウドは燃料から
発生する中性子やγ線などの放射線にさらされるため、
材料への中性子照射量が高くなるとSCCが促進され照
射誘起応力腐食割れ（IASCC）が起こる可能性がありま
す（図2-8）。このように炉内構造物に対する IASCCに
は、材料、環境、応力、照射といった要因が複合的に関
与しているため、個々の要因に関する試験データから得
られた知見に基づくメカニズムの解明が必要となります。
私たちは、IASCCのメカニズム解明の一環として、
亀裂の先端で起こっている現象を把握するため、照射及
び応力を受けたときの材料特性の変化に着目し、中性子
照射されたステンレス鋼への荷重負荷に伴って生じる塑
性変形を調べる試験を実施しました。試験では、60年
運転したBWR炉内構造物の最大照射量付近まで中性子
照射されたステンレス鋼から製作した小型の引張試験片
に荷重を負荷し、亀裂先端部での変形状態を想定して約
2%塑性変形させた後、走査型電子顕微鏡を用いて表面
の変形組織の観察を行いました。また、塑性ひずみ量に

相当する結晶方位の変化である局所方位差（KAM）を測
定し、局所的なひずみの蓄積を定量的に評価しました。そ
の結果、図2-9（a）に示すように、変形によって試験片に
は直線状の表面ステップが現れました。また、図2-9（b）
に示すKAMの分布と結晶粒の関係を詳細に解析した結
果、特に結晶粒界において、中性子照射量の増大に伴っ
てKAMが大きくなる傾向を確認しました。以上の結果
は、変形によって高いひずみが結晶粒界に蓄積し、高照
射量の条件ほど顕著となることを示しています。
それぞれの試験片から、KAMが大きい結晶粒界近傍
を選定し、透過型電子顕微鏡を用いて表面ステップ下の
微細組織の断面観察を行いました。その結果、低照射量
の結晶粒内には未照射の材料と同様に変形の際に導入さ
れた転位網組織が観察されましたが、高照射量では転位
チャンネルと呼ばれる局在化した変形組織が認められ
ました（図2-9（c））。このことから、高照射量では転位
チャンネルによる局所的な変形によってより顕著な表面
ステップを形成し、その表面ステップと交差する結晶粒
界にひずみが蓄積する原因となっていることが分かりま
した。本研究で得られた知見は、より精緻な亀裂進展評
価に役立てて行く予定です。
本研究は、原子力規制委員会原子力規制庁からの受託
事業「平成25～ 26年度軽水炉燃材料詳細健全性調査」
の成果の一部です。

図2-9　塑性変形後の照射ステンレス鋼表面の変形組織とひずみ分布
（a）引張荷重を負荷して塑性変形させた後の試験片には、直線状の表面ステップ（矢
印部分）が形成しています。（b）高照射量ほど結晶粒界での KAM が大きく、顕著な
ひずみ蓄積が示唆されます。（c）表面ステップ下の微細組織は、低照射量では転位
網組織であるのに対して、高照射量では転位チャンネルであることが分かりました。

●参考文献
Chimi,	Y.	et	al.,	Correlation	between	Locally	Deformed	Structure	and	Oxide	Film	Properties	in	Austenitic	Stainless	Steel	Irradiated	
with	Neutrons,	Journal	of	Nuclear	Materials,	vol.475,	2016,	p.71-80.
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2-4 地層処分場の緩衝材が劣化する速さを理解する
－アルカリ性環境における圧縮モンモリロナイトの変質速度－

図2-10　高レベル放射性廃棄物地層処分システムの概念図
ガラス固化体は、オーバーパックに密封され、その周辺を緩衝
材（ベントナイト）で覆われた状態で深地層中に埋設されます。
また、高アルカリ成分を溶出するセメントが、処分坑道の落盤
を防ぐ支保工などに使用される可能性があります。

高レベル放射性廃棄物の地層処分では、ガラス固化
体を収納した鉄製容器（オーバーパック）の周囲をしめ
固めた粘土系緩衝材（圧縮ベントナイト）で覆い、深地
層中に埋設します（図2-10）。圧縮ベントナイトには、
物理的緩衝機能のほかに、低透水性及び吸着性により地
下水中に溶けた放射性核種の処分場外への漏出を抑制す
る機能が期待されています。圧縮ベントナイトの特性は、
主成分のモンモリロナイトの含有量に依存するとされ、
この機能を長期にわたり期待するためには、処分場で使
用されるセメントから溶出するアルカリ成分によりモン
モリロナイトが他の鉱物に変質する挙動を定量的に評価
する必要があります。
私たちの従来研究では、圧縮ベントナイトのアルカ
リ変質試験を実施し、モンモリロナイト変質速度を定式
化しました。しかしながら、その試験では、モンモリロ
ナイト以外の共存鉱物の変質に伴う圧縮ベントナイト内
部のOH−濃度の低下が、モンモリロナイトの変質挙動
にどの程度の影響を及ぼすのかについては把握できてい
ませんでした。
そこで本研究では、不純物をほとんど含まない圧縮
モンモリロナイトの変質試験を50～130	℃で実施し、結
果を定式化して従来の式と比較することで、圧縮ベント
ナイト中のモンモリロナイトの変質挙動へ及ぼす共存鉱
物の影響を考察するとともに、当該影響を排除した圧縮

モンモリロナイトの変質速度式を導出することとしました。
本研究により得られた圧縮モンモリロナイトの変質
速度（RA）をOH

−活量（aOH-）と温度で整理し（図2-11）、
以下のように定式化することができました。

RA=30000・（aOH-）1.3・exp（−55000/RT）（kg	m-3	s-1）

ここでRは気体定数、Tは絶対温度です。圧縮モン
モリロナイトの変質速度は、従来研究で評価された圧縮
ベントナイト中のモンモリロナイト変質速度よりも速いこ
とが分かりました。これは、圧縮ベントナイト内のOH−

濃度は共存鉱物との反応によって低下していたことを示
しており、従来の変質速度式（RA=3500・（aOH-）1.4・exp
（− 51000/RT））では内部のOH−濃度を過大評価して
いたこと、すなわち変質速度を過小評価していたことが
明らかとなりました。
本研究で得られた変質速度式を開発中の地球化学解
析コードに導入し、OH−濃度の低下を伴う共存鉱物の
変質とモンモリロナイトの変質を同時に評価することが
可能となりました。
本研究の一部は、経済産業省原子力安全・保安院（現

原子力規制委員会原子力規制庁）からの受託研究「平成
20年度放射性廃棄物処分の長期的評価手法の調査」と
して実施しました。

図2-11　高アルカリ性溶液に対するモンモリロナイトの変質速度
圧縮モンモリロナイトの変質速度は、従来研究で評価された圧
縮ベントナイト中のモンモリロナイト変質速度よりも速くなり
ました。これは、圧縮ベントナイト内の OH－濃度は共存鉱物と
の反応によって低下しており、従来の変質速度式ではモンモリ
ロナイトの変質速度を過小評価していたことを示しています。

●参考文献
Sawaguchi	T.	et	al.,	Effects	of	OH−	Activity	and	Temperature	on	the	Dissolution	Rate	of	Compacted	Montmorillonite	under	Highly	
Alkaline	Conditions,	Clay	Minerals,	vol.51,	no.2,	2016,	p.267-278	[Erratum:	vol.51,	no.5,	2016,	p.815].
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2-5 地震活動が地層処分に及ぼす影響を評価
－派生断層の成長が地層処分システム周辺の地下水流動に与える影響評価－

長寿命核種を含む高レベル放射性廃棄物の地層処分
では、処分後数十万年先まで安全性を評価する必要があ
り、その間に処分施設に著しい影響を与え得る地質・気
候関連事象は立地選定時に回避することが求められてい
ます。しかし数十万年先の将来予測の困難さから、事前
に回避しきれない事象の存在が指摘されています。例え
ば地震活動に関しては活断層を回避することとなってい
ますが、地下深部における活断層からの分岐断層や、そ
の共役系として分岐断層と逆向きの傾斜で形成される
バックスラストは予測や検出が困難なため事前に回避で
きない可能性が指摘されています。そこで、派生断層（分
岐断層及びバックスラスト）の成長に対する影響手法の
整備及び処分施設周辺の地下水流動への影響評価を行い
ました。
派生断層のモデル化のために国内の派生断層事例を
調査し、派生断層の成長角度及び１回の地震活動あたり
の成長量を設定しました。これに基づき仮想的な堆積岩
サイトにおいて派生断層の成長を仮定した水理・地質構
造モデルを作成し（図2-12）、断層の成長を考慮した非
定常二次元地下水流動解析を行いました。さらに派生断
層との交差位置に仮定した幅1	kmの処分坑道（断層に

対し上流・中央・下流の三つの領域に区分）に対し粒子
追跡線解析（始点各200点）を行い、粒子放出時刻を
変えて処分坑道から放出された粒子の移行経路及び移行
時間を求めました。その結果から、派生断層成長に伴う
天然バリアへの重要な影響として「核種移行経路の変化」
と「平均流速の変化」の二つが分かりました。
処分坑道中央及び上流部からの移行経路については、
分岐断層の成長に伴い断層に沿って上昇する経路に変化
しました（図2-13）。また処分坑道から放出された粒子が
地表に到達するまでの平均流速については、分岐断層の
成長に伴い坑道中央で最大2桁、上流部で最大1桁程
度増加しました（図2-14）。これは断層成長に伴い核種の
地表への移行時間が短縮する可能性を示唆しています。
さらに、バックスラストについては断層に沿った下
向きの地下水流速がバックスラストの成長に伴い1桁
程度増加することも分かりました。これは断層成長に伴
い地表付近の酸化性地下水の流入が起こり、各バリア材
の安全機能に影響を及ぼす可能性を示唆しています。
本研究は、原子力規制委員会原子力規制庁からの受
託研究「平成26年度地層処分の安全審査に向けた評価
手法の整備」の成果の一部です。

図2-13　分岐断層と交差する処分坑道（深度 300 m）からの
移行経路
分岐断層の成長によって、処分坑道中央（━ 線）及び上流部（━ 
線）からの移行経路は断層に沿って上昇する経路に変化しました。

●参考文献
高井静霞ほか，派生断層の成長による地層処分システム周辺の地下水流動への影響評価，日本原子力学会和文論文誌，vol.16,	no.1,	
2017,	p.34-48.

図2-14　処分坑道から地表到達までの平均流速（断層成長
量：鉛直方向に 500 m ／１回の地震活動の場合）
分岐断層の成長に伴い、処分坑道から地表到達までの平均
流速は最大 2 桁増加しました。

図2-12　派生断層（分岐断層及びバックスラスト）の成長を仮定した水理・地質構造モデル
処分施設閉鎖時（0 年）に処分施設より深い地下に分岐断層が伏在し（　　線）、その後の地震活動に
伴い成長した分岐断層及びバックスラスト（　　線）が将来処分坑道を直撃する場合を想定しました。
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2-6 単一 U/Pu 混合微粒子中プルトニウム同位体比データの取得
－核不拡散のためのα線計測と質量分析による新たなアプローチ－

プルトニウム（Pu）は、原子炉でウラン（U）燃料
を燃焼させた際に、Uが中性子を吸収することにより
生成します。このPuは、燃焼後の使用済燃料から抽出・
精製され、Uと混合したU/Pu混合酸化物として、再
び燃料として用いられます。このように、Puは核燃料
サイクルにとって重要な物質であるとともに、一方では
核兵器の原料にもなり得るため、核不拡散の上でも鍵と
なる物質です。私たちは国際原子力機関と協力し、世界
各国の原子力関連施設でサンプリングされた環境試料に
ついて、その中に含まれる微粒子中のUやPuなどの
同位体組成を明らかにし、軍事目的に利用できるような
組成を有していないかを調べています。
Pu には同位体として 238Pu、239Pu、240Pu、241Pu、	

242Puなどがあります。一方、Uには同位体として 234U、
235U、236U、238Uなどがあります。ここで、238Puと 238U
はほぼ同じ質量数ですので、同位体組成分析に用いられ
る質量分析ではその区別はほぼ不可能であり、これまで
単一U/Pu混合微粒子中の 238Puを含めたPu同位体組
成を調べることは困難でした。私たちは今回、238Pu分
析に対する質量分析の欠点を補うべく、α線計測を組み
合わせた新たな分析技術の開発に成功しました。
開発した分析方法の概要を図2-15に示しました。単
一のU/Pu混合微粒子を電子顕微鏡観察下で微細なガ

ラス棒を用いて取り出し、酸により溶解します。次に、
固相抽出分離により溶液中のPuをUから分離しPu溶
液を得ます。その後、この溶液を分取し、誘導結合プ
ラズマ質量分析及び α線計測により 240Pu/239Pu 及び
238Pu/（239Pu+240Pu）比を測定します。これらの比から
238Pu/239Puの比が計算により求められます。
図2-16には、代表例としてU/Pu混合微粒子（U/Pu = 5）
から分離したPuのα線スペクトルを示しました。この
結果、ピークの重なりのない良好なスペクトルが得ら
れ、238Pu/（239Pu+240Pu）比を求めることができました。
一方、質量分析においても、240Pu/239Pu、241Pu/239Pu、
242Pu/239Pu 比を精度良く測定することができました。
これら実測値から、U/Pu比の異なるU/Pu混合微粒子
（U/Pu	=	0、1、5、10）各2個について 238Pu/239Pu比
を求めた結果を図2-17中の●で示します。この実験で
は、Pu同位体組成の計算値があらかじめ明らかな微粒
子を用いて測定を実施しましたが、全ての微粒子でその
計算値（図2-17中の ---）と良く一致した分析結果が
得られ、本法の有効性を確認することができました。
本研究は、原子力規制委員会原子力規制庁からの受
託研究「平成28年度保障措置環境分析調査」の成果の
一部です。

●参考文献
Esaka,	F.	et	al.,	Analysis	of	Plutonium	Isotope	Ratios	including	238Pu/239Pu	in	Individual	U-Pu	Mixed	Oxide	Particles	by	Means	of	a	
Combination	of	Alpha	Spectrometry	and	ICP-MS,	Talanta,	vol.165,	2017,	p.122-127.

図2-15　単一 U/Pu 混合微粒子中の Pu の分析の流れ
単一 U/Pu 混合微粒子に対して、原理の全く異なる 2 種類の
測定方法を組み合わせた新たな分析手順を開発しました。

図2-16　U/Pu 混合微粒子（U/Pu = 5）から分離した Pu
を 200 万秒測定して得られたα線スペクトル
ピークの重なりのない良好なスペクトルが得られました。
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図2-17　238Pu/239Pu 同位体比分析結果
種々の U/Pu 比の単一 U/Pu 混合微粒子に対して、正確に
238Pu/239Pu 同位体比を決定することができました。
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先端原子力科学研究３３３３３３３３３３３３３
未来を拓く先端原子力科学研究

図3-1　先端原子力科学研究の位置づけ
学術的・技術的に極めて強いインパクトを持った世界最先端の原子力科学研究を目指しています。

原子力にかかわる技術の多くは、総合科学の結集と
して、その基盤が支えられています。しかし、原子力研
究開発においては、10年後あるいは20年後に実用化さ
れる原子力利用の新しいフェーズに対し、その端緒を拓
く研究を進めておくことも必須の課題です。
先端基礎研究センターでは、原子力科学における無
限の可能性を基礎科学の立場から掘り起こし、さらにそ
の過程から新しい学問分野を開拓し、学術の進歩と最先
端の科学技術の振興を図ることを目指しています。
2015年度から始まった中長期計画では、アクチノイ
ド先端基礎科学及び原子力先端材料科学の2分野で研
究をスタートしました（図3-1）。
アクチノイド先端基礎科学では、新しい概念の創出を目
指した原子核科学や重元素科学を、原子力先端材料科学
では、新しいエネルギー材料物性機能の探索とそのための
新物質開発を実施しています。これらの各分野間の連携や、
原子力機構内外の研究組織との協力を通して、学術的・技
術的に極めて強いインパクトを持った世界最先端の原子力
科学研究を推進し、新原理・新現象の発見、新物質の創成、
革新的技術の創出などを目指しています（図3-1）。
2016年度は、アクチノイド先端基礎科学では、重イオ
ン反応による新たな核分裂データの取得−中性子数の過
剰な原子核の核分裂研究へ道を拓く−（トピックス3-1）

として、アクチノイド核種の核データを一気に取得可能と
するタンデム加速器を用いた成果が得られました。“奇妙
な粒子”による原子核の新しい存在形態−反K中間子と
二つの核子が強い相互作用で結びつく−（トピックス3-2）
は、原子核内の核力の解明に向けJ-PARCハドロン実
験施設で得られた成果です。また、原木栽培しいたけへ
のセシウム蓄積を防ぐ−鉱物を使って放射性セシウムの
吸収を低減−（第1章トピックス1-20）は、食品への
セシウムの移行を抑制する技術として期待されます。
一方、原子力先端材料科学では、非磁性イオンの磁気
秩序−非クラマースイオンの高次磁気秩序の理論予測−
（トピックス3-3）は、新しい磁性材料開発への貢献が
期待される成果です。超高速回転で普通の金属を磁石に
−アインシュタインも魅了した磁石と回転の関係を探る−
（トピックス3-4）は、回転運動を用いて磁石の性質を
制御する新しい方法を提供する成果です。また、新材料
ゲルマネンの非対称な原子配置を明らかに−ゲルマネン
の特性に新しい可能性−（トピックス3-5）など陽電子
回折実験による興味ある成果が得られています。
先端基礎研究センターでは、以上に述べたような原
子力基礎研究を通して、高い専門性を有し総合能力を発
揮できるような原子力人材の育成も重要な課題として位
置づけています。
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3-1 重イオン反応による新たな核分裂データの取得
－中性子数の過剰な原子核の核分裂研究へ道を拓く－

原子力エネルギーの利用に伴い、マイナーアクチノイ
ド（MA）と呼ばれる長い半減期のアメリシウムやネプ
ツニウム原子核が作り出されます。これらを何万年にも
わたって管理することは困難なため、核変換と呼ばれる
手法でこれらを減容する技術開発が進められています。
加速器駆動型炉（ADS）においては、体系内で生成さ
れる高エネルギー中性子をMAに照射することで核分
裂を起こし、これらの減容を目指しています。核分裂に
よって様々な種類の核分裂生成物が生成されますが、中
には寿命の長い放射性核種が含まれます。このため生成
物の収率を知る必要があり、核分裂の質量数に対する
収率（質量数収率分布）は重要な核データとなります。
ADSは軽水炉に比べてはるかに高エネルギーの中性子
入射核分裂が起こること、また寿命の短いアクチノイド・
MAの核分裂が関与する違いがあります。従来の中性子
源を用いた測定では、標的としての高純度試料が入手で
きない、あるいは半減期が短いなどの理由から測定され
ていない核種が多く存在します。また、高エネルギー中
性子データも極めて限られていました。
本研究では、重イオン反応を用いることで、この問
題を解決できる手法を開発しました。私たちは、多核子
移行反応という反応過程に注目しました。原子力機構・
タンデム加速器で加速した酸素-18（18O）を、図3-2に
示すようにトリウム-232（232Th）に照射することで、ト
リウムからウランに及ぶ14核種の質量数収率分布を取
得するとともに、1	MeVから 50	MeVの中性子エネル
ギーに対するデータを取得することに成功しました。中
性子入射データが得られている核種について調べたとこ
ろ、良い一致を示したことから、多核子移行反応によっ

て質量数収率分布を代理的に取得できることが分かりま
した。この代理反応手法は、核分裂断面積の決定に適用
された例がありましたが、本研究では質量数収率分布に
おいて初めて適用に成功しました。また、多核子移行反
応を使うと、他の反応では到達できない中性子数の過剰
な原子核も生成できるため、新たな領域の核分裂を開拓
できるようになります。これは新たな核分裂現象の発見
につながる可能性があり、本成果に対して国内外から高
い評価を受けています。
多核子移行反応では、様々なパターンで中性子と陽
子が原子核の間で交換されます。この描像は古くから知
られていましたが、本研究では反応の事象ごとに複合核
を識別することで多くの核分裂データを取得できる技術
を開発しました。これを可能にしたのが新たに開発した
シリコン ΔE-E検出器です（図3-3（a））。反応のパター
ンによって放出される散乱粒子の種類（同位体）が異な
ります。図3-3（b）はこの分離の様子を示しており、図
中のそれぞれの曲線は異なる同位体、すなわちこれに対
応する複合核の生成を表します。さらに、散乱粒子の運
動エネルギーの測定から複合核の励起エネルギー（入
射中性子エネルギーに1対 1に対応）を決定できます。
核分裂が起こった場合、二つの核分裂の飛行時間分析を
行うことで、それぞれの質量数を決定しました。タンデ
ム加速器施設で利用可能なウラン、ネプツニウム、キュ
リウムを標的として同様の反応を行うことで、核変換技
術に資する核データの取得が可能となります。
本研究は、文部科学省の原子力システム研究開発事業
による課題「高燃焼度原子炉動特性評価のための遅発中性
子収率高精度化に関する研究開発」の助成を受けました。

●参考文献
Léguillon,	R.,	Nishio,	K.	et	al.,	Fission	Fragments	Mass	Distributions	of	Nuclei	Populated	by	the	Multinucleon	Transfer	Channels	of	
the	18O	+	232Th	Reaction,	Physics	Letters	B,	vol.761,	2016,	p.125-130.
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図3-3　（a）シリコン散乱粒子検出器
（ΔE-E 検出器）及び（b）これを用いて
散乱粒子を分析した結果
薄型のシリコンΔE 検出器（写真の台形の検出器、220 mm2）をエネルギーE の
粒子が通過する場合、同位体の種類によって付与するエネルギーΔE が異なる
ことを利用して、多核子移行反応で生成される散乱粒子の種類を識別しました

（図 3-2）。（b）は 18O ＋ 232Th 反応で得た結果で、ΔE（縦軸）を散乱粒子のエネ
ルギー E（横軸）に対してプロットしています。（b）の色の違いは記録した事象
数を表し、青から赤に向かって数が増えていきます（右側の目盛りを参照）。

図3-2　代理反応の原理
多核子移行反応によって中性子入射反応と同じ複合核
を生成し、中性子入射反応の核分裂データを取得する
仕組みです（代理反応）。寿命が短く、標的の作成が
困難な同位体のデータも取得することができます。こ
の例では n + 233Th で生成される複合核 234Th＊の核分
裂データを得るため、18O の二つの中性子を 232Th に
移す反応を利用しています。
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3-2 “奇妙な粒子”による原子核の新しい存在形態
－反 K 中間子と二つの核子が強い相互作用で結びつく－

通常の原子核は、図3-4のように、陽子と中性子と
いう、たった2種類の構成要素が核力で結びつけられ
て形成されます。陽子と中性子は、どちらもアップ及び
ダウンクォークのみから構成されるため、電荷の違いを
除けば質量などの性質がよく似ています。陽子と中性子
をあわせて核子と呼びます。
では、核子内部のアップ・ダウンクォークを違う種
類のクォーク、例えばストレンジクォークに変えた場
合、核力はどうなるでしょうか。このように通常と異な
るクォークを含む粒子間に働く力として核力を一般化し
たものを、強い相互作用と呼びます。これまでに、強い
相互作用の性質が実験と理論の両面から盛んに研究され
ています。
核力は引力相互作用ですが、強い相互作用はクォー
クの種類の組合せで引力にも斥力にもなって、その大き
さも様々だと予想されています。色々な組合せの中でも
最近特に注目されているのが、ストレンジクォークと反
アップクォークを一つずつ持つK−中間子と、陽子との
強い相互作用です。K−中間子と陽子との相互作用は強
い引力であり、図3-5のようなK−中間子と二つの陽子
の束縛状態（K−pp束縛状態、より正確には反K中間

子と二つの核子の束縛状態）が存在する、と理論的に予
言されたのです。
このK−pp束縛状態を実験で発見するには、ストレン

ジクォークを大量に生成できる施設が必要です。そこで
私たちは、大強度陽子加速器施設J-PARCのハドロン
実験ホールにおける世界最高強度の実験で、3.4× 109

個のK−中間子を 3He標的に照射し、K−3He→Λpn反
応を観測しました。この実験により、Λ粒子と陽子の
不変質量スペクトルにK−pp系のしきい値（2.37	GeV）
近傍のピーク構造を発見しました（図3-6）。このピーク
構造は、K−pp束縛状態のシグナルの可能性があります。
J-PARC実験で得られたピーク構造の起源を調べるた
め、私たちはK−3He→Λpn反応の理論計算も行いまし
た。K−pp束縛状態が生成されたと仮定すると、図3-6の
赤い太線が得られ、J-PARC実験のピーク構造を定性的
によく再現することが分かりました。これは、J-PARC
実験でK−pp束縛状態が本当に生成されたことを強く
支持しています。
この束縛状態は、反K中間子という“奇妙な粒子”
と二つの核子とが強い相互作用で結合した、新しい原子
核の存在形態です。

●参考文献
Sada,	Y.,	Tanida,	K.	et	al.,	Structure	near	the	K−	+	p	+	p	Threshold	in	the	In-Flight	3He(K−,	Λp)n	Reaction,	Progress	of	Theoretical	
and	Experimental	Physics,	vol.2016,	issue	5,	2016,	p.051D01-1-051D01-11.
Sekihara,	T.	et	al.,	On	the	Structure	Observed	 in	 the	In-Flight	 3He(K−,	Λp)n	Reaction	at	J-PARC,	Progress	of	Theoretical	and	
Experimental	Physics,	vol.2016,	issue	12,	2016,	p.123D03-1-123D03-27.
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図 3-5　反 K 中間子と二つの核子の束縛状態
核力を一般化した強い相互作用によって、通常の原子
核のような束縛状態が存在することが予想されていま
す。構成粒子から、K － pp 束縛状態とも呼ばれます。

図3-6　Λp 不変質量スペクトルの実験結果と理論計算
K － 3He →Λpn 反応におけるΛ粒子と陽子の不変質量スペク
トルです。ただし、実験結果（黒い点と青い帯）は理論（赤
い太線）との比較のために定数倍してあります。垂直方向の
破線は K － pp 系のしきい値です。

図 3-4　二つの陽子（p）と二つの中性子（n）の束縛状態
核力によって、各粒子が引力的に引き合い、束縛状態
として原子核が形成されます。この図は 4He 原子核を
表します。
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3-3 非磁性イオンの磁気秩序
－非クラマースイオンの高次磁気秩序の理論予測－

図 3-7　非磁性状態から作られる様々な状態
（a）量子力学では、電荷分布の異なる二つの非磁性な電子状態の片方に虚数単位 i を掛けて重ね合せることによって、
磁性を持つ電子状態を作ることができます。図の赤と青の色は電子の持つ磁石の向きを表していて、白色は磁石がちょ
うど打ち消し合っていることを示しています。（b）結晶軸方向にイオンが並んでいるときには、非磁性な電子状態の並
びが実現します。（c）斜め方向にイオンが並んでいるときには、磁性を持った電子状態の並びが実現します。

磁石が磁力を持つのは、磁石の中にいる電子それぞ
れが小さな磁石としての性質を持ち、その小さな磁石が
同じ向きに揃っているためです。この電子の磁石として
の性質をスピンといいます。
一つのイオンの中に二つの電子がいる場合には、この
電子のスピンが逆向きになって打ち消しあって、磁石と
しての性質を失ってしまうことがあります。このような
イオンを非磁性なイオンといいます。電子が奇数個のイ
オンをクラマースイオン、偶数個のイオンを非クラマー
スイオンといいますが、非磁性になるためには、スピン
が打ち消しあう必要があるため、非磁性イオンは必ず非
クラマースイオンです。
非磁性なイオンは、普通は磁石としての性質を持つ
ことはありません。しかし、イオンや電子のようなミク
ロな世界をつかさどる量子力学によると、非磁性なもの
から磁性を持つものを作り出すことが可能なのです。
もし非磁性な状態が二つある場合には、その片方に
虚数単位 iを掛けてから足し合わせた「重ね合わせの状
態」というものも量子力学では許されます（図3-7（a））。
この状態では、電子がところどころで渦のような電流を

作って電磁石のようになって、磁石としての性質が復活
します。そして、磁石のN極が場所によって上向きに
なったり下向きになったりした電子が分布しています。
このような状態を高次の磁性を持つ状態と呼ぶこともあ
ります。
では、非磁性な二つの状態がある場合に、本当に磁
性を持つ状態を実現できるのでしょうか。また、実現で
きるとしたら、どのような場合なのでしょうか。この疑
問に答えるために、私たちは理論計算を行いました。そ
して、イオンが結晶軸の方向に並んでいる場合には、非
磁性の電子状態の並び（非磁性秩序）が実現することが
分かりました（図3-7（b））。それに対して、イオンが斜
め方向に並んでいる場合には、磁気的な電子状態の並び
（磁気秩序）が実現することが分かりました（図3-7（c））。
よって、イオンが斜め方向に並んでいるような物質を探
索すれば、このような一風変わった磁性状態が見つかる
と、この理論は予測しています。
本研究は、日本学術振興会科学研究費補助金基盤研究

（C）（No.15K05191）「変分理論による重い電子状態と
磁気秩序状態の競合の研究」の助成を受けたものです。

●参考文献
Kubo,	K.	et	al.,	Influence	of	Lattice	Structure	on	Multipole	Interactions	in	Γ3	Non-Kramers	Doublet	Systems,	Physical	Review	B,	
vol.95,	issue	5,	2017,	p.054425-1-054425-6.
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3-4 超高速回転で普通の金属を磁石に
－アインシュタインも魅了した磁石と回転の関係を探る－

磁石には大きく分けて、コイルに電気を流すとコイルが
磁石になる電磁石と電気を必要とせずに磁石の性質を示
す鉄などの永久磁石があります（図3-8）。アインシュタ
インは、鉄などが永久磁石の性質を発現する理由を物体
の中にある小さな電気の流れであると考えました。その
電気の流れはコイルに流した電気のような円運動である
という発想から、物体に磁石を近づけ円運動の方向を制
御することで物体自体が回転するという考えに至りまし
た。これに伴い、生涯唯一行われたと言われる実験によ
り、鉄に近づけた電磁石の強さを変えることで鉄自体が
回転することを実証しました。この効果をアインシュタイ
ン-ド・ハース効果といいます。同じ年にバーネットはそ
の逆効果である物体を回転させると永久磁石の強度が変
化するバーネット効果を発見しました（図3-9）。これらの
実験は鉄などの永久磁石で行われましたが、金属には室
温で永久磁石の性質を持たない物質の方が多いのです。
永久磁石ではない金属を回転させると何が起きるの
でしょうか。私たちは、この100年間で発展した現代
の技術を駆使することにより、図3-10に示す1秒間に
数千回転している物質の磁石の強さをその場観察する装

置を開発し、室温で永久磁石ではない普通の金属である
ガドリニウム（Gd）、テルビウム（Tb）、ディスプロシウ
ム（Dy）を用いて実験を行いました。
実験の結果、いずれの金属においても回転中のみ永久
磁石の性質を帯びること、回転数に磁石の強度が比例す
ることが確認されました。これは、どの金属中でも円運
動を行っている電気の流れがあることを示しています。
この円運動には地球が太陽の周りを回っていることに相
当する軌道運動と地球自身が回転していることに相当す
る自転運動の2種類があります。今回、超高速回転中
の金属における磁石の強さを正確に測定することによっ
て、Gd、Tb、Dyそれぞれにおいて軌道運動と自転運
動が磁石の性質の発現にどれだけ寄与しているかを決定
することに成功しました。機械的回転を使用して普通の
金属におけるそれぞれの円運動の強さを決定できたのは
世界で初めてです。
回転運動を用いて普通の金属の磁石の性質を制御す
る新しい方法を提供する本成果によって、ナノスケール
の磁気と機械的回転の結びついた加速度センサーや磁気
センサーの実現が期待されます。

●参考文献
Ogata,	Y.	et	al.,	Gyroscopic	g	Factor	of	Rare	Earth	Metals,	Applied	Physics	Letters,	vol.110,	issue	7,	2017,	p.072409-1-072409-4.

図 3-8　電磁石（左図）と永久磁石（右図）
アインシュタインは永久磁石の中にも電磁石のように円運
動する電気の流れがあると考えました。

図3-10　バーネット効果観測の実験装置
金属が回転システム中で 1 秒間に数千回転することによって、
永久磁石の性質を帯びます。そのときに発生する漏れ磁場を磁
気センサーで計測し、金属中の円運動している電気の流れの強
さを見積もることができます。
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図 3-9　バーネット効果
バラバラな方向を向いている電気の円運動は、物体が回転す
ると図のように揃います。
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3-5 新材料ゲルマネンの非対称な原子配置を明らかに
－ゲルマネンの特性に新しい可能性－

最近、ポストグラフェンへの期待から、グラフェン
の骨格をそのままに、炭素原子と同じ周期表 IV族のよ
り重い元素で置き換えた新たな原子シートの創製が試み
られています。例えば、ケイ素やゲルマニウムの原子シー
トはそれぞれシリセンとゲルマネンと呼ばれます。これ
らの原子シートでは、グラフェンと同様に極めて高い電
子の移動度を発現するだけでなく、原子間の結合様式の
違いや重元素由来の相互作用により、電子が持つもう一
つの自由度であるスピンが重要な役割を果たす新奇な物
性の発現が期待されています。
グラフェンは鉛筆の芯として知られる黒鉛（グラファイ
ト）を1枚剥離したものに相当するため、言わば元来自
然界に存在するものです。しかし、その他の IV族元素の
原子シートは自然界には存在しないため、これまで理論
研究のみの対象と考えられていました。しかし、2012年
に銀と二ホウ化ジルコニウム基板上でシリセンが合成でき
ることが分かり、現在の原子シート研究が開花しました。
今回研究対象となったゲルマネンは、2015年にアル
ミニウム基板上でその合成が報告されました。グラフェ
ンは平坦な構造しか形成しませんが、ゲルマネンでは原
子間の結合様式を反映して、凹凸を持った構造を形成す
ることが考えられます。したがって、その原子配置の類
推はそれほど単純ではありません。さらに、ゲルマネン
自体の厚みが原子1個分と極めて薄いため、これを選
択的に“見る”ことは容易なことではありません。そこ
で私たちは、全反射高速陽電子回折（TRHEPD）と呼

ばれる構造解析手法を用いて、ゲルマネンの原子配置の
解明に着手しました。
図3-11は、今回用いた実験手法の概略図です。この
手法では、電子の反粒子である陽電子をプローブとして
用います。電子とは逆のプラスの電荷を持つ陽電子は、
物質の表面に近づくと同じプラスの電荷を持つ原子核か
ら強い斥力を受け、物質内部へ侵入することができませ
ん。このため、陽電子ビームは、最表面近傍の極めて薄
い領域のみを選択的に“見る”ことができます。
これまでの理論研究では、8個のうち2個のゲルマニ
ウム原子（図3-12右図の②と⑦）が突出した左右対称
な原子配置が考えられていました。しかし、今回私たち
が実験した結果では、左右に反射した陽電子の強度が異
なることを見いだしました。これは、ゲルマネンの原子
配置が左右対称ではないことを示唆するものです。詳細
な構造解析の結果、実際には8個のうち1個のゲルマ
ニウム原子（図3-12左図の⑦）だけが突出した左右非
対称な原子配置であることが初めて分かりました。構造
が非対称であることから、これまでに考えられていな
かったゲルマネンの新しい性質の出現も期待されます。
最近、超伝導の分野でもゲルマネンのような極薄材
料が作製され、そこでは超伝導転移温度が急激に上昇す
る非常に興味深い報告がされています。今後は、IV族
元素の原子シートに限らず、超伝導材料などの様々な興
味深い原子シートの合成とその原子配置の解明を進める
予定です。

図 3-11　全反射高速陽電子回折（TRHEPD）の実験配置図
陽電子ビームは試料表面にすれすれの角度で入射し、試料
表面をプローブした後、そこでの原子配置の情報を持って
出射します。陽電子は試料内部へ侵入できないため、出射
した陽電子は最表面近傍の情報だけを含みます。スクリー
ンに映し出される陽電子回折パターンの強度分布を解析す
ると、最表面の原子配置を高精度に決定できます。

●参考文献
Fukaya,	Y.	et	al.,	Asymmetric	Structure	of	Germanene	on	an	Al(111)	Surface	Studied	by	Total-Reflection	High-Energy	Positron	
Diffraction,	2D	Materials,	vol.3,	no.3,	2016,	p.035019-1-035019-7.
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図 3-12　今回明らかにしたゲルマネンの原子配置（左図）とこれ
までに予想されていた原子配置（右図）
オレンジ色と黄色の丸はゲルマニウム原子を、灰色の丸はアルミニウ
ム原子を表しています。突出したゲルマニウム原子は、強調のため
大きな黄色の丸で表しています。例えば、青い破線を基準とすると、
これまでの予想では左右対称な原子配置ですが、今回決定したもの
は非対称に見えます。
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原子力基礎工学研究

原子力研究開発と基礎基盤研究の橋渡しのために

４４４４４４４４４４４４４

原子力基礎工学研究が産み出す成果は、原子力分野に
おいて利用される多くの技術に対する知識です。例えば、
原子力を応用した技術によってあるものを見る力（分析
技術）や原子力分野で起こる現象を理解する力（解析技
術）です。これらを、より詳細に理解したり予測したり
できるように計算機に適用するアプリケーション（解析
コード）やそれに利用される基本的な数値の集まり（デー
タベース）を開発し、提供しています。これらは、原子
力機構における高速炉開発、バックエンド技術開発、安
全研究等のプロジェクト研究、福島環境の修復に向けた
基礎研究、軽水炉をより安全に使うための技術（軽水炉
基盤技術：トピックス4-1）開発及び原子力のゴミ（高
レベル廃棄物）の分別と負担減のための研究（分離変換
技術：トピックス4-2～ 4-4）等に利用されています。
また、原子力基礎工学研究の成果は、原子力研究開発だ
けでなく、産業界での利用や大学での基礎・応用研究を
含む多くの分野で役立っています（図4-1）。
原子炉設計、遮へい計算、被ばく量評価等、原子力利
用の様々な場面で中性子・放射線輸送計算コードは利用
されています。中性子と原子核の反応確率等の核データを
コードで利用するためには、書式を整える「核データ処理」
が必要となります。私たちは、新たに国産核データ処理
システムFRENDYを開発しました（トピックス4-5）。
高温の硝酸溶液が扱われる使用済核燃料再処理機器
では、ジルコニウム（Zr）が高い耐食性を有するため、
構造材として使用されます。一方、Zrは水素を吸収し
やすく、これにより脆くなります。また、使用済核燃料
の放射線が水分子を分解し、水素を発生させることから、
健全性を確保するためにはZrの水素吸収挙動を知るこ
とが重要です。このため、Zrを浸漬した硝酸溶液に γ

線を照射する試験を行いました（トピックス4-6）。
Zr等の六方晶金属は、軽量、耐熱性、耐腐食特性等、
金属材料の中でも優れた特性を持っています。一方、構
造材料としての加工性が悪いという欠点があります。私
たちは、これらの材料を用いた合金設計を合理的に行うた
め、原子・電子レベルのシミュレーションによって材料の
機械特性の予測方法を検討しました（トピックス4-7）。
パラジウム（Pd）の同位体 107Pdは、ウランの核分裂

によって生成する放射性核種（RI）の一つで、半減期は
約650万年と極めて長く、長期間の管理が必要です。し
かし、これまで使用済燃料中の 107Pdが実際に測定された
例がなく、計算による推定値が使われていました。私たち
は、パルスレーザーを用いてPdを選択的に回収し、世界
で初めて定量することに成功しました（トピックス4-8）。
万が一の事故の際、放射性物質による海洋汚染を引
き起こす可能性があります。海洋環境の汚染状況を把握
し、緊急時対策を検討するために、放出された放射性物
質の分布と移行過程を予測することは日本国内のみなら
ず、近年、原子力発電所の立地が進む東アジアを包囲す
る海洋において重要です。私たちは、放射性物質の海洋
拡散を迅速に予測可能な新たな計算シミュレーションシ
ステムを完成させました（トピックス4-9）。
原子炉施設や加速器施設などの中性子を扱う施設で
の作業者の被ばく管理のため中性子サーベイメータや個
人線量計が広く利用されています。これらは、通常RI
を利用した中性子線源を用いて定期的に校正されていま
すが、使用する場所の中性子エネルギー分布に強く依存
することから、分布を模擬した校正場（減速中性子校正
場）が必要になります。このため、信頼性を高める校正
場を構築しました（トピックス4-10）。

図4-1　原子力基礎工学研究と原子力関連研究開発の係わり
原子力基礎工学研究が産み出す成果（データベース、解析コード、分析技術等）は、原子力分野において利用される多くの技
術に対する知識です。これらは福島環境の修復に向けた研究、軽水炉をより安全に使うための技術開発及び原子力のゴミ（高
レベル廃棄物）の分別と負担減のための研究（分離変換技術）等に利用されています。また生み出された成果は、原子力研究
だけでなく、大学や産業界との連携、人材育成、技術涵養を含む多くの分野で役立っています。

原子力基礎工学研究

原子力機構内外の研究開発や
国の施策への協力
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基盤技術開発プラットホームの
産官学への提供 

データベース・解析コード等の
技術体系の整備と提供
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図4-2　FEMAXI-ATF により解析した、照射に伴う SiC 被覆管燃料の燃料中心温度及び被覆管－燃料ペレット間の
ギャップ幅の変化
整備した FEMAXI-ATF を用いて、SiC 被覆管燃料の BWR 燃料燃焼条件（通常運転時）での挙動解析を行いました。
SiC の照射スエリングにより、被覆管−燃料ペレット間のギャップが大きくなるため、従来の Zr 合金被覆管燃料よりも
燃料温度は高くなりますが、燃料溶融温度よりも十分低いことが確認されました。

4-1 炉心の過熱や溶融を遅らせて過酷事故への進展を防ぐ
－事故耐性燃料ふるまい解析コード FEMAXI-ATF の整備－

軽水炉では、ジルコニウム（Zr）合金が被覆管のほ
か炉心の様々な部材として使用されていますが、Zrは
高温で酸化しやすく、水や水蒸気と反応して水素を発生
します。また、その酸化反応には、多くの発熱を伴いま
す。東京電力福島第一原子力発電所の重大事故において
は、炉心内のZr合金製の被覆管の酸化による炉心温度
の上昇が炉心溶融の主要因になったともいわれていま
す。また、Zr合金の酸化により発生した水素が、格納
容器から漏れ出して爆発の原因になったとも推定されて
います。そこで、炉心溶融を含む大規模炉心損傷や多量
の水素発生を生じにくくする、あるいはそれらの事象の
影響を緩和する、燃料棒構成材料や制御棒構成材料、い
わゆる「事故耐性」を高めた新型燃料部材の研究開発を
進めています。
「事故耐性」に優れた新型燃料部材として注目されて
いる材料の一つが、シリコンカーバイド（SiC）です。
SiCは、耐熱性、化学的安定性が高く、過酷事故時の発
熱や水素発生の緩和が期待されています。
SiCは、スエリング挙動や力学特性など、物質の性
質がZr合金と異なります。この性質の異なるSiCを、
Zr合金の替わりに被覆管材料として用いた場合、炉内
でどのようにふるまうか、つまり、事故時ばかりでは
なく、通常運転時におけるSiC被覆管のふるまいを把

握することも、新型燃料部材を開発する上で不可欠で
す。そこで私たちは、軽水炉燃料ふるまい解析コード
FEMAXI-7を、SiC被覆管燃料使用時の燃料挙動解析
が行えるように、物性値や機能の追加などの改良を行い
ました。
SiC被覆管では、機械的強度や核分裂生成物（FP）元
素閉じ込め機能、腐食耐性を向上させるために、内側と
外側がモノリシックSiC、中心部がSiC/SiC複合材の
3層構造とすることが検討されています。FEMAXI-ATF
では、これに対応するため、3層構造の被覆管の解析を
可能としました。また、SiC/SiC複合材とすることに
よる延性の向上をモデル化し、被覆管外表面は腐食によ
る減肉も考慮できるようにしました。
このコードの整備により、SiCを被覆管に用いた場
合、被覆管のスエリングにより被覆管−燃料ペレット間
のギャップが広がり、	燃料ペレットの温度が上がること
（図4-2）など、SiCを被覆管として用いた場合の燃料
ふるまいに与える影響や、詳細に検討すべき項目の抽出、
さらには今後の開発への指針を得ることができました。
本研究は、経済産業省資源エネルギー庁委託事業「平
成28年度発電用原子炉等安全対策高度化技術基盤整備
事業（安全性向上に資する新型燃料の既存軽水炉への導
入に向けた技術基盤整備）」の成果の一部です。

●参考文献
Shirasu,	N.	et	al.,	Fuel	Behavior	Analysis	for	Accident	Tolerant	Fuel	with	SiC	Cladding	using	Adapted	FEMAXI-7	Code,	Proceedings	
of	Water	Reactor	Fuel	Performance	Meeting	(WRFPM2017),	Jeju	Island,	Korea,	2017,	paper	226,	8p.,	in	USB	Flash	Drive.	
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4-2 高レベル廃棄物中の核種の効率的な分別
－アメリシウムとキュリウムを効率良く分離－

●参考文献
Suzuki, H. et al., High-Performance Alkyl Diamide Amine and Water-Soluble Diamide Ligand for Separating of Am(III) from Cm(III), 
Analytical Sciences, vol.33, no.2, 2017, p.239-242.

図4-3　新規抽出剤ADAAM（EH）
ADAAM（EH）は、MA に対する優れた分離性能
と高い実用性を持った画期的な抽出剤です。

原子力機構では、高レベル放射性廃棄物（HLW）の
減容化や環境に対する負荷低減等を目的として、「分離
変換技術」の研究開発を進めています。分離変換とは、
HLW 中に含まれる様々な元素や核種を核的性質や放射
性毒性、利用目的に応じ分離し、長半減期核種を非放射
性核種または短半減期核種に核変換する技術です。分離
プロセスでは、HLW 溶液中から長半減期のアメリシウ
ム（Am）やキュリウム（Cm）といったマイナーアク
チノイド（MA）が回収されますが、Cm は発熱するため、
核変換用燃料を取り扱う上で Am との分離が求められま
す。しかし、Am と Cm は性質が極めて似ており分離は
たいへん困難であることから、実際のプロセスで利用可
能な分離法はいまだ開発されていません。

本研究では、効率的に Am と Cm を分離するために、
大量 ･ 連続処理に適した溶媒抽出法を採択しています。
溶媒抽出試験の結果、図 4-3 に示す新しい抽出剤アル
キルジアミドアミン（ADAAM（EH））が Am に対し、
高い選択性を示すことが分かりました。また、ADAAM

（EH）は炭素（C）、水素（H）、酸素（O）、窒素（N）
原子から構成され、使用後に完全焼却でき二次廃棄物を

ほとんど生じません。さらに、溶解性、抽出容量、反応
速度、相分離性、化学的安定性、経済性に優れており、
非常に高い実用性を持っています。

ADAAM（EH）を用いて、ミキサセトラ抽出器（MS）に
よる Am と Cm の連続抽出試験を実施しました。図 4-4
にフード内に設置した MS、図 4-5 に試験条件を示しま
す。抽出と逆抽出に各 1 台の多段 MS を使用し、有機
溶媒は 0.25 M の ADAAM（EH）を溶解したドデカン
溶液、フィード液はトレーサー濃度の Am と Cm を含む
1.5 M 硝酸水溶液（HNO3）、洗浄液と逆抽出液は 1.5 M、
0.05 M HNO3 としました。有機溶媒と水溶液を向流接
触させ、5 時間の試験を行った結果（表 4-1）、Am は全
量がプロダクトへ移行し、一方、Cm の移行率は目標値
である 10％未満を達成しました。これにより、核変換
用燃料の製造や取扱いを容易にすると同時に、Cm の処
理 ･ 処分の負担軽減が実現できます。

今後は、ADAAM（EH）の抽出メカニズム解明や耐
放射線性試験を実施します。さらに、ホットセルでの
HLW 実液を用いた試験へと発展させ、分離プロセスの
完成を目指します。

表4-1　連続抽出試験の結果
ADAAM（EH）を用いたミキサセトラ連続抽出によって、Am と Cm の
良好な分離を達成しました。 
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図4-5　ミキサセトラでの連続抽出試験の条件
ADAAM（EH）を溶解した有機溶媒と金属イオンを含む硝酸水溶液を
向流接触させます。Am をプロダクト中に、Cm を抽出残液中に移行さ
せて相互分離します。

図4-4　フード内のミキサセトラ装置
抽出 8 段、洗浄 8 段の第 1 ミキサセトラと逆抽出
16 段の第 2 ミキサセトラから構成されます。

N NN
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抽出残液
Cm

抽 出（8段）

第１ミキサセトラ
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洗 浄（8段）
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プロダクト
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使用済
溶媒

フィード液
Am、Cm
1.5 M HNO3

洗浄液
1.5 M HNO3

逆抽出液
0.05 M HNO3

元 素 プロダクト 抽出残液 使用済溶媒 回収率

Am ＞ 99.8％ ＜ 0.2％ ＜ 0.2％ 99.8％

Cm 9.6％ 90％ ＜ 0.2％ 99.6％
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原子力発電所から排出される高レベル放射性廃棄物
には、長期にわたり放射性毒性が強い長寿命核種として
アメリシウム（Am）、ネプツニウム（Np）、キュリウム
（Cm）等のマイナーアクチノイド（MA）が含まれます。
これらの長寿命核種を分離して、中性子との核反応とし
て核分裂させることにより安定または短寿命の核種に変
えることができます。私たちは、加速器を用いた核変換
専用のシステム（加速器駆動システム：ADS）を検討し、
放射性廃棄物の環境負荷の低減を目指しています。
核種ごとに核分裂を起こす確率（核分裂断面積）は
中性子のエネルギーに依存し、特にMAの核分裂断面
積は核変換用の炉心を設計する上で重要な核データの一
つです。この核データの信頼性を評価するために、臨界
集合体等を用いて取得された実験値と核データを用いて
シミュレーションにより得られた計算値を比較すること
が有効です。
高速炉臨界実験装置（FCA）では、MAを含む超ウ
ラン核種（TRU）に関する核分裂率比が複数の実験炉
心で測定されました。本実験では、各炉心が燃料とグラ
ファイトまたはステンレスといった減速材（衝突により
中性子がエネルギーを失う材質）の単純な組み合わせで
構成されており、その混合割合の違いにより炉心の中性

子の平均的なエネルギーが系統的に異なるのが特徴です
（図4-6）。私たちは、本実験データをTRU核種の核分
裂断面積の検証に活用しやすいようにベンチマーク問題
として整備し、原子力機構で開発した核データである
JENDL及び国外の最新核データを用いた解析を行いま
した。
237Np核分裂断面積に関して、いずれの核データに
よる計算値も実験値を良く再現することが分かりまし
た。また、241Am及び 243Am核分裂断面積に関しては、
いずれの核データによる計算値も実験値をわずかに過
小評価することを示しました。さらに、244Cmに関す
る核分裂率比に関しては、JENDL-3.3（一世代前の旧
版）による計算は実験値を比較的良く再現する一方で、
JENDL-4.0 を含む国内外のいずれの最新の核データ
による計算は大幅に過大評価することが分かりました
（図4-7）。これに対して、これらの計算値の過大評価が、
10	MeV付近の中性子エネルギーの 244Cmの核分裂断面
積の差異に起因していることを示しました。
FCAを用いて得られた本実験データは、世界的にも
類がなく、その活用によりMAを含むTRU核種の核分
裂断面積の精度向上に寄与することが期待されています。

図4-7　実験値と計算値の比較の一例（244Cm に関する核分
裂率比）
●は原子力機構で開発した JENDL-4.0（最新版）の結果、
○は JENDL-3.3（一世代前の旧版）の結果、▲は米国の
ENDF/B-VII. １（最新版）の結果、■は欧州の JEFF-3.2（最
新版）の結果です。

核変換用炉心設計に必要な核データの信頼性評価
－ FCA を用いた臨界実験による TRU 核種断面積データの検証－

図4-6　炉心の中性子のエネルギー分布
実験炉心の番号が 1（━）から 6（━）に大きくなるに従って、
徐々にエネルギーの高い中性子が増加（平均的なエネルギー
が増加）しています。本実験では、これらの複数の実験炉心
を用いて TRU 核種に関する核分裂率比が系統的に測定され
ました。
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4-4 過酷環境下での液体重金属流れのリアルタイム計測
－鉛ビスマスターゲット用流量計測技術の開発－

使用済核燃料に含まれ、人体に対する有害度や環境負
荷が大きい長寿命の高レベル放射性物質を選択的に分離
し、大強度の高エネルギー陽子ビームを核破砕標的に入
射させて発生した中性子による原子核反応でこれを短寿
命の物質に変換し、地層処分時の環境負荷低減を目指す
加速器駆動核変換システム（ADS）の実現に向け、私
たちはADSターゲット試験施設（TEF-T）の設計検
討を進めています。TEF-Tは、試験片を封入したター
ゲット容器（図4-8）へ 400 MeV/250 kWのパルス陽
子ビームを入射させ、核破砕標的及び冷却材として溶融
鉛ビスマス合金（LBE）を循環してADSを構成する
T91、SUS316等の候補材料の照射試験を主目的とし
た実験施設です。LBE流量は、系統内の安全性に影響
を与えるビーム窓の冷却性能及び試験片の照射温度に影
響を与えるため、誤差10%以下の精度で流量を常時管
理する必要があります。高温、高線量環境下で鋼材に対
する腐食性が強いLBEの流れを長期間安定的に計測す
ることが難しく、国内外で実用化に向けた研究開発が行
われています。この課題解決のため、私たちは不透明な
金属材料に対して透過可能な超音波の性質に着目し、ナ
トリウム冷却高速炉での計測技術開発で培われた知見を
もとに、LBEの流量を長期間安定的に計測できる流量
計を開発しました。

超音波信号を発振する代表的な圧電素子として、チ
タン酸ジルコン酸鉛（PZT）がありますが、素子単体
の耐熱温度が約365 ℃でありLBE標的で想定される温
度域（350～ 450 ℃）への適用性と照射による影響を
受けやすいという問題がありました。この解決策として、
開発したセンサ（図4-9）ではLiNbO3を採用しました。
LiNbO3は誘電率がPZTに比べ1桁以上小さいですが、
約1000 ℃という極めて高い耐熱性と耐放射線性を持っ
ています。小さい誘電率への対策として、センサ前面に
LBEとの濡れを確保する液浸プラグを設け、固液境界
での信号伝播が阻害される液体重金属特有の問題を解決
するとともに、信号伝播経路を直線状にすることで送信
信号に対して約50%の強度の受信信号を獲得する効率
的な信号送受信を実現しました。
次に、開発した流量計をLBEループに設置し、図4-10
に示すようにTEF-T標的で想定する運転条件下（管内
流速0.37 m/s、運転時間約4500 h）で安定的（誤差3%
以下）にLBE流れを監視可能な技術を世界に先駆けて
実現し、TEF-Tへの導入を決定しました。
今後は、開発した流量計を用い、冷却材流量低下事
象等の模擬試験データを蓄積し、LBE系統のさらなる
安全性向上を図る予定です。

図4-8　溶融鉛ビスマス合金（LBE）ターゲット容器の概略図
二重管構造となっており、内管の陽子ビーム入射側中央のホ
ルダーに試験片を装荷して構造材料の照射試験を行います。
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図4-10　実液流量計測試験結果
LBE標的運転を想定した試験の結果、安定的な流量
計測が可能であることを実証するとともに、ADSター
ゲット試験施設（TEF-T）への導入を決定しました。
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図4-9　LBE流量計測用超音波センサ外観
LBE 標的運転時の過酷環境に適用可能な耐熱性（～ 500 ℃）
と耐放射線性（γ線：～ 10 MGy）を実現することができました。
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核データと中性子及び放射線輸送計算との橋渡し
－国産核データ処理システム FRENDY の開発－

図4-11　核データから輸送計算の流れ
輸送計算コードで核データライブラリを利用するために
は、各温度点で断面積の計算などの核データ処理を行い、
それぞれの輸送計算コードで利用可能な断面積ライブラ
リと呼ばれる形式に変換する必要があります。

原子炉の設計や炉心解析、遮へい計算、被ばく量評
価など、原子力利用の様々な場面で中性子輸送計算コー
ドや放射線輸送計算コードは利用されています。そのた
め原子力機構では、MVPやMARBLE、PHITSなど
の輸送計算コードや、それらの計算で使用される、中性
子と原子核の反応確率等のデータベースである核データ
ライブラリJENDLを整備しています。
輸送計算コードで核データライブラリを利用するため
には、図4-11のように各輸送計算コードが使える形式
（断面積ライブラリ）に変換する、核データ処理と呼ば
れるプロセスが必要となります。核データ処理は単に
フォーマットを変換するだけでなく、各輸送計算コードで
必要とするパラメータを求めるための様々なデータ処理を
行う必要があり、核データ処理システムの開発には核
データだけでなく、各輸送計算コードに特有の知識も必
要となります。そのため、世界的に見ても核データ処理シ
ステムの開発はほとんど行われず、数十年前に米国で開
発されたNJOYの独占状態でした。我が国でもNJOY
が広く利用されていましたが、NJOYでは JENDLが
適切に処理できないことが多く、国産核データ処理シス
テムの開発は、炉物理・核データ両分野において長年に

わたって重要な課題として認識されていました。
私たちはこの課題を完全に解決し、従来よりも高度な
核データ処理を実現するため、新たに国産核データ処理
システムFRENDYを開発しました。世界中の研究機
関でも同様の課題解決に向けた核データ処理システムの
開発が進められつつありますが、FRENDYは進捗状況
と完成度の高さにおいて諸外国をリードしており、また
IAEAの会合への招致や、日本原子力学会の炉物理部会
及び核データ部会の部会賞受賞など、国内外で大きな注
目を集めています。
表4-2のように、FRENDYでは、核データ処理の妥
当性を検証するため、NJOYと同じ核データ処理方法
を用いた場合に、NJOYの結果と一致することを確認
しております。また、FRENDYでは従来のNJOYの
処理方法のみならず、NJOYの処理方法上の問題点を
調査・解決した独自の処理方法も採用しており、現在処
理方法の違いが輸送計算の解析結果に与える影響につい
て評価を進めております。FRENDYの開発を通じて核
データ処理方法を高度化していくことで、輸送計算コー
ドの解析精度のさらなる向上が期待されます。

表 4-2　FRENDY と NJOY の処理方法で作成された断面積ライブラ
リを用いて求めた実効増倍率の差異
核データ処理方法として、FRENDY で作成した場合と、NJOY で作
成した場合での、輸送計算コードの結果（実効増倍率）を比較したと
ころ、良く一致することが分かりました。今後は FRENDY 独自の処
理方法と従来の NJOY の処理方法での実効増倍率の差異を比較してい
く予定です。
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ICSBEP* における
実験番号 FRENDY NJOY 相対

差異

HMF05-01 0.97241 0.97267 -0.03%

HMI06-01 0.99358 0.99370 -0.01%

HMM01-01 1.07812 1.07824 -0.01%

HMT06-01 0.99409 0.99388 0.02%

HCI05-07 0.98970 0.98971 0.00%

ICI01-18 0.97242 0.97227 0.02%

ICT02-01 1.00369 1.00351 0.02%

LCT01-01 0.99965 0.99949 0.02%

PMF01-01 0.99904 0.99887 0.02%

PMF05-01 0.99697 0.99718 -0.02%

UCT01-01 1.00315 1.00329 -0.01%

UMF04-01 0.99865 0.99842 0.02%
*ICSBEP は、経済協力開発機構／原子力機関（OECD/NEA）が中心となっ
て進めている国際的な臨界安全ベンチマーク評価プロジェクトで、世界中で
実施された臨界実験の詳細な情報がまとめられています。
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放射線により発生した水素による溶液中の材料劣化の可能性を調べる
－γ線照射環境下でのジルコニウムの水素吸収挙動－

図4-12　Zr の水素吸収量へのγ線量の影響例
線量が 3～ 5 kGy/h の間で水素吸収量が増加しました。

使用済核燃料の再処理機器では、高温、高濃度で核燃
料が溶解した硝酸溶液が扱われます。ジルコニウム（Zr）
は、このような溶液に対して高い耐食性を有するために
構造材料として採用されています。一方で、Zrは水素
を吸収しやすく、これを吸収することで脆化することが
知られています。使用済の核燃料が溶解した硝酸溶液中
では、ウラン、プルトニウム等から放出される放射線が
水分子を分解し水素を発生させることから、再処理機器
の健全性を確保するためには、Zrの放射線分解水素の
吸収挙動を知ることが重要ですが、硝酸濃度及び放射線
の線量との関係はいまだ明らかになっていません。さら
に、Zrに吸収された水素がその中でどのような状態と
なっているのかも明らかではありません。
私たちは、硝酸溶液中におけるZrの放射線分解水素
の吸収挙動を明確にすることを目的として、Zrを浸漬
した硝酸溶液にコバルトの放射性同位体（60Co）から放
出される γ線を照射する試験を1000時間行いました。
水素の吸収量の評価は、試験の後にZrを 1000	℃まで
加熱して放出された水素を計測することで行いました。
照射した後のZr中に吸収された水素の平均値は、γ
線の線量が3～ 5 kGy/hの間で急に増加し、最大では、

照射する前と比較して約40倍になりました（図4-12）。
さらに、水素の吸収量は硝酸の濃度が高くなるほど少な
くなることも分かりました（図4-13）。
吸収された水素のZrの表面から内部にかけての分布
を分析すると、硝酸溶液と接する表面に集中して存在し
ていることが明らかになりました。また、その箇所での
水素の存在状態を電子顕微鏡で分析すると、Zrの水素
化物となっていることが明らかになりました。この結果
は、Zrは水素化物を生成しやすいため、吸収された水
素がすぐに水素化物となることを示しています。また、
表面に水素化物が生成するとその後に吸収された水素
は、水素化物を透過してZr内部に移動することが示唆
されます。
これらの結果から、γ線照射下の硝酸溶液中でZrが
放射線分解水素を吸収することを初めて明らかにすると
ともに、その吸収挙動、吸収された水素の存在状態とそ
の分布を明確にすることができました（図4-14）。
これらの新たな知見は、再処理機器の長期間運転に
おける水素吸収量の予測及びそれによる脆化予測に活用
することができます。また、それにより再処理機器の健
全性の確保に役立つことが期待されます。

図4-14　放射線分解水素の吸収挙動の模式図
放射線分解で発生した水素は硝酸溶液と接する Zr に吸収され、
最後に水素化物となることが明らかになりました。
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図4-13　Zr の水素吸収量への硝酸濃度の影響例
硝酸の濃度が高くなると水素吸収量は減少しました。
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マグネシウム（Mg）、チタン（Ti）、ジルコニウム（Zr）
などの六方晶金属は、軽量、耐熱性、耐腐食特性など金
属材料の中でも優れた特性を持っています。その一方で、
図4-15に示すように、六方晶金属は鉄やアルミニウム
などの立方晶金属と異なり、多様な結晶面を持っており、
金属材料の延性（破断せずに柔軟に変形する特性）の基
礎となる転位（結晶面がすべるための欠陥）のすべり運
動に大きな偏りが生じることが知られています。その結
果、構造材料として用いる際に重要な加工性が悪いとい
う致命的な欠点を併せ持っています。そのため、六方晶
金属の加工性の向上にはこのような偏りをなくすことが
重要になってきます。構造材料の機能向上には古くから
他の元素を混ぜる合金化が用いられてきました。例えば
鋼では炭素を混ぜることで固くなることが良く知られて
います。合金化によって金属の機械的性質は大きく変化
しますが、これまで経験的な知見によってのみで模索さ
れており、体系的に理解はされていません。
私たちは、このような合金設計に非経験的な知見を与
えるため、原子・電子レベルの計算機シミュレーション
によって合金化のもたらす金属材料の機械特性の変化を
評価する方法に注力し、Mgを例に合金設計指針の検討
を行いました。金属材料の変形は転位のすべりによって

生じることから、図4-15（b）に示すようにそれぞれの
結晶面のすべりに必要なエネルギーを評価しました。図
から底面のエネルギーが極端に低く、底面以外のエネル
ギーは高くなり大きな偏りがあることが分かります。加
工性の向上には底面の次に小さい柱面のエネルギーを低
減して偏りを軽減する必要があります。
そこで、経験的なパラメータを排除した第一原理計
算法を用いて、合金化による転位運動の高精度な解析
を行いました。純Mg	とイットリウム（Y）を添加した
Mg-Y	合金中の転位運動の計算結果を図4-16に示しま
す。図4-16（a）のエネルギー変化から、純Mgのすべ
りに比べて、Mg-Y合金では柱面のすべりエネルギーが
大きく低減されることが分かりました。また、図4-16（b）
に転位が運動する際の転位の模式図を示しています。純
Mgの特徴である二つに拡張した転位は柱面を運動する
際に収縮する必要があり、収縮に必要なエネルギーが大
きいのに対して、Y元素は収縮した状態を安定化し、柱
面上の運動が促進されることですべりの偏りが低減され
ることが分かりました。このように、原子レベルの解析
により合金化が及ぼす機械特性の変化を計算科学によっ
て予測できると期待されています。

合金化による機械特性の変化を予測する
－計算科学を用いた強化・軟化機構の理解－

図 4-15　六方晶金属のすべり面とすべりに必要なエネルギー
六方晶金属は（a）に示すように様々な結晶面を持っています。
金属の変形はこれらの結晶面のすべりによって生じますが、赤
い矢印に沿ったすべりに必要なエネルギーを（b）に示します。
エネルギーが低い底面が優先してすべることが予想されます。
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図 4-16　転位運動の（a）エネルギーの変化と（b）転位構造の変化
純マグネシウム（Mg）とイットリウム（Y）添加の Mg-Y 合金の転位
が柱面を運動するときのエネルギーを（a）に示します。Y 添加です
べりのエネルギーが大きく低下することが分かります。（b）では転
位の構造を示すために局所構造が完全結晶から大きく変化する原
子を赤で示しています。純 Mg で拡張していた状態が緑で示す Y
元素によって収縮することが分かります。
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測定が難しい放射性核種パラジウム-107 を定量
－レーザーを使って使用済燃料から高純度のパラジウムを回収し測定－

パラジウム（Pd）の放射性同位体 107Pdは、ウラン
の核分裂によって生成する放射性核種の一つで、使用済
燃料中に存在しています。半減期は約650万年と極め
て長く、長期間にわたって放射線を放出し人体に影響を
及ぼす可能性があります。従って、その存在量を測定し、
107Pdによる放射線の長期的な影響を予測するための
データを取得する必要があります。しかし、これまで使用
済燃料中の 107Pdが実際に測定された例がなく、実測値
の代わりに理論計算による推定値が使われていました。
107Pdの存在量を正確に測定するには、使用済燃料か
ら純度の高いPdを回収する方法が不可欠です。一般的
な分離法である吸着剤を充てんしたカラムを用いる場合
は、工程数が多くなり、短時間で高純度のPdを回収す
ることが困難です。さらに、近距離での操作が避けられ
ないため、使用済燃料のような多量の放射性物質を含む
試料を長時間取り扱うと、分析者の放射線被ばくが問題
となります。その上、試料溶液を密閉容器から取り出し
て操作することになり、前処理設備を放射性物質で汚染
させる恐れがあります。
本研究では、試料に355	nmの波長を持つパルスレー

ザーを照射してPdを選択的に沈殿分離することにより

回収し、使用済燃料中に存在する 107Pdを世界で初めて
定量することに成功しました（図4-17）。この方法では、
約20分のレーザー照射で90%以上のPdを使用済燃料
から回収できます。試料の近くで操作する必要がなく、
また、密閉したガラス容器内で沈殿生成が完了するため、
照射中の被ばくや放射性物質の飛散による汚染の可能性
はほとんどありません。
回収されたPd沈殿を王水（塩酸と硝酸の混合液）で
溶解し、使用済燃料を構成する主要元素の濃度を誘導結
合プラズマ質量分析計（ICP-MS）によって測定しました。
その結果、Pd以外の元素はほぼ検出されず（表4-3）、
99.9%以上の純度でPdが回収できたことが分かりまし
た。107Pdの測定妨害元素が完全に除去されたことから、
正確な 107Pdの定量の実現に至りました。
今後は、我が国が保有する高レベル放射性廃棄物

（HLW）への適用が期待されます。HLWは使用済燃料
よりも組成を予測しにくいため、本方法の適用範囲拡大
に向けて改良を進めています。これらの取組みを通して
HLWの 107Pd存在量を明らかにし、処分後の安全評価
における信頼性向上への貢献を目指します。

図4-１７　液体試料にレーザーを照射して高純度 Pd を回収する原理と操作手順
使用済燃料の溶解液にエタノールを加えパルスレーザーを照射すると、Pd イオン（Pd2+）はエタノールから電子を受け取って電荷を
持たない Pd 原子に変化します。Pd の原子同士は自己凝集し沈殿するため容易に回収することができます。また、試料から離れた場
所で操作可能であり、多量の放射性物質を含む使用済燃料でも分析者の被ばくは最小限に抑えられます。

表4-3　回収された Pd 沈殿への使用済燃料中主要元素の混入率
Pd 沈殿中には使用済燃料を構成する主要な元素の混入はほとんどありません。高純度の Pd が得られることに
よって正確な 107Pd の定量が実現します。
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海洋に放出された放射性物質の拡散を予測する
－原子力事故による海洋汚染を迅速に予測するシステムを開発－

図4-18　STEAMER のシステム構成と処理の流れ
気象庁から海象予報データを受信し、海洋拡散モデル
による 1 ヶ月先までの予測計算を実行し、計算結果を
可視化するまでに必要となる時間は約 3 時間です。

原子力施設等で万が一の事故により放射性物質が環
境中に放出されると、放射性物質は大気・陸域経由また
は直接海洋へ放出され、海洋汚染を引き起こします。海
洋環境の汚染状況を把握し緊急時対策を検討するため
に、事故により放出された放射性物質の分布と移行過程
を予測することは、日本国内のみならず近年原子力発電
所の立地が進む東アジアを包囲する海洋において重要で
す。そこで私たちは、日本周辺海域の原子力施設等で万
が一の事故により放射性物質が異常放出された際に、放
射性物質の海洋拡散を迅速に予測可能な新たな計算シ
ミュレーションシステム（緊急時海洋環境放射能評価シ
ステム、Short-Term	Emergency	Assessment	System	
of	Marine	Environmental	Radioactivity：STEAMER）
を完成させました（図4-18）。
STEAMERは、独自に開発した放射性物質の海洋拡
散モデルに、気象庁による最新の海象予報オンライン
データを入力し、放射性物質の海洋放出量の情報を設定
することにより、海水中及び海底堆積物中の放射性物質
の濃度を1ヶ月先まで予測可能なシステムです。日本

を含む東アジア諸国の原子力施設及び日本周辺海域にお
ける任意の場所からの放射性物質の放出に対して、その
後の拡散状況を推定することが可能です。また、原子力
機構が開発した放射性物質の大気拡散を予測する緊急時
環境線量情報予測システム（世界版）WSPEEDIと結
合して用いることで、大気を経由して海洋へ降下する放
射性物質の分布を推定することも可能です。東京電力福
島第一原子力発電所（1F）事故による海洋汚染状況の
再現計算（図4-19）を実施し、システムによる推定結
果が観測を良好に再現したことから、本システムの高い
推定性能を実証することができました。また、約2年5ヶ
月にわたる試験運用によりシステムの安定性と堅牢性を
確認しています。
本システムにより、海洋汚染予測情報に基づく海洋モ
ニタリング測点の設定、海洋モニタリング結果を用いた
放射性物質の海洋への放出量推定と汚染分布の再現、こ
れらに基づく禁漁海域及び航行禁止海域の設定など、緊
急時対策の検討及び事故の詳細解析に資することが可能
となります。

図4-19　1F 事故による放射性物質の海洋拡散の計算例
2011 年 4 月 15 日におけるセシウム-137 の海表面の濃度分布を
推定した結果です。大気からの降下による広域分布と海洋への
直接放出による近海での高濃度分布を良好に再現しています。
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中性子線量評価の信頼性を高める校正場の開発
－実際の作業現場の中性子エネルギー分布を考慮した減速中性子校正場－

原子炉施設や加速器施設などの中性子を扱う施設に
おいては、作業者の被ばく管理を目的として中性子サー
ベイメータや個人線量計が広く利用されています。これ
らの線量計は、通常 252Cf や 241Am-Beなどの放射性同
位元素（RI）を利用した中性子線源を用いて定期的に
校正されていますが、RI線源から直接放出される中性
子は、数MeV付近に局在したエネルギー分布を示し、
実際の作業場のエネルギー分布とは大きく異なる場合が
多いです。中性子線量計の応答は、使用する場所の中性
子エネルギー分布に強く依存することから、RI線源を
用いて適切に校正を行っていた場合でも、実際の作業場
においては、線量を過大または過小評価してしまうこと
があります。この問題を解決するのが、中性子線源と減
速材を組み合わせることで実際の作業場の中性子エネル
ギー分布を模擬した校正場（減速中性子校正場）です。
作業場に近いエネルギー分布を持つ校正場で線量計を校
正することで、作業場における中性子線量をより正確に
評価することが可能となります。
原子力科学研究所の放射線標準施設棟では、2個の

241Am-Be線源と、当施設の熱中性子校正場で使用され
ている黒鉛パイルを減速材として用いた新しい減速中性
子校正場を整備しました（図4-20）。熱中性子校正場と

して利用する際は、黒鉛パイルの中心に線源を設置する
のに対し、本校正場では、熱化が進んでいない1	eV～
数 100	keVの中性子を多く取り出せるよう、黒鉛パイ
ル表面に近い線源装荷孔に線源を設置します。また、線
源の装荷位置を変えることで、校正場の中性子エネル
ギー分布が可変となります。さらに校正点における熱中
性子の量を減らすために、黒鉛パイル表面に熱中性子遮
へいシート（Gd含有）を設置しました。
計算シミュレーション及び測定により評価された校
正場の中性子エネルギー分布を図4-21に示します。原
子炉施設や再処理施設などの作業場で見られるような、
数MeVから熱中性子にわたる連続的なエネルギー分布
を示し、フルエンス平均エネルギーは、0.84	MeV（posA）、
0.60	MeV（posB）となりました。さらに、得られたエ
ネルギー分布を基に、校正場の基準量となる周辺線量当
量率（H*（10））及び個人線量当量率（Hp（10））を決定し、
線量計の校正等を行う上で十分な20～ 50 μSv/hの線
量率が得られることが確認できました。
本校正場は、原子力機構の施設供用制度の枠組みの
もと外部ユーザーへも公開されており、線量計の校正や
中性子検出器の特性試験に利用することができます。

図 4-20　減速中性子校正場の外観
黒鉛パイル内部に設置された 241Am-Be 線源から放出された中
性子が黒鉛中で減速され、いろいろなエネルギーの中性子として
パイル表面から放出されます。線源の装荷位置（posA、posB）
を変えることにより、異なるエネルギー分布を持つ校正場が利
用可能です。

原子力基礎工学研究

図 4-21　減速中性子校正場の中性子エネルギー分布
校正点における中性子エネルギー分布を、計算シミュレーショ
ン及びスペクトロメータを用いた測定により評価しました。数
MeV から熱中性子にわたる連続的なエネルギー分布を持ち、
平均エネルギーは、0.84 MeV（posA）、0.60 MeV（posB）と
なりました。
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中性子利用研究等５５５５５５５５５５５５５
幅広い科学技術・学術分野における革新的成果の創出を目指して
原子力機構では、科学技術基本計画に基づき中性子利
用研究や放射光利用研究を通して科学技術イノベーショ
ンの創出を促し、科学技術・学術の発展や産業の振興に
貢献することを目指しています。そのため、大強度陽子
加速器施設J-PARCや、大型放射光施設SPring-8の
ビームライン等を活用して、中性子施設・装置の高度化
や、中性子・放射光を利用した原子力科学、物質・材料
科学を先導する研究開発を行っています。

（1）J-PARC に関する研究開発
J-PARC は、リニアック、3	GeV シンクロトロン、
50 GeVシンクロトロンの三つの陽子加速器と、中性子、
ミュオンを用いて物質・材料研究に関する実験を行う物
質・生命科学実験施設（MLF）、K中間子等を用いた原
子核・素粒子実験を行うハドロン実験施設及びニュート
リノを発生させるニュートリノ実験施設から成り、国内
外の利用に供しています。
2016年度、J-PARCでは、MLFに150 kWから200 kW
のビームを供給し、目標の7サイクル（154日）の中性子
利用運転を、90%を超える良好な稼働率で実施しまし
た。MLFでは、中性子実験装置19台とミュオン実験
装置2台を運用し、物質科学、材料科学等にかかわる
幅広い実験が行われたほか、国際的な人材育成に貢献す
る中性子・ミュオンスクール等も開催されました。中で
も、エネルギー分析型中性子イメージング装置、螺鈿
（RADEN）（図5-1）では、中性子が鉄鋼材料を透過する
際のブラッグ反射に起因する特徴的なエネルギー依存性
を二次元的に取得・解析し、実用鉄鋼材料の結晶組織情
報の可視化（直接取得）に成功しました。この結果は、
中性子回折や電子線後方散乱回折による検証結果とも良
く一致し、従来の中性子ラジオグラフィを凌駕する精度
が得られ、今後、実用製品の性能向上に本手法が貢献す
ることが期待されます。本章では、特殊環境微小単結晶
中性子構造解析装置（SENJU）（図5-1）を用いて、中性

子回折法により、中性子吸収が大きい希土類元素を含む
物質の磁気構造解析に成功した成果（トピックス5-1）
と、多層膜の磁性材料の構造解析における斜入射偏極中
性子散乱法の有効性を示す成果（トピックス5-2）を紹
介します。
加速器においては、目標であるビーム出力1 MWでの
安定運転を目指してビーム調整試験と機器の高度化が進め
られました。リニアックでは、加速ビーム電流	40 mA
で安定に運転を行うとともに、イオン源で約1350時間
の連続運転を達成しました。3 GeVシンクロトロンでは、
高出力化の妨げとなるビーム不安定性の発生要因につい
て、数値解析や試験により加速段階のビーム挙動を精査
した結果、加速の後半で安定性を向上させる必要性を見
いだしました（トピックス5-3）。

（2）中性子や放射光を利用した研究開発
物質科学研究センターは、中性子や放射光を用いた先
端分析技術を開発・高度化し、幅広い科学技術・学術分
野における革新的成果・シーズの創出を目指しています。
2016年度、中性子利用研究では、J-PARC	MLFの
iMATERIA（図 5-1）で世界最速の中性子回折集合組織
測定法を開発しました（トピックス5-4）。この成果は、
自動車の軽量化等につながる研究開発に役立つことが期
待されます。また、小角中性子散乱法により、体内に薬
剤等を輸送するドラッグデリバリーキャリアとして期待さ
れるハイドロゲルナノ粒子の微細構造を明らかにしまし
た（トピックス5-5）。放射光利用研究では、SPring-8
の高輝度放射光を用いて、優れた機械特性を持つステン
レス鋼SUS304を調査し、新規ナノサイズ結晶相を発見
しました（トピックス5-6）。本研究の成果は今後、水素
によるステンレス鋼の脆化の機構解明等につながると期
待されます。また、軟X線角度分解光電子分光（図5-2）
を超伝導と磁性が共存するウラン化合物に適用し、その
電子状態を明らかにしました（トピックス5-7）。今後の
物質開発にも役立つと考えられています。

図 5-1　物質・生命科学実験施設（MLF）の中性子実験装置群
第 2 実験ホールの写真です。本章で成果を紹介する 3 台の実験
装置（SENJU、iMATERIA、RADEN）の位置を白線で示します。

図 5-2　トピックス 5-7 で使用された SPring-8 BL23SU
軟Ｘ線ビームラインであり、表面化学、生物物理分光、固体
物理の分野での利用研究が展開されています。
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5-1 中性子吸収が大きい物質の磁気構造解析をパルス中性子で実現
－単結晶パルス中性子回折を用いた EuGa4 の磁気構造解析－

図 5-4　20 K と 4 K でのある面上での中性子回折強度分布
16 K 付近の反強磁性転移に伴い、磁気反射（赤丸）が現れています。

中性子回折による磁気構造（スピンの配列）の解析
は、物質の磁気的性質を調べるための重要な手段の一つ
です。特に、単結晶試料を用いれば複雑な磁気構造でも
高精度で決定することができます。しかしながら、ユウ
ロピウム（Eu）、サマリウム（Sm）、ガドリニウム（Gd）
などの希土類元素は中性子の吸収が非常に大きく、ま
た、中性子のエネルギーと吸収の大きさの関係が複雑な
ため、これらの元素を含む物質の磁気構造の決定は容
易ではありませんでした。この課題に対して私たちは、
J-PARC物質・生命科学実験施設（MLF）の大強度パ
ルス中性子を活用した高効率測定によって物質構造を精
度良く決定できる特殊環境微小単結晶中性子構造解析装
置（SENJU）で得られた質の高い中性子回折データに、
大きくかつ複雑な中性子吸収に対応した中性子吸収補正
法を開発して適用することで、122系と呼ばれる多様な
物性を示す一連の化合物の最も基礎的な形態であると考
えられているEuGa4の磁気構造解析に成功しました。
図5-3は SENJUの試料周囲に設置された検出器で
捉えた、EuGa4 からの中性子回折パターンです。非常
に大きい中性子吸収のため、通常の物質では見られない
影が現れていますが、個々の回折斑点は明瞭に観測され

ています。この斑点一つ一つの強度を正確に得られれば
その物質の内部の原子やスピンの配列を知ることができ
ますが、吸収が大きい場合、観測された強度そのものか
らは正しく構造を得ることができません。そこで、原子
核データベースに登録されているEuの中性子吸収断面
積のエネルギー依存性をもとに回折強度を補正する方法
を開発し、解析に適用しました。また、回折斑点の強
度だけでなく、位置にも重要な情報が含まれています。
図5-4はEuGa4 の結晶格子を反映したある面上に中性
子回折強度の分布を焼き直したものです。スピンの配列
が規則的になると予測されていた温度（16	K）以下で
新たな斑点が現れており、その位置からおよそのスピン
配列を予測できます。このような情報と、中性子以外の
磁気的な測定の結果から、EuGa4 の磁気構造は図5-5
のようにスピンの方向が互い違いになった構造であり、
磁気モーメントの大きさ（緑の矢印の長さ）は2価のEu
として理想的な大きさであることが導き出されました。
まだまだ謎の多い希土類化合物の物性ですが、装置
とともに手法の開発を進め、構造の面からその未知の部
分へ迫りたいと考えています。

●参考文献
Kawasaki,	T.	et	al.,	Magnetic	Structure	of	Divalent	Europium	Compound	EuGa4	Studied	by	Single-Crystal	Time-of-Flight	Neutron	
Diffraction,	Journal	of	the	Physical	Society	of	Japan,	vol.85,	no.11,	2016,	p.114711-1-114711-5.
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図 5-5　中性子によって導き出された EuGa4

の 4 K での結晶構造と磁気構造
Eu を赤、Ga を青で示しており、緑の矢印
はスピンの向きと磁気モーメントの大きさを
表しています。

図 5-3　SENJU の検出器で捉えた EuGa4 からの中性子回折パターン
Eu の大きな吸収のために影が現れますが、明瞭な回折斑点が観測されました。
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5-2 磁気多層膜特有の磁性メカニズム解明への挑戦
－斜入射偏極中性子散乱法の多層膜面内磁気構造解析への応用－

図 5-6　斜入射偏極中性子散乱法の散乱ジオメトリ
非鏡面反射法は散乱面内の散乱強度分布を、斜入
射小角散乱法はそれと垂直な面内の強度分布をそ
れぞれ測定します。測定データの解析により面内
相関長が得られます。これらの手法は面内構造の
分解能が異なるため、相補的に利用することが重
要です。

多層構造を持つ磁性材料は、巨大磁気抵抗やトンネ
ル磁気抵抗のような特異な性質を示し、科学的及びデバ
イス開発の両面から研究開発が行われています。面内磁
気構造のサイズやスピンの向きは多層膜特有の物性を決
定づける重要なパラメータですが、その情報は表面から
直接得ることができません。
私たちは、斜入射偏極中性子散乱法（図5-6）が非破
壊でこれらの情報を取得できる唯一の手法であることに
着目し、多層膜の物性に対する定量的な解析を目指し、
仏国ラウエ・ランジュバン研究所の高中性子束原子炉の
偏極中性子反射率計D17と偏極中性子小角回折計D33
を用いて、Fe/Si 多層膜試料の中性子散乱測定を行い
ました。
Fe/Si 多層膜は中性子ビームの偏極に用いられます
が、偏極性能を得るための外部磁場を小さく抑える、す
なわちFe層の磁気特性を解明し、軟磁性化することが
重要な開発課題です。交換結合長（約20	nm）よりも小
さい結晶粒から成るFe層の磁性は、磁壁の形成と移動
によって理解されるバルクとは異なり、隣り合うスピン
の向きを揃えようとする交換相互作用により結晶粒内の
結晶磁気異方性が平均化されるというランダム異方性モ
デルで説明されます。
高精度の面内磁気構造解析を行うには、界面粗さに

よる散乱と磁気散乱を区別し、異なる面内構造の分解能
を相補的に利用するため、非鏡面反射（図5-7（a））と
斜入射小角散乱（図5-7（b））の両方のデータが必要です。
散乱データの解析は歪曲波ボルン近似シミュレーション
との比較により行いました。多層膜面内磁気構造からの
散乱は多層膜界面で起こる反射と屈折からの摂動とみな
せるので、その波動関数の解である反射波と透過（屈折）
波の重ね合わせと面内磁気構造に相当するポテンシャル
を用いて散乱断面積が計算できます。これに基づく散乱
強度計算コードを作成しシミュレーションを行った結
果、測定データが矛盾なく再現され、スピンの揃う領域
の1/2に相当する面内相関長を決定することができま
した（図5-7）。
この結果、斜入射偏極中性子散乱法が多層膜面内磁
気構造解析に有効であることを実証しました。また、ス
ピンの揃う領域が結晶粒よりもずっと大きいという結果
はランダム異方性モデルで説明できます。本モデルによ
るとFe層は微結晶粒化により軟磁性化されることから、
中性子ビーム偏極素子の高性能化のための重要な指針が
得られたことを意味します。本手法はFe/Si多層膜の
みならず、情報の高密度化のため磁気構造がますます小
さくなる磁気デバイス開発における構造解析にも役立つ
ことが期待されます。

図5-7　Fe/Si 多層膜（1 対層 10 nm、30 対層）に対する斜入射偏極中
性子散乱データ

（a）D17 での非鏡面反射及び（b）D33 での斜入射小角散乱のイメージです。
（c）は（b）の白線（磁気散乱）に沿った散乱強度分布です。測定データと
シミュレーションとの比較により磁気散乱の面内相関長が得られます。

●参考文献
Maruyama,	R.	et	al.,	Study	of	the	In-Plane	Magnetic	Structure	of	a	Layered	System	using	Polarized	Neutron	Scattering	under	Grazing	
Incidence	Geometry,	Nuclear	Instruments	and	Methods	in	Physics	Research	A,	vol.819,	2016,	p.37-53.
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5-3 大強度陽子ビームの安定化手法の確立
－ J-PARC 3 GeV シンクロトロンのビーム不安定化の要因特定と対策－

図 5-8　3 GeV シンク
ロトロンにおけるビーム
の水平位置の測定例
ビーム長をわずか2％縮
めるだけで、ビームの
電荷密度が上がり（青）、
ビームが安定化（赤→青）
し、0.020 s 後に安定に
出射されます。

世界の最先端の陽子加速器のビームの強度は、この
10年で、1桁向上しました。一般に、加速器ではビーム
強度が上がると、ビームが加速中に進行方向に向かって
水平方向に大きく振動し、軌道から外れます。これをビー
ムの不安定性と呼び、ビームと加速器を構成している機
器や真空容器に誘起される誘導電流との相互作用が無視
できなくなるために生じます。これに対して、ビームを
安定化できる手法があれば機器の増設や改造を行わずに
ビームの大強度化を実現できます。本稿では、私たちが
開発した二つの新しいビーム安定化法を紹介します。
図5-8に、J-PARCの 3	GeVシンクロトロン（RCS）

における750 kWのビームの水平位置の測定例を示し
ます。赤線が示すように加速条件を工夫せずビームの電
荷密度が低いと、ビームは加速後半で不安定になります。
RCSのキッカー電磁石（以下、キッカー）はビーム
の加速終了時に約300 ns でパルス状の磁場を誘起して
RCSからビームを出射させます。高速で出射磁場を調
整するために電磁石本体は真空容器の内部に設置し、
ビームと相互作用しやすくしていることが特徴です。こ
れは逆にいうと、ビームの加速中はキッカーがビームを
不安定にしやすいともいえます。図5-9に示すように、
ビームがRCSを周回中は、キッカーに付属するケーブ
ルの左端のスイッチはOFFになっています。このとき、

ビームがキッカーを通過すると、キッカーのコイルに電
流が誘起されます。私たちの構築した理論では、この電
流がビームを不安定にすると予想されました（図5-9）。
そこで、キッカーのケーブル端に抵抗をつなぐ改造を行い、
試験を行った結果、誘導電流は激減してビームの振動振
幅が抑制されることを測定で確認しました（図5-10）。
さらに、RCSを構成する四極電磁石の強さを変化させ、
ビームの水平方向の振動数と誘導電流がケーブル内を往
復する振動数が共鳴しないようにしました。すると、ケー
ブル端を改造しなくてもビームを安定にできることを測
定で実証しました。
また、私たちが構築した理論はビームを構成する陽子
間の反発力（空間電荷効果）も考慮に入れており、加速と
ともにその効果が小さくなることが、加速後半でビームが
不安定になる原因だと考えられました。それは、図5-8、
図 5-10の赤線で示した測定結果をよく説明できていま
す。この考えに基づき、意図的にビーム長を短くしビー
ムの電荷密度を高め空間電荷効果を向上させた結果、加
速後半でもビームを安定化させることに成功しました
（図5-8の青の0.010 s以後の結果）。
これらのビームの安定化法は、RCSで目標とする
1 MWのビーム出力の条件を確立する上で大きな役割を
果たしました。

図 5-10　 キ ッ カ ー の
ケーブル端末の違いに
よるビームへの影響
ビームが最も不安定にな
る加速条件で、ケーブル
端に抵抗をつなぐと誘導
電流が激減し、ビームの
振動振幅が抑制されます

（赤→青）。

●参考文献
Shobuda,	Y.	et	al.,	Theoretical	Elucidation	of	Space	Charge	Effects	on	the	Coupled-Bunch	Instability	at	the	3	GeV	Rapid	Cycling	
Synchrotron	at	the	Japan	Proton	Accelerator	Research	Complex,	Progress	of	Theoretical	and	Experimental	Physics,	vol.2017,	issue	1,	
2017,	p.013G01-1-013G01-39.

図5-9　加速中のビームがキッカーに誘起する誘導電流の時間的な変化（1 → 2 → 3）を示した模式図
ビームが 3 GeV シンクロトロンを周回中は、ケーブルの左端のスイッチはOFF になっています。このとき、ビームがキッカーを通過すると、
そのコイルに電流を誘起します。この電流は、ビームがキッカーを通過するたびに誘起され重畳されるため、ビームを不安定にします。
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5-4 中性子回折で材料開発のフロンティアを拓く
－世界最速の中性子回折集合組織測定法を開発－

異なる方位を有する複数の小さな結晶の粒（結晶粒）
が集まってできた多結晶金属材料では、材料製造過程の
圧延や加熱により、結晶の向きがある程度揃った状態に
なることがあります。この結晶の向きの偏りを集合組織
と呼び、その状態が材料強度や変形特性に影響すること
が知られています。そのため、集合組織を正確に把握し
制御することが、強度特性に優れた工学材料の開発に重
要であり、そのために高速で効率的な測定システムの開
発が期待されています。
集合組織測定には、一般的にX線回折法が用いられ
ますが、金属材料に対する侵入深さが数十ミクロン程度
のX線では、表面近傍の集合組織測定に限られ、材料
強度特性に関連するバルク平均の集合組織を得るのは困
難です。一方で、中性子線の高い透過性を用いることに
より、中性子回折法によるバルク平均の集合組織測定が
可能になります。しかし、原子炉中性子線を用いた方法
では、単一波長の中性子線を試料に照射し、様々な向き
に飛んでいく回折線を一つの検出器で測定するため、試
料の角度を変えながら測定を繰り返す必要があります。
一方で、飛行時間型中性子回折法では、中性子が発
生してから試料で回折し、検出器で検出するまでの時間

を計測することで、異なる波長の中性子線を見分けるこ
とができます。また、J-PARC物質・生命科学実験施
設（MLF）にある茨城県材料構造解析装置（iMATERIA）
には、図5-11に示す多数の検出器により、132個の検
出点で同時に回折線を捉えることができます。これによ
り、試料の角度を変えずに測定が可能となり、1回の中
性子線照射だけで金属材料の集合組織だけでなく、それ
に含まれる相の割合（相分率）を決定することが可能と
なりました。定量的な集合組織や相分率の測定が困難と
いわれる二相ステンレス鋼圧延材の集合組織測定では、
1回の集合組織測定に要する時間は数分～10分程度で
あり、世界最速レベルの短時間での測定に初めて成功し
ました（図5-12）。
今後のJ-PARCの中性子線強度の増強により、集合
組織測定に要する時間を1分程度に縮められます。そ
のため、従来難しかった変形中や加熱中に生じる集合組
織や相分率の変化を追うことも可能となります。また、
高効率モーター用電磁鋼板の高性能化や、自動車軽量化
に必要な高張力鋼板に役立つと期待されます。
本研究は、茨城大学、茨城県、日本冶金工業株式会
社との協力によって得られた成果です。

図 5-11　iMATERIA における集合組織測定実験の模式図
色付きの四角形で示した検出器モジュールに、赤枠の四角形で
示すように任意の面積で複数個の検出点を設定し、各検出点で
試料からの回折を捉えます。

●参考文献
Onuki,	Y.,	Xu,	P.	G.	et	al.,	Rapid	Measurement	Scheme	for	Texture	in	Cubic	Metallic	Materials	using	Time-of-Flight	Neutron	Diffraction	
at	iMATERIA,	Journal	of	Applied	Crystallography,	vol.49,	part	5,	2016,	p.1579-1584.

図 5-12　結晶の向きの分布を三次元的（φ1、Φ、φ2）に
表した結晶方位分布関数の φ2 = 45°断面図

（a）、（c）は試料の角度を変えて複数回測定する従来用いら
れる方法で得たフェライト相とオーステナイト相の結晶方
位分布図です（36個の検出点で 5回測定）。（b）、（d）は今回
開発した試料の回転が必要ない方法で得た図です（132 個の
検出点で 1回測定）。いずれの方法でもほぼ同じ図形が得ら
れました。
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5-5 薬剤輸送用ナノ粒子材料の微細構造の解明
－小角中性子散乱が解き明かすナノゲル内部の微細構造－

図5-13　ナノゲル微粒子の形成
（a）疎水性基を有する親水性多糖は自己会合により水中
でナノゲル粒子を形成します。内部には薬剤等を取り込
むことができます。（b）親水性分子は天然多糖のプルラ
ン、疎水性分子はコレステロールで構成されます。

図5-13に示すように、疎水性基であるコレステロー
ルを化学的に修飾した天然多糖（プルラン）は疎水性基
同士の可逆的な相互作用により水中で自己会合して約
30	nmのハイドロゲルナノ粒子（ナノゲル）を形成しま
す。この粒子は体積の90％以上が水から構成されるた
め、内部にナノスケールの空間を有します。この空間に
タンパク質や水に溶けにくい疎水性の薬剤を安定に取り
込むことが可能であるため、体内に薬剤等を輸送するド
ラッグデリバリー（DDS）キャリアとしての応用が期
待されています。様々な薬剤のナノゲルへの取り込みや
放出はコレステロール基の分布や構造が関与することが
知られていますが、水を含むナノサイズの粒子を評価で
きる手法はほぼ皆無であることから今までその構造は明
らかにされていませんでした。そこで、ナノサイズの粒
子の構造を調べるのに適した小角中性子散乱（SANS）
法を用いて、その内部構造を解明することを試みました。
SANS法は、図5-14（a）に示すように対象物質に中性
子線を照射して、その物質による散乱を観察して解析する
ことで1 nmから数 µmの構造情報を得る手法です。中性
子線は優れた物質透過能力だけでなく、同位体を識別す
る能力を有するため、対象物の内部の微細構造を非破壊
で部分的に明らかにすることが可能です。例えば、多成分
から構成される物質中の水素原子（H）を同位体である重
水素（D）で部分的に置換することにより散乱にコントラ
ストが付き、各成分の構造情報を検出することができます。

本研究では、溶媒に重水素を加えてプルランに含まれ
る水酸基（-OH）のHをDに置換することにより、ナ
ノゲル内部のプルラン、コレステロール及び溶媒にコン
トラストを付与しました。図5-14（b）は溶媒中の重水
素の体積比率を0から 100%まで変化させた場合のナ
ノゲルの散乱スペクトルを示します。スペクトルの形状
はナノゲルの内部の情報を反映しています。図のように、
重水素置換によりプルラン、コレステロール、溶媒の散
乱コントラストが変化して、スペクトルの形状に変化が
観察されました。特異値解析を行うことにより、この強
度差からプルラン及びコレステロールの構造情報を含む
散乱スペクトルを抽出しました。それらのスペクトルに
対してフィッティング解析を行い、各々の大きさや分布
を評価した結果、ナノゲルの内部では平均約3個の疎
水性基が会合して1個の架橋点を形成しており、全体
として19個の架橋点が1.7	±	0.1 nmの距離で分布し
て存在していることを明らかにしました。今回初めて得
られた知見は、今後、さらなる高性能なDDSキャリア
材料を開発する上で重要な情報となります。
中性子を用いた実験は J-PARCの大強度中性子小
角・広角散乱装置「大観」にて行いました。本研究
は、日本学術振興会科学研究費補助金若手研究（B）
（No.25790087）「中性子ビームを用いた新規ナノゲル
材料の開発」の助成を受けたものです。

図5-14　小角中性子散乱の概略と結果
（a）小角中性子散乱（SANS）の概略図です。（b）試料中の水素原子
を重水素で部分的に置換した場合の散乱スペクトルです。（c）散乱ス
ペクトルを解析することにより明らかになったナノゲルの内部微細構
造です。

●参考文献
Sekine,	Y.	et	al.,	Nanoscopic	Structural	Investigation	of	Physically	Cross-Linked	Nanogels	Formed	from	Self-Associating	Polymers,	
The	Journal	of	Physical	Chemistry	B,	vol.120,	issue	46,	2016,	p.11996-12002.

中性子利用研究等

疎水性基［β］ 親水性多糖［α］

タンパク質または
疎水性薬剤

ナノゲル
粒子形成

タンパク質や
薬剤を内包

O 

O 

OR

OR
O 

O 

OR

OR
O 

CH2OR CH2OR

n 

OR

O 
OR

CH2

OR

R = H, D,
      or X （コレステロール） 

架橋点

X = CONH（CH2）6NHCOO 

［α］ プルラン

［β］ コレステロール（X）

（a）

（b）

重水素 100%

90%

80%

70%

0%

親水性多糖（骨格）の
構造の寄与が大きい

架橋点間の距離： 1.7 ± 0.1 nm

平均約3個の疎水性基が
会合して1個の架橋点を形成

一つのナノゲル粒子に
架橋点が約19個存在

散乱ベクトル（nm-1）
（角度に対応）

0.1 1 

入射中性子線
散乱中性子線

疎水性基（架橋点）の
構造の寄与が大きい各

角
度
に
対
す
る
散
乱
強
度

（a）

（c）（b）



原子力機構の研究開発成果　2017-18　61

5-6 より強いステンレス鋼の開発を目指して
－高輝度放射光を用い中間相としてε相を室温で世界初観測－

ステンレス鋼は、γ鉄を主成分としクロム（Cr）10.5%
以上、ニッケル（Ni）などの合金元素を微量に含む合
金鋼です。SUSはその呼称で、その代表的なものが
18%Cr、8%Niを含むJISで規格化されたSUS304です。
SUS304は錆びにくく機械的性質も大変優れているた
め、厨房・家電や自動車・鉄道車両、原子炉シュラウド
など幅広く実用されています。SUS304に外部から力
を加えると結晶構造が変わり、強くなる、伸びも大きく
なることが知られています。このような壊れにくく、加
工しやすい特性を向上させるためには、結晶構造の変化
のプロセスを解明することが大変重要となります。
SUS304の結晶構造は、γ相と呼ばれる面心立方構
造（face-centered	cubic:	 fcc 構造）の相の中に発生す
る欠陥や転位を起点に体心立方構造（body-centered	
cubic:	bcc 構造）の α’相に変化することが知られてい
ます。これまでの研究において、γ相から α’相への変化
において中間相として ε相と呼ばれる六方最密充填構造
（hexagonal	close-packed:	hcp構造）が出現することが
電子顕微鏡観察により報告されていますが、ε相は室温
以下の低温でしか観測されておらず、「室温においては」
ε相は出現しないと考えられてきました。
本研究では、室温において ε相が生成していることを
放射光回折法により調べました。実験は大型放射光施設
SPring-8のビームラインBL02B1において行いまし
た。図5-15は得られたX線回折データです。予ひずみ
の値が大きくなるに従い ε相が生成し、増加していく様
子が観察されました。さらに、この ε相の増加に遅れてα’
相が増加していく様子が観察されました。ε相の量は γ
相や α’相に比べると極めて少ないですが、SPring-8の

高輝度光源を用いることにより明瞭に観測することがで
きました。この結果はこれまでの報告とは異なり、室温
においても ε相が生成していることが分かりました。そ
して、γ相は中間相 ε相を経て α’相へ変化していること
が示唆されました。
そこで、次に α’相がどのようにして生成するのか、

ローレンツ透過型電子顕微鏡を用いてミクロなスケール
で組織観察を行いました。α’相は強磁性体ですのでロー
レンツ透過型電子顕微鏡を用いることによって非磁性
体である γ相（及び ε相）の領域と区別することができ
ます。予ひずみを与えた伸び20%の試料を観察したと
ころ、図5-16に示すように γ相の欠陥に沿って α’相が
存在していることが分かりました。このことは α’相が、
積層欠陥や転位の部分を起点に成長していることを示唆
しています。
以上の測定から、室温での加工誘起マルテンサイト変
態において新たに見いだされた一つのプロセスとして、
γ相の双晶境界付近に ε相が生成し、それが α’相へと変
態することが分かりました。これらの相がステンレスの
特性の起源となっている可能性があるため、現在これら
の性質を詳細に調べています。
なお、SUS304は水素を添加すると引張延性が下が
り脆くなるため、実用面において大きな課題となってい
ます。私たちの最近の研究から、水素による脆化は室温
において高密度の ε相が形成されることによって起こる
ことが分かってきました。すなわち本研究の成果は今後、
水素によるステンレス鋼の脆化の機構解明と水素環境中
で使用する材料提案や材料開発にもつながると期待され
ます。

●参考文献
Hatano,	M.,	Shobu,	T.	et	al.,	Presence	of	ε-Martensite	as	an	Intermediate	Phase	during	the	Strain-Induced	Transformation	of	SUS304	
Stainless	Steel,	Philosophical	Magazine	Letters,	vol.96,	issue	6,	2016,	p.220-227.

図5-15　予ひずみを与えた SUS304 試料の X 線回折
プロファイル
予ひずみの値が大きくなるに従い ε相が生成、増加し、
遅れて α’相が増加していく様子が観察されます。

図5-16　SUS304 試料片（伸び 20%）のローレンツ電子顕微鏡写真
（a）フレネル像は、点線で示した二つのγ相＋ α’相の結晶界面付近
に強磁性 α’相が生成しています。（b）フーコ像は、強磁性の α’相が
白く見え、積層欠陥や転位の周囲にナノサイズの点状のコントラス
トが観察されます。
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5-7 放射光で明らかになったアクチノイド化合物の電子状態
－超伝導と磁性の共存を示すウラン化合物の電子状態－

ウラン化合物などのアクチノイド化合物は、多様な磁性
や超伝導など複雑な物性を示しており、強相関電子系の
中でも特徴的な位置を占めています。特に、ウラン化合
物では超伝導が磁気秩序と共存することが多いことから、
超伝導と磁性がどのように競合・共存しているかという
物性物理学における普遍的な問題を理解する上で重要な
化合物となっています。ウラン化合物におけるこれらの
特異な物性は、電子相関効果によって遍歴性・局在性の
両方の性質を併せ持つU	5f	電子の性質に起因していま
すが、いまだにその統一的な理解には至っていません。
原子力機構専用ビームラインSPring-8	BL23SUは

ウランなどの放射性物質を非密封で取り扱うことが可能
であり、特に軟X線領域においては世界的に見ても唯
一の環境となっています。物質内部の電子状態を調べる
ことができる軟X線角度分解光電子分光は、物質の電
子状態を特徴づけるバンド構造やフェルミ面といった物
理量を直接観測することができます。図5-17に角度分
解光電子分光の模式図を示します。放出された光電子の
運動エネルギーと角度分布を測定することによって、バ
ンド分散、さらにはフェルミ面の形状を実験的に導出す

ることが可能です。私たちは、これまで多くのウラン化
合物の電子状態を明らかにしてきました。
本研究では、超伝導と磁性が共存するウラン化合物に
対して軟X線角度分解光電子分光により得られたバン
ド構造をバンド計算の結果と比較しました。ウラン化合
物の中には、従来は相反する性質であると考えられてき
た超伝導と強磁性が共存する物質系が発見されて注目を
集めています。図 5-18 に（a）URhGe、（b）UCoGe の
バンド構造とバンド計算の結果の比較を示します。実験
の結果、これらの化合物の大まかなバンド構造は、バン
ド計算によって説明されることが分かりましたが、一方
で、物質の電気伝導的な性質を決定しているフェルミ準
位近傍の構造については一致が悪くなることが分かりま
した。以上の結果は、超伝導や強磁性を担うU	5f 電子
は基本的に遍歴的な性質を持ちながらも、電子相関効果
を持つことを示しています。この結果は、ウラン化合物
の電子状態を理解する上で基礎的な情報であるだけでは
なく、超伝導と磁性共存のモデルを考える上でも役立つ
と期待されます。

●参考文献
Fujimori,	S.	et	al.,	Electronic	Structures	of	Uranium	Compounds	Studied	by	Soft	X-Ray	Photoelectron	Spectroscopy,	Journal	of	the	
Physical	Society	of	Japan,	vol.85,	no.6,	2016,	p.062001-1-062001-33.
Fujimori,	S.,	Band	Structures	of	4f	and	5f	Materials	Studied	by	Angle-Resolved	Photoelectron	Spectroscopy,	Journal	of	Physics:	
Condensed	Matter,	vol.28,	no.15,	2016,	p.153002-1-153002-31.

図 5-17　角度分解光電子分光の模式図
（a）角度分解光電子分光の測定配置です。試料に光を入射し、
放出される光電子のエネルギー・角度依存性を測定します。

（b）角度分解光電子スペクトルです。横軸の電子運動量は光
電子放出角度の関数となります。最も高い電子エネルギー
がフェルミ準位（EF）に対応します。

図 5-18　超伝導と強磁性の共存を示す（a）URhGe 及び
（b）UCoGe のバンド構造とフェルミ面の比較
横軸は電子運動量であり、実験スペクトルイメージの色は
光電子の強度で、強弱は図 5-17 と同じです。計算によるバ
ンドの色（赤、緑）はそれぞれウランと遷移金属原子からの
寄与を示します。縦軸の EF はフェルミエネルギーです。
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高温ガス炉水素・熱利用研究６６６６６６６６６６６６６
高温ガス炉と水素製造・熱利用技術の研究開発

エネルギー資源に乏しい我が国では、海外からの化
石資源の依存度を下げ、さらに地球温暖化問題解決に向
けて二酸化炭素の排出量を低減するために、安全性の確
保を大前提として原子力エネルギーの利用を進めること
を基本方針としています。そのためには、原子力エネル
ギーを発電だけでなく様々な分野で利用することが期待
されます。高温ガス炉は優れた固有の安全性を有し、多
様な産業利用が見込まれることから、エネルギー基本計
画や未来投資戦略2017において、高温ガス炉の研究開
発を推進することが国の方針として示されています。こ
れに応えるため、文部科学省原子力科学技術委員会高温
ガス炉技術研究開発作業部会の提言に基づいて、将来的
な実用化像や国際協力のあり方等を検討するため設立さ
れた高温ガス炉産学官協議会では、高温ガス炉の実用化
戦略や海外戦略について検討が進められています。
高温ガス炉はセラミックス被覆燃料、黒鉛構造材、
ヘリウムガスを使用することにより、950	℃の高温熱
を取り出すことができるとともに、いかなる事故が発生
しても原理的に炉心溶融を起こさない設計が可能な原子
炉です。世界最先端の国産技術（放射性物質を閉じ込め
る被覆燃料粒子の製造技術、優れた材料特性及び耐照射
性を有する大規模黒鉛ブロックの製造技術など）を用
いて建設した高温工学試験研究炉（HTTR）は、2004
年に 950 ℃の熱を取り出すことに世界で初めて成功し、
2010年には950 ℃で50日間の連続運転により、安定

に高温核熱を供給できることを実証しました。さらに、
原子炉の冷却が停止し、スクラムによる停止に失敗する
ような異常状態においても、原子炉が自然に停止し、安
定な状態を維持できることも実証しました。このような
特長を有する高温ガス炉は、ヘリウムガスタービンによ
る高効率発電、水素製造、さらにはガスタービン下流
で約200 ℃の熱を取り出して海水淡水化も可能であり、
多様な産業利用に応えることができます（図6-1）。
現在、私たちは、安全性や経済性に優れた高温ガス炉
の特長を活かし、HTTRを用いた熱利用技術の実証に向
けたシステムの設計を進め（トピックス6-1）、高温ガ
ス炉の熱利用に不可欠な新たなヘリウム／ヘリウム熱交
換器の提案を行うとともに（トピックス6-2）、冷却材
圧力を調整して原子炉の出力制御を行うインベントリ制
御時の熱負荷応答性を確証しました（トピックス6-3）。
さらに、耐酸化性を向上させた燃料を用いた炉心設計に
も取り組んでいます（トピックス6-4）。また、高温ガ
ス炉の熱利用技術として取り組んでいる革新的な水素製
造技術である熱化学水素製造 IS法の開発においては、
工業材料製の連続水素製造試験設備の試運転に成功しま
した（トピックス6-5）。さらに、HTTRの炉内温度を
測定するために、溶融ワイヤを用いた温度測定技術開
発も進めています（トピックス6-6）。現在、HTTRは
震災後に制定された新規制基準の適合性確認を受けてお
り、再稼働に向けて準備を進めています。

図 6-1　高温ガス炉の特長
高温ガス炉は、ヘリウムガス冷却、黒鉛減速の熱中性子炉で、優れた固有の安全性を有しており、水素製造や発電などの多様な熱利
用に応えることができる原子炉です。このような特長から、原子力に対する信頼を回復できる炉型として大いに期待されています。
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図 6-2　HTTR-GT/H2 プラントの安全確保策
「発電機の負荷喪失」に対しては、系統圧力を調整しタービン
回転数上昇を抑制する方法、「水素製造施設の除熱喪失」に対
しては、圧縮機出口低温ヘリウムのタービン入口導入により温
度上昇を抑制する方法を安全確保策として適用しました。

6-1 高温ガス炉コジェネレーションシステムの実証に向けて
－ HTTR 熱利用システムの機器仕様を決定し、安全性を確認－

高温ガス炉は安全性に優れ、高温熱供給が可能であ
ることから、発電のみならず水素製造など多様な産業
利用が期待されています。私たちは高温工学試験研究炉
（HTTR）を用いて、高温ガス炉を用いた高効率で、二
酸化炭素を排出しない水素・電力コジェネレーションを
実証するHTTR熱利用試験を計画しています。
HTTR熱利用試験では、高温ガス炉による熱利用技術
の確証や世界で初めての原子炉施設への化学プラント接
続に係る許認可取得を目指しています。2015年度から2
年間、HTTRとヘリウムガスタービンや水素製造施設から
構成される熱利用システムを接続したHTTR-GT/H2プ
ラントの系統設計や機器設計を行い、電気出力1	MWe、
水素製造量30	Nm3/h規模のプラントの系統構成や機器
仕様を設定しました。
また、熱利用システムでの異常発生時にも、原子炉
施設の安全確保策が十分であることを確認するため、
HTTR-GT/H2プラントの安全解析を行いました。はじ
めに、新規設置の機器故障がプラント過渡挙動へ与える
影響を定性的に分析し、評価が必要な事象として、「発
電機の負荷喪失」と「水素製造施設の除熱喪失」を選定
しました。次に、選定事象についてシステム解析コード

RELAP5を用いてプラント過渡挙動を評価しました。
安全確保策については、高温ガス炉コジェネレーション
システムの設計技術確証の観点から、実用高温ガス炉と
同じ設備や運転方法を適用しました。具体的には、「発
電機の負荷喪失」に対してタービンバイパス弁で系統圧
力を調整しタービン回転数上昇を抑制する方法を、「水
素製造施設の除熱喪失」に対して圧縮機出口の低温ヘリ
ウムをタービン入口に導入して冷却材温度上昇を抑制す
る方法としました（図6-2）。
解析の結果、「発電機の負荷喪失」について、制御系
故障を想定しつつ、HTTR設計情報に基づき計測系誤
差や運転時変動幅を厳しく見積もった場合でも、燃料や
原子炉冷却材を内包する構造物の温度上昇はほとんどな
く、プラントの健全性が損なわれないことを確認しまし
た。また、「水素製造施設の除熱喪失」について、警報
装置が作動に至らず、原子炉の安定運転継続が可能であ
ることを確認しました（図6-3）。
HTTR熱利用試験の実現には、国際協力を活用した
費用分担により建設コストを削減することが重要です。
今後、本試験に興味を持つ国との研究協力の下で試験計
画を具体化する予定です。

●参考文献
佐藤博之ほか，HTTR接続熱利用システムのプラント過渡挙動評価−ヘリウムガスタービンと水素製造施設接続に伴うHTTRの安全
評価−,	JAEA-Technology	2017-020,	2017,	23p.

高温ガス炉水素・熱利用研究

図 6-3　HTTR-GT/H2 プラント過渡挙動
実用高温ガス炉と同じ設備や運転方法により、原子炉施設の
安全性が確保されることを確認しました。
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6-2 高温ガス炉の熱利用に向けた高温機器の開発
－低コスト・長寿命化が可能な中間熱交換器の提案－

私たちは、高温ガス炉（HTGR）の熱利用に向けた高
温機器の開発として、水素製造設備への熱を供給するた
めの中間熱交換器（IHX）とガスタービンを直列に配置す
ることで、水素製造と発電に効率的に熱を供給できる高
温ガス炉コジェネレーションシステム（GTHTR300C）の
研究開発を進めています。本システムの実証に向けて、高
温工学試験研究炉（HTTR）に接続するヘリウムガス
タービンによる発電及び熱化学法 ISプロセスによる水
素製造システム（HTTR-GT/H2）について設計検討を
行っています。IHXは高温ガス炉熱利用において重要
な機器であり、高温環境下で使用されることから、その
構造健全性を確保するため高温強度（クリープ強度）に
優れた機器設計が必要となり、製造コスト増大が懸念さ
れています。そこで本研究では、IHXのクリープ強度
向上、コスト削減を目的に、水平型 IHXの構造概念を
提案し、クリープ寿命評価及びGTHTR300Cにおける
コスト評価を行いました。
HTTR-GT/H2 用で設計検討した第2IHX（2次系ヘ

リウムと3次系ヘリウムを熱交換する中間熱交換器）の
設計条件は交換熱量0.7	MWとし、3次系側のガスが2
次系側へ流入することを防止するために、2次系側の圧
力を3次系側の圧力よりも0.12	MPa高く設定してい
ます（表6-1）。水平型の第2IHXは、外胴、内胴、フロー
ガイド、伝熱管等で構成され、垂直型では伝熱管サポー
トに必要だったセンターパイプを不要とし、フローガイ
ドのみとなることで、垂直型と同等の耐震強度を確保し
つつ、物量低減が可能となりました。
水平型第2IHXのガス流路は、内胴の内側を流れる2

次系ガス（　　）、伝熱管を流れる3次系ガス（　　）、
外胴と内胴の間を流れるヘリウムガスタービンからの
戻り2次系ガス（　　）及び水素製造施設からの戻り3
次系ガス（　　）に大別されます（図6-4）。内胴の内
側では、2次系ガスと3次系ガスの熱交換が行われ、外
胴と内胴の間に温度の下がった戻りガスが流入すること
で、胴部側面の冷却効果が向上し、機器全体の熱応力低
減を可能としました。
応力計算は、汎用有限要素法構造解析プログラム
ABAQUSを用いて行い、水平型第2IHXのクリープ寿
命評価では、センターパイプが不要になったことで伝熱管
における支持応力が軽減され、材料のクリープ破壊に耐
える伝熱管の支持スパンが垂直型IHXの1.4	mに対して、
0.9 mに短縮できました。これにより、伝熱管における最
大発生応力を、垂直型で4.3 MPaだったのに対し、水
平型で1.9 MPaと大幅に低減できたことで、これまで
20年だった設計寿命に対し、40年の連続運転に相当す
る累積クリープ損傷係数に対応する許容応力（2.6 MPa）
を満足する値を達成できました。なお寿命評価について
は、これにあわせて長時間のクリープデータ取得等によ
る妥当性検証が今後必要であると考えます。
以上の評価を基に、GTHTR300C での交換熱量
170	MWの水平型 IHXにおける物量評価を実施しまし
た。その結果、垂直型に比べ、素材重量を大幅に低減で
きたことで、素材費で30%のコスト削減効果が見込め
ることが分かりました。
今後は、これら結果を踏まえて、水平型第2IHXの
詳細設計について検討を進めていきます。

●参考文献
Yan,	X.,	Iwatsuki,	J.	et	al.,	HTTR-GT/H2	Test	Plant	-	System	Design,	Proceedings	of	8th	International	Topical	Meeting	on	High	
Temperature	Reactor	Technology	(HTR	2016),	Las	Vegas,	Nevada,	USA,	2016,	p.827-836,	in	CD-ROM.

高温ガス炉水素・熱利用研究

表 6-1　HTTR-GT/H2 を想定した0.7 MW 第 2IHX の
設計条件
運転圧力を 3次系側よりも 2次系側を高く設定するこ
とにより、伝熱管破損時に 3次系側のガスが 2次系側
へ流入することを防止できます。3次系側出口温度は
840 ℃であり、高温熱利用を可能としています。

内胴

断熱材
外胴

戻り3次系ガス

伝熱管最大応力
発生部位

支持スパン

2次系ガス

伝熱管

3次系ガス

戻り2次系ガス

フローガイド

2 次系側 3 次系側

ヘリウムガス流量（kg/s） 2.57 0.389

入口温度（℃） 885 493

出口温度（℃） 832 840

入口圧力（MPa） 4.19 4.07

対数温度差（℃） 146

伝熱管外径（mm） - 45

伝熱管本数（本） - 10

コイル巻き直径（mm） - 1140

図 6-4　HTTR-GT/H2 を想定した 0.7 MW 第 2IHX の概念図
本構造は、センターパイプの削減や多重容器構造の簡略化で、従来の垂直型
IHX よりも、最大応力が付与される伝熱管の一次応力を低減でき、設計寿命
40 年に相当する許容応力を満足するとともに、物量低減によるコスト削減も
可能としました。
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➡
➡



66　原子力機構の研究開発成果　2017-18

6-3 熱利用系を接続した高温ガス炉の負荷追従運転の実用化に向けて
－異なる冷却材圧力での熱負荷変動吸収性を解明－

図 6-5　冷却材圧力に対する熱負荷変動吸収性確認試験
異なる冷却材圧力において、ガス循環機からの入熱により原子
炉入口冷却材温度を一定に保持し、空気冷却器を通る加圧水温
度に変動を与えました。これにより、原子炉入口冷却材温度に
最大 30 ℃の変動を与え、冷却材圧力に対する熱負荷変動吸収
性を調べました。

電力網が整備されていない遠隔地や開発途上国に、
水素製造施設やガスタービン発電システムを接続した高
温ガス炉を設置する場合、経済性向上の観点から、熱利
用の需要に応じて原子炉の出力を調整する負荷追従運転
が必要となります。負荷追従運転では、原子炉出口冷却
材温度を一定とし、冷却材圧力により冷却材の質量流量
（インベントリ）を制御することで、原子炉出力を調整
します。これにより、水素や電力の需要に応じた出力制
御により経済性を高める運転が可能となります。
一方、水素製造施設等の熱利用施設は、経済性向上
のため、原子炉施設ではなく一般産業施設として設置し
ます。そのため、熱利用施設の異常時に想定される温度
変動（熱負荷）が原子炉入口に伝播した場合においても、
原子炉出力や原子炉出口冷却材温度が運転上の制限値を
超えないことを示す必要がありました。これまでの研究
で、定格出力運転時の冷却材圧力が高い状態において、
この熱負荷は、原子炉側部の金属構造物の凹凸による伝
熱促進効果により吸収・抑制され（熱負荷変動吸収性）、
炉側部金属構造物が炉心への急激な温度変動投入を防止
する熱負荷の緩衝材として働くことを明らかにしていま

す。これにより、炉心の温度変動に伴う出力調整がスムー
ズに働き、原子炉出力及び出口冷却材温度は安定します。
しかしながら、インベントリ制御時の冷却材圧力が低い
状態では、熱伝達率が低下することから、同様のメカニ
ズムが有効に働くか確認する必要があります。
インベントリ制御時の冷却材圧力が低い場合には、①
冷却材の熱伝達率の低下によって炉側部金属構造物温度
の変動が緩慢になる、②質量流量の低下により冷却材の
熱容量が低下し、冷却材の構造物への温度追従性が良く
なるという事前の理論評価に基づき、原子炉出口冷却材
温度の変動は緩慢になると予測しました。そして、この予
測を確認するため、高温工学試験研究炉（HTTR）を用い、
異なる冷却材圧力（1.1及び 2.5	MPa）のもと、ガス循環
機からの入熱により原子炉を加熱した状態で、原子炉入
口冷却材温度を約30 ℃変動させ、原子炉の熱負荷変動
吸収性に関する試験データを取得しました（図6-5）。
試験の結果、低圧時の熱負荷変動吸収性が高圧の場
合に比べて優れていることを確認し、高温ガス炉におけ
る負荷追従運転の実現に向け、異なる冷却材圧力での熱
負荷変動吸収性を明らかにしました（図6-6）。

図 6-6　熱負荷変動吸収性に対する冷却材圧力の影響
緑色のデータが高圧の結果、赤色のデータが低圧の結果を示し
ます。原子炉入口冷却材温度の変動に対する出口冷却材温度の
応答は、高圧よりも低圧の方が緩やかで変動が伝わりにくく、
熱負荷変動吸収性に優れていることが分かりました。

●参考文献
Inaba,	Y.	et	al.,	Nuclear	Heat	Supply	Fluctuation	Tests	by	Non-Nuclear	Heating	with	HTTR,	Journal	of	Nuclear	Engineering	and	
Radiation	Science,	vol.2,	issue	4,	2016,	p.041001-1-041001-7.

高温ガス炉水素・熱利用研究

原子炉

ガス循環機

熱交換器

空気冷却器

加圧水
循環ポンプ

③データ取得

炉心

出口
入口

HTTR
炉側部
金属構造物 ②流量調節による

　外乱投入

①入熱による
　温度保持

0 2 4 6 8 10

0 

0.2

0.6

0.8

1.0

0.4

原子炉出口（図6-5参照）
高圧（2.5 MPa）
低圧（1.1 MPa）

高圧
低圧

原子炉入口（図6-5参照）

応答緩慢

経過時間（h）

低圧
高圧

温
度
変
動
の
割
合



原子力機構の研究開発成果　2017-18　67

10 mm

26 mm

39 mm

燃料ブロック

燃料核（UO2）
低密度熱分解炭素
高密度熱分解炭素
炭化ケイ素
高密度熱分解炭素

0.92 mm

被覆燃料粒子

燃料棒

580 mm

SiC/C母材
燃料コンパクト

母材を従来の黒鉛
からSiC/Cに換えて
耐酸化性能を向上

6-4 より安全な高温ガス炉に向けて
－耐酸化燃料を装荷した炉心の核熱設計－

図6-7　耐酸化性を向上させた高温ガス炉燃料の例
従来の燃料コンパクトは、燃料核（直径約 0.6 mm）をセラミック
スで多重被覆した被覆燃料粒子（直径約 1 mm）を黒鉛母材で焼
き固めたものですが、母材を炭化ケイ素と黒鉛の混合物（SiC/C）
に換えることで耐酸化性が向上します。

高温ガス炉の特徴的な事故である配管破断時の空気
侵入事故において想定を超える空気が侵入しても、優れ
た耐酸化性により燃料コンパクトの健全性が維持され、
高温ガス炉のさらなる安全性向上が期待できる耐酸化
燃料（SiC/C母材燃料コンパクト）の研究を進めていま
す（図6-7）。SiC/C母材燃料コンパクトの導入に向け
ては、燃料製造技術を確立するとともに、炉心の核熱成
立性を確認する必要があります。そこで、小型高温ガス炉
（HTR50S）の概念設計を基に、これと同じ性能（熱出力
50	MW、燃焼期間730日（2年））を持つ、SiC/C母材燃
料コンパクトを装荷した炉心の核熱設計を実施しました。
HTR50Sの核熱設計で重要なポイントは、原子炉を
必要な期間運転できること、すなわち反応度を維持でき
るように濃縮度等の燃料仕様を決めること及び燃焼期間
中の燃料温度が制限値以下となるように炉心の出力分布
を最適化することです。SiC/C母材に含まれるケイ素
は、黒鉛に比べて中性子を吸収しやすく、また、中性子
をほとんど減速しません。そこで、これらの特性によっ
て低下する反応度を補償するために、平均濃縮度を従来

に比べて1.1wt%高くすることとしました。濃縮度の種
類については、従来と同様に3種類の燃料で出力分布
の最適化を図り、図6-8に示すように燃料を配置する
こととしました。
この炉心に対して燃焼計算を行い余剰反応度及び出
力分布を算出するとともに、算出した出力分布を用い
て燃料温度を計算しました。その結果、燃焼末期の余剰
反応度が確保され、熱出力50	MW、燃焼期間730日（2
年）が可能なこと及び燃料温度を燃焼期間にわたって制
限値以下にできることを確認しました（図6-9）。また、
1%Δk/k以上の炉停止余裕を確保して原子炉を安全に停
止できること及び燃焼期間にわたって反応度温度係数が
負で原子炉の自己制御性を確保できることを確認しまし
た（図6-9）。これらにより、SiC/C母材燃料コンパク
トを装荷した高温ガス炉の核熱成立性を確認することが
できました。
本研究は、文部科学省からの受託研究「高温ガス炉
の安全性向上のための革新的燃料要素に関する研究」の
成果の一部です。

図 6-9　反応度温度係数及び燃料最高温
度の計算結果
燃焼期間にわたって燃料温度が制限値

（1495 ℃）以下であること及び反応度温
度係数が負であることを確認しました。

●参考文献
Aihara,	J.,	Goto,	M.	et	al.,	Nuclear	Thermal	Design	of	High	Temperature	Gas-Cooled	Reactor	with	SiC/C	Mixed	Matrix	Fuel	Compacts,	
Proceedings	of	8th	International	Topical	Meeting	on	High	Temperature	Reactor	Technology	(HTR	2016),	Las	Vegas,	Nevada,	USA,	
2016,	p.814-822,	in	CD-ROM.

図 6-8　出力分布を最適化するための燃料の配置
炉内の出力密度を冷却材温度が低い炉心上部で高くし径方向に
均一化するために、炉心上部及び中性子束の低い炉心外側で濃
縮度を高くします。これにより炉内の燃料温度が均一化され、
燃料最高温度を抑制できます。
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6-5 IS 法による CO2 フリー水素製造方法の研究開発
－実験室段階から工業材料試験装置段階へ進展－

 図 6-10　連続水素製造試験設備
左図の設備サイズは、幅 18.5 m、奥行 5.0 m、高さ 8.1 m です。右図の液相と接する部分の主要材料は、炭化ケイ素セラミック（硫
酸分解器）、不浸透黒鉛（電解電気透析器・熱交換器）、フッ素樹脂ライニング、ガラスライニング（その他機器配管）です。同様に、
気相と接する部分の主要材料は、炭化ケイ素セラミック（硫酸分解器）、ニッケル基合金（HI 分解器）です。

高温ガス炉の熱利用技術として、熱化学水素製造 IS
法の研究開発を行っています。IS法はヨウ化水素（HI）、
硫酸を製造するブンゼン反応工程、HIを分解して水素
を製造するHI分解工程、硫酸を分解して酸素を製造す
る硫酸分解工程で構成されており、全体として水を分解
して水素と酸素を製造しています。原料・熱源に炭素を
含まないことから、将来のCO2フリー水素製造方法の
一つとして期待されています。
私たちは2004年、実験室規模のガラス製設備によっ
て、1週間の連続水素製造試験に世界で初めて成功して
います。IS法では高腐食性の硫酸やHIを用いるとと
もに、最高900	℃の高温環境が存在するため、実用化
を目指すためには、耐食・耐熱性を持つ金属・セラミッ
ク等の工業材料製機器が必要となります。
2013年度に、プロセス全系に耐食・耐熱性工業材料を用
いた連続水素製造試験設備を製作しました（図6-10左図）。
特に、反応温度、反応物・生成物の腐食性に耐え得る

よう開発した工業材料製ブンゼン反応器・硫酸分解
器・HI分解器を三つの反応工程に組み込んでいます
（図6-10右図）。定格水素製造量は100 ℓ/h、加熱は電
気ヒーターで行っています。2015年に工程ごとの機能
確認試験を行い、各反応器での処理速度調整	（HI分解
による水素生成等）（図6-11）やガス化機能（HIガス
蒸留分離等）を確認しました。そして、三つの反応工程
を連結したプロセス全体の運転を行い、2016年 2月に
水素製造量10	ℓ/hでの8時間連続運転に成功しました
（図6-12）。また、それ以降の運転も含めての運転後の
設備点検や運転データの解析から、より長期間の運転に
は、閉塞の防止やブンゼン反応工程溶液組成の安定制御
が重要であるとの知見を得ることができました。
今後、より長期間の運転を達成するために、これま
での運転で得られた知見を基に設備の改良を行い、実用
化に向けた技術、信頼性の確証をさらに進めていく予定
です。

 ●参考文献
Kasahara,	S.	et	al.,	Current	R&D	Status	of	Thermochemical	Water	Splitting	Iodine-Sulfur	Process	in	Japan	Atomic	Energy	Agency,	
International	Journal	of	Hydrogen	Energy,	vol.42,	issue	19,	2017,	p.13477-13485.
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図6-11　HI 分解器におけるHI ガス供給流量と水素生成速度の関係
HI ガス供給流量と水素生成速度が比例することから、HI ガス供
給流量によって水素生成速度を調整できることを確認しました。

（竹上ほか，日本原子力学会 2016 年春の年会，2N23，より一部改変して転載）

図6-12　連続水素製造試験での水素・酸素積算製造量
傾きが一定であることと、水素製造量と酸素製造量の比が常
に約 2：1 であることから、プロセス全体として一定速度で水
を分解し、水素と酸素を製造できていることが分かります。
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燃料体

制御棒要素

ショックアブソーバ

溶融ワイヤ
Φ2 mm × H12 mm

原子炉圧力容器

固定反射体

6-6 高温ガス炉の炉内の温度を明らかにする
－炉内温度推定に向けた溶融ワイヤによる制御棒温度測定技術の開発－

図6-13　制御棒内の溶融ワイヤ設置場所
溶融ワイヤは制御棒の最下部のショックアブソーバの中の孔内に装荷します。1本の制御棒には約 400 ～ 1000 ℃
までに融点を持つ 12 種類のワイヤを設置しています。

高温ガス炉の設計技術を高度化させるためには、設
計上の安全裕度を精査し、適切な裕度を持った設計が可
能となるよう、実機の炉内温度を実測し、解析上の不確
定要素を減らす必要があります。しかし、炉内温度を測
定するには、設置や故障時の交換、超還元性雰囲気特有
の腐食等の問題があることから、これまで限られた場所
でしか測定できていませんでした。特に、高温工学試験
研究炉（HTTR）では、燃料、制御棒被覆管、中間熱交
換器の伝熱管の3ヶ所が制限温度に近づくことを懸念し
ていたため実測データが求められていました。この中で
特に制御棒は、炉心部で使われる唯一の金属材料であり、
定期的に取り外して保守点検を行います。この機会を利
用すればセンサの設置や取外しを安価に行えます。そこ
で、故障の心配がないこと、測定精度が数℃以内と高い
ことなどを総合的に評価し、融点の異なる合金（溶融ワ
イヤ）を制御棒の先端に複数設置し、その溶融状態を確
認することで、制御棒の供用期間中の最高到達温度を測
定することとしました。
先行研究としては、ドイツのぺブルベッド型高温ガス
炉（AVR）で炉心部に溶融ワイヤを装荷した例がありま
す。AVRでは、炉内の最高温度を測定するために模擬
燃料球に温度モニタを装荷し、炉心に投入しましたが、
模擬燃料球の移動経路が確率的に定まることから、数百

個もの模擬燃料球が必要でした。一方HTTRでは、炉
心の燃料位置があらかじめ定められた位置から変わら
ず、さらに制御棒の位置も計測しているため、少ない溶
融ワイヤで、高い精度の温度測定が可能です（図6-13）。
HTTRの制御棒は、炉心の中心部の温度が高いため、
燃料周辺の制御棒から2段階に分けて挿入するシステ
ムを採用しています。今回、第1段階目に挿入する制御
棒の中から、最も高温となる制御棒を選定しました。こ
の制御棒には、約400～ 1000	℃までに融点を持つ12
種類の溶融ワイヤを装荷しました。それぞれの溶融状態
を図6-14に示します。この結果から制御棒の最高到
達温度は、505～ 651 ℃の範囲であること確認しまし
た。一方解析では約800 ℃と評価していることから、
測定値は解析結果よりも低いことを明らかにしました。
HTTRの燃料最高温度は工学的不確定因子によって約
200 ℃近い裕度が見込まれていましたが、今回の制御棒
温度の実測値を活用することで、より合理的な裕度で設
計できる見通しを得ました。
今後は他の制御棒の温度測定を行い、炉心の温度分
布を明らかにするとともに、燃料温度の評価手法の高度
化に生かし、最終的には高温ガス炉設計に関する国際標
準化につなげたいと考えます。

図 6-14　取り出した溶融ワイヤの外観
融点 435 ℃までのワイヤは完全に溶融していますが、651 ℃以上のワイヤは溶融していないことを確認しました。

●参考文献
濱本真平ほか，高温工学試験研究炉HTTRにおける溶融ワイヤを用いた制御棒温度計測技術の開発，JAEA-Technology	2017-012,	2017,	20p.

高温ガス炉水素・熱利用研究
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高速炉研究開発

高速炉サイクル技術に関する研究開発

７７７７７７７７７７７７７
高速炉サイクル技術は、原子力を長期にわたって用い
る上で必要となるウラン資源の利用効率を飛躍的に高め
ることができる革新技術です（図7-1）。これを社会に受
け入れられる技術とするために、私たちは特に以下の観
点からのイノベーション創出を目指しています。すなわち、
東京電力福島第一原子力発電所事故のように、放射性物
質を大量に放出する原子力災害のリスクを極限まで低減
できる高速炉サイクル技術を目指します。このため、自
然災害なども含め、シビアアクシデントに至る要因を幅
広く想定してその発生防止と影響緩和方策を設計に取り
入れることで、安全性を強化した概念を創出します。

また、高速炉サイクル技術は、再処理の際に長寿命核
種を分離し、高速炉で核変換して短寿命化することにより、
高レベル放射性廃棄物の有害度が十分減少するまでに要
する期間を抜本的に短縮できる革新技術です。このため、
長寿命核種のうちマイナーアクチノイド（MA）の高速炉に
よる核変換技術、MAの分離技術等を開発することによ
り原子力エネルギーのイノベーションを目指しています。
2016年度には、第4世代原子力システム国際フォー
ラム（GIF）の下で、高速炉の安全設計要件の国際標準
化に向けた取組みを行うとともに、設計に取り入れるべ
きシビアアクシデント対策に関する試験研究等を実施し
ました（図7-2）。また、日仏協力を通じて、仏国が開
発を進めているASTRIDの共同設計、共同評価及び原
子炉技術、安全、燃料分野に係る情報交換、解析コード
開発、試験計画立案等を行いました。高速炉燃料の再処
理、燃料製造技術については、基盤技術開発、小規模
MAサイクル試験（SmARTサイクル研究）等の研究開
発を実施しました。
本章においては、高速炉の安全性を強化した概念を
創出するための取組みとして、以下の研究開発を紹介
します。高速炉機器の構造健全性評価技術の高度化を目
指し、高速炉配管の破断前漏えい評価法を提案しました

（トピックス7-1）。蒸気発生器（SG）の熱流動評価手法
の開発のため、SGの 3次元解析モデルを構築し試験結
果との比較を行いました（トピックス7-2）。ナトリウム
（Na）冷却高速炉の保守補修技術に関して、不透明なNa
中でも超音波を利用して構造物が検査できる技術の開
発を行いました（トピックス7-3）。実機を活用した研究
開発として、原子炉停止後、Naの自然循環によって炉
心を冷却する際の炉心部の熱流動について、「もんじゅ」
で行った自然循環試験のデータを用いて、炉心部の解析
モデルの妥当性確認を行いました（トピックス7-4）。
また、高速炉燃料の再処理技術の開発として、核燃料
物質の分離回収プロセスの高度化を目指し、遠心抽出器内
のスラッジ洗浄技術の開発を行いました（トピックス7-5）。

高速炉サイクル技術の研究開発は、より効果的、効率
的に進めるため、日米協力、日仏協力等の二国間協力や、
GIFなどの多国間協力を活用して進めています（図7-3）。
また、大学や研究機関との連携を図り、技術基盤の発展
や人材育成を目指した取組みも行っています。

高速炉サイクル技術

使用済燃料 再処理

ウラン、プルトニウム、
マイナーアクチノイド

新燃料

燃料製造

・ウラン資源の有効利用
・廃棄物減容、有害度低減

高速炉

（PLANDTL）
燃料集合体内の
熱流動挙動の解明

（PHEASANT）
炉内の自然循環
熱流動の可視化

2016年度
完成

2015年度
完成、試験
を実施中

Na試験装置 水試験装置

炉心が著しく損傷するような事故が生じても炉心を
安定に冷却できることを、試験で実証することを目指す

実証試験への反映

図 7-1　高速炉サイクル技術
高速炉サイクル技術は、高速炉で発電しながら燃料を燃やし、
使用済燃料を再処理して抽出されるウラン、プルトニウム等
をリサイクルして再び高速炉で燃やす原子力システムです。

図 7-3　高速炉サイクル開発における国際協力
高速炉サイクル技術の開発は、海外の研究機関との協力や国
際機関の枠組みを活用し、シナジー効果が発揮できるパート
ナーとの協力を進めています。

図 7-2　シビアアクシデント対策に関する試験研究の一例
炉心損傷時の多様な崩壊熱除去システムに対する冷却特性を評価
するため、水及びNa試験装置を用いた試験研究を進めています。
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7-1 高速炉機器の構造健全性評価技術の高度化を目指して
－高速炉配管の破断前漏えい評価法の提案－

ナトリウム冷却高速炉（Sodium-cooled	Fast	Reactor：
SFR）では、改良9Cr-1Mo鋼という材料を冷却系配管に
適用することが検討されていますが、この材料は、図7-4
に示すように、従来の配管材料であるオーステナイト系
ステンレス鋼に比べ、相対的に強度が高く、延性が低い
という特徴があります。また、SFRの配管は薄肉大口
径であることが特徴です。さらに、SFRでは内圧は小
さく、熱膨張による変位制御的な熱応力が支配的である
ことが特徴で、その特徴を反映して、破断前漏えい（Leak	
Before	Break：LBB）の成立する部位については、連
続漏えい監視による供用期間中検査が適切であるとする
検査基準の導入が考えられており、これを規格として発
刊することが志向されています。これと平行して、その
前提条件となるLBB成立性を評価する方法の開発に取
り組んでいます。
LBBとは、構造物中に欠陥が存在し、それが進展し
て貫通に至るとしても、破断に至る前に内部流体の漏え
いを検知することにより適切な対応措置を取ることがで

きるという概念です。
まず、図7-5に示すSFR機器に対するLBB成立性
評価フロー（案）を提案し、そして、前に述べたSFR
の特徴を考慮して、安定限界亀裂長さや、検出可能亀裂
長さを評価する方法をそれぞれ開発し、LBB成立性評
価に取り入れることとしました。また、貫通時亀裂長さ
については、材料特性と荷重条件だけでほぼ決まること
を確認した上で、これらをパラメータとする評価線図を
用意し、特別な知識が無くても簡便に評価できる方法を
整備しました（図7-6）。さらに、過去の実験データ等
の調査に基づき、それぞれの評価が保守的に行われるよ
う、適切な安全率を提案するとともに、評価に用いる材
料特性等を例示し、ガイドラインとして整備した場合に
一般ユーザーが使いやすい評価法となるように工夫しま
した。
開発したLBB成立性評価法を日本機械学会の評価ガ
イドラインとして発刊するため、今後、技術的な貢献を
していく予定です。

図 7-4　ナトリウム冷却高速炉（SFR）配管の特徴
SFR 配管は薄肉大口径であり、材料の改良 9Cr-1Mo 鋼
は降伏点が高く延性が低いのが特徴です。これらを適切
に考慮した LBB 評価法とする必要があります。

●参考文献
Wakai,	T.	et	al.,	Demonstration	of	Leak-Before-Break	in	Japan	Sodium	Cooled	Fast	Reactor	(JSFR)	Pipes,	Nuclear	Engineering	and	
Design,	vol.269,	2014,	p.88-96.
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図 7-5　SFR 配管に対する LBB 成立性評価フロー（案） 
安定限界亀裂長さ（不安定破壊してしまう限界の亀裂長さ）が、検出可能
亀裂長さ（漏えい検知設備によって検知可能な漏えいを生じる亀裂長さ）
及び貫通時亀裂長さ（亀裂が板厚を貫通すると仮定した場合の亀裂長さ）
のいずれよりも大きければ、LBB 成立と判定します。破壊評価と漏えい評
価は SFR の特徴を考慮した評価法となっており、貫通亀裂長さ評価は、ユー
ザーの利便性を考慮し、図 7-6 に示すような線図の形で与えられています。図 7-6　貫通時亀裂長さを与える線図

疲労亀裂進展速度式の指数 mをパラメータとした線図を
用意しました。
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7-2 高速炉直管型蒸気発生器の熱流動評価手法の開発
－ 3 次元解析モデルの構築と試験結果との比較－

図 7-7　SG 試験解析モデル
直管型 2重伝熱管 SG の伝熱特
性を評価するために実施された
2 重伝熱管 SG 小型モデル試験
を対象に、TSG の解析機能の
検証を実施するため、3 次元の
解析モデル（（a）解析体系、（b）
水平断面）を作成しました。

ナトリウム冷却高速炉の蒸気発生器（SG）として、
安全性及び信頼性の向上のため直管型2重伝熱管方式
の採用が検討されています。この直管型SGでは、円筒
形の容器内に多数本の伝熱管を有しており、管外のナト
リウム加熱によって管内の水が沸騰し、蒸気が発生しま
す。このとき、伝熱管温度偏差や伝熱管の熱延びを評価
し、伝熱管の座屈や伝熱管を支える部分の破損を防止す
る必要があります。温度偏差を発生させる要因には、伝
熱管の管束部への偏ったナトリウムの流入、管束部内で
の非一様な流れ、不具合等により閉止した伝熱管の伝熱
特性の変化などが挙げられますが、従来の2次元軸対
称を仮定した解析手法ではこれらを精度良く予測するこ
とは不可能でした。このため、SG全体を3次元的にモ
デル化し、SG内部の温度分布を精度良く予測する新た
な解析評価手法の開発を目指しました。
本研究では、ナトリウム側の 3次元解析と水側の
多チャンネル解析を組み合わせた連成解析システム
（TSG）を開発しています。具体的には、ナトリウム側
はSG内の 3次元熱流動を効率良く解析するため伝熱
管の体積比率を考慮した多孔体モデルを採用し、水側は
伝熱管内の沸騰現象を解析するため気液二相流モデルを
採用した並列多チャンネル解析コードを新たに開発し、

さらに両者の熱的連成を考慮できる解析手法を整備して
います。今回、開発した解析手法の妥当性を確認するた
め、既存の試験を対象とする解析を実施し、試験結果と
の比較を行いました。
解析対象とした試験は、水が流れる伝熱管と水が流れ
ないダミー管及びSG形状を維持するための金属棒（タ
イロッド）を有する2重伝熱管SGの小型モデル試験
です。図7-7（a）に解析体系、図7-7（b）に水平断面を
示します。TSGによる解析結果は、図7-8（a）に示す
ように、伝熱管が存在する中心部分よりタイロッド及び
ダミー管が存在する外側でナトリウム温度が高くなって
おり、SG内の構造物の配置に起因する温度の変化をよ
く捉えています。また、図7-8（b）の伝熱管に沿った温
度分布の比較では、水の予熱、核沸騰、膜沸騰及び過熱
蒸気の過程がそれぞれ計算されており、実験結果とも一
致しています。これらのことから、TSGは、SG内の
伝熱特性を3次元的に評価可能であるとの見通しを得
ました。
今後、妥当性を確認する解析をさらに実施した上で、
大型直管型SGを対象とした3次元的な非対称温度評
価及び伝熱管の構造健全性評価を実施していきます。

●参考文献
Yoshikawa,	R.	et	al.,	Development	of	Sodium-Water	Coupled	Thermal-Hydraulics	Simulation	Code	 for	Sodium-Heated	Straight	
Tube	Steam	Generator	of	Fast	Reactors,	Proceedings	of	11th	International	Topical	Meeting	on	Nuclear	Reactor	Thermal	Hydraulics,	
Operation	and	Safety	(NUTHOS-11),	Gyeongju,	Korea,	2016,	N11P0418,	12p.,	in	USB	Flash	Drive.
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図 7-8　SG 試験解析結果
本研究で開発している TSG で解析を行うことで、従来の 2 次
元軸対称を仮定した解析手法では不可能であった（a）の周方向
に不均一な温度分布を詳細に評価することが可能となりました。
また、（b）の高さ方向の温度分布から、ナトリウム温度について、
解析結果が試験結果と良い一致を示すことを確認し、SG 内の
特徴的な伝熱流動の様子（予熱域、核沸騰域、膜沸騰域、過熱域）
を計算できることを確認しました。
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7-3 ナトリウム冷却高速炉のメンテナンス技術の高度化を目指す
－不透明なナトリウム中の目視検査装置の開発－

図 7-9　ナトリウム中目視検査装置システムの概略図
送信センサから発信した超音波と受信センサで受信した超音
波の時間遅れから検査対象との距離を検知します。

ナトリウム冷却高速炉の実用化に向けた要素技術開
発の一つとして、不透明なナトリウム中の構造物を検査
するためのナトリウム中目視検査装置（Under	Sodium	
Viewer：USV）を開発しています。
実用化段階のナトリウム冷却高速炉において、USV
による原子炉容器内の検査は定期検査中に実施する予定
です。効率的な定期検査を実施するためには、USVに
よる検査を素早く完了することが望まれます。そこで、
私たちは約1	m離れた距離から検査可能で、なおかつ
計測時間を短縮できるUSVの実現を目指しました。
図7-9にUSVシステムの概略図を示します。圧電素
子を内蔵した送信センサより超音波を発信し、送信セン
サの周囲に設置した受信センサにより超音波を検出しま
す。受信センサにおける超音波の受信の時間遅れから検
査対象との距離が分かり、多数の受信位置における時間
遅れのデータを用いることで検査対象の画像化を行いま
す。本研究では、超音波により生じる金属膜における振
動変位を光で検出する光受信システムを採用しました。
光受信システムの利点は、従来よく用いられている圧電
素子受信システムと比較して、小さい振動変位の情報を

低損失で長距離伝送可能であり、また指向角が広いため
高解像度の画像を得られることです。1 m離れた距離か
ら検査可能という目標に対して、送信センサに用いる圧
電素子を大口径化して音圧の向上を図りました。計測時
間の短縮化という目標に対して、S/N比を向上させるた
めに行う平均化処理等の影響を小さくするため、送信セ
ンサのダンパ性能の向上を図り、受信センサのノイズ低
減を図りました。このように改良を加えた送信センサ及
び受信センサを用いて水中画像化試験を実施しました。
図7-10に画像化ターゲットを示します。直線ターゲッ
トは線幅3 mm、最小線間隔は3 mmです。螺旋ターゲッ
トは線幅4 mm、1段あたり2 mm高さです。図7-11に
ターゲットから800 mm離れた位置から取得した画像を
示します。図に示すように、直線ターゲット及び螺旋ター
ゲットともに、鮮明な画像を得ることができました。今
後は、ナトリウム中での画像化試験を行うとともに、よ
り鮮明な画像を得るためにさらなる送信センサ及び受信
センサの改良に取り組んでいきます。
本研究は、経済産業省からの受託事業である「高速
炉等技術開発」の一環として実施した成果を含みます。

●参考文献
Aizawa,	K.	et	al.,	Development	of	Under	Sodium	Viewer	for	Next	Generation	Sodium-Cooled	Fast	Reactors,	Proceedings	of	International	
Conference	on	Fast	Reactors	and	Related	Fuel	Cycles:	Next	Generation	Nuclear	Systems	 for	Sustainable	Development	 (FR17),	
Yekaterinburg,	Russia,	2017,	9p.,	in	USB	Flash	Drive.
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図 7-10　画像化ターゲット
直線ターゲットは線幅 3 mm で、線間隔は 3、5、10 mm とし
ました。螺旋ターゲットは線幅 4 mm で、1 段あたり 2 mm 高
さとしました。

図 7-11　水中において超音波により取得した画像
改良を加えた送信センサ及び受信センサにより、ターゲットから
800 mm 離れた位置から鮮明な画像を得ました。
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7-4 自然循環冷却時における炉心の熱流動評価をより正確に
－実データに基づく炉心部の解析モデルの妥当性確認－

東京電力福島第一原子力発電所事故後に新しい安全規
制の基準が策定され、自然災害等に対する強化等に加え、
万が一崩壊熱の除去に必要な機器への電源供給がなく
なった場合などの重大事故へ至る恐れがある事象に対す
る対策が求められてきました。高速実験炉「常陽」や高速
増殖原型炉「もんじゅ」は、ナトリウムの循環ポンプや
空気冷却器の送風機等の崩壊熱の除去に必要な機器の電
源が失われた場合でも、原子炉、中間熱交換器及び空気
冷却器のそれぞれの高低差と、密度差によって生じる浮
力を利用して、ナトリウムを自然に循環（自然循環冷却）
させ、空気冷却器に空気を自然に通過させることで炉心
の冷却が可能です。この受動的な冷却システムは、次世
代の高速炉であるJSFRの設計にも採用されています。
自然循環冷却時は、ポンプによる循環ではないため、
冷却材流量が低流量となり、炉心では、集合体、遮へい
体などの炉心を構成する要素（炉心構成要素）間の伝熱
が影響し、各炉心構成要素内部の温度分布と冷却材流量
が動的に変化します。したがって、温度をより正確に見
積もるためにはこれらを考慮する必要があります。
私たちは、炉心構成要素間の伝熱を考慮し、各炉心
構成要素内部の温度分布（密度差）及び流量が計算でき
る全炉心熱流動解析モデル（図7-12）を開発し、ナト
リウムループの試験が行える施設（PLANDTL）や高
速実験炉「常陽」で実施された自然循環試験の測定デー
タを用いて、解析モデルの妥当性を確認してきました。

本研究では、より規模の大きい高速増殖原型炉「もん
じゅ」で行った40％タービントリップ試験の測定デー
タを用いて、全炉心熱流動解析モデルの妥当性を確認し
ました。解析は、炉心の各炉心構成要素の抵抗を定格流
量の条件から極低流量の条件まで再現可能である実験式
を用いて行いました。
試験は、流量が定格流量の約10％である、試験開始後
600秒及び3600秒後は、試験開始直前と異なり、発熱
がほとんどないブランケット燃料集合体の最内層の出口ナ
トリウム温度は、炉心燃料集合体の領域の同温度よりや
や高い結果となりました。解析は、それぞれの時間の測
定データと良く一致する結果が得られました（図7-13）。
また、炉心構成要素間の伝熱を考慮しない解析と比較す
ると、発熱がほとんどないブランケット燃料集合体及び
中性子遮へい体領域で差が大きく、炉心燃料集合体領域
の炉心構成要素からの伝熱が影響していることが分かり
ます。このように、より規模の大きい炉心においても、
定格流量の約10％流量条件まで、全炉心熱流動解析モ
デルは、炉心構成要素間の流量配分や伝熱の効果を適切
に模擬でき、炉心構成要素の出口ナトリウム温度をより
正確に評価できることが確認できました。
このことから、極低流量の条件まで再現可能な実験
式を使うことにより、全炉心熱流動解析モデルは、より
規模の大きい炉心を有する高速炉における自然循環冷却
時の炉心の温度を正確に評価することができます。

図 7-12　全炉心熱流動解析モデル
本解析モデルは、炉心構成要素間の伝熱を考慮し、全ての炉心
構成要素について、それぞれ独立に温度分布と冷却材流量が計
算できます。もんじゅの炉心は、高圧プレナムと低圧プレナム
があり、炉心燃料集合体は高圧プレナムに、それ以外は、低圧
プレナムに接続されています。

●参考文献
Mori,	T.	et	al.,	Validation	and	Applicability	of	Reactor	Core	Modeling	in	a	Plant	Dynamics	Code	during	Station	Blackout,	Proceedings	
of	2017	International	Congress	on	Advances	in	Nuclear	Power	Plants	(ICAPP	2017),	Fukui	and	Kyoto,	Japan,	2017,	paper	17409,	9p.,	
in	DVD-ROM.

図 7-13　もんじゅでの測定データとの比較
断面図中の炉心位置の温度分布について、試験結果と解析結果
を示しています。解析は、中性子遮へい体の最も外側は、熱が
逃げない条件としました。解析結果は、それぞれの時間の測定
データと良く一致しています。
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7-5 核燃料物質の分離回収プロセスの高度化を目指して
－遠心抽出器内のスラッジ洗浄技術の確立－

図 7-14　遠心抽出器の構造
遠心抽出器はモータ、駆動部、ロータ、ハウジングから構成され、ロータの
外側で混合、内側で水相と有機相の分離が行われます。

再処理工場の抽出工程で使用する機器として、原子力
機構では遠心抽出器の開発を進めています（図7-14）。
遠心抽出器では、高速で回転するロータの外側（ハ
ウジング内）で水相と有機相が混合され、遠心力の加わ
るロータ内で水相、有機相に強制的に分離されます。こ
れにより、遠心抽出器はこれまで再処理工場で使用され
てきたミキサセトラやパルスカラムに比べて、短時間で
二相の混合と分離が可能で抽出剤等の有機成分の劣化を
抑制し、さらには小型であることから臨界管理が比較的
容易であるといったメリットがあり、将来の再処理工場
への適用が期待されています。
遠心抽出器は現在稼働中の再処理工場の中で、製品
の精製工程で適用実績がありますが、ウラン、プルトニ
ウムと核分裂生成物を分離する共除染工程には適用が困
難とされています。これは、使用済燃料の溶解液にせん
断粉や核分裂生成物中の不溶解成分から成るスラッジが
含まれるためです。大部分のスラッジは抽出工程前の清
澄工程で取り除かれますが、微小で軽いスラッジは清澄
工程で取り除くことが難しく、完全に除去することはで
きません。遠心抽出器の処理液にスラッジが混入すると、
遠心力によってロータ内に蓄積し、工程運転に悪影響を
与えることが実用化の上で大きな課題となっています。

私たちは、この課題を解決するため、遠心抽出器へ
のスラッジ流入時の挙動を把握した上で、その際の相分
離及び抽出性能に与える影響を調査しました。遠心抽出
器に流入したスラッジは、遠心力の加わるロータ内に堆
積することが確認され、一定量堆積すると相分離性能が
低下し、それにより抽出性能への影響も懸念されました。
以上のことから、遠心抽出器の安定運転を図るため
には、効率的な洗浄が可能となる技術が必要不可欠と考
え、洗浄機能の導入を検討しました。導入にあたっては、
構造と洗浄性能の関係を広く検討し、洗浄機能付遠心抽
出器の構造を具体化しました（図7-15）。その特長とし
ては、洗浄液を遠心抽出器の上部から供給する構造にす
ることで、放射性物質が装置外へ漏えいするリスクが低
く、メンテナンスも容易であることが挙げられます。
スラッジ堆積下での洗浄試験により、この新型の遠
心抽出器は洗浄機能を有しない遠心抽出器に比べ、洗浄
時間、洗浄液量ともに1/5程度で、ほぼ全てのスラッ
ジが洗浄可能であり、遠心抽出器の実用化を図る上で課
題であったスラッジ対策を確立しました（図7-16）。
本研究は、経済産業省からの受託研究「平成25～ 27
年度高速炉等技術開発」の成果の一部です。

●参考文献
Sakamoto,	A.	et	al.,	Effect	of	Sludge	Behavior	on	Performance	of	Centrifugal	Contactor,	Procedia	Chemistry,	vol.21,	2016,	p.495-502.

図 7-15　洗浄機能の追加
洗浄ノズルの導入により、ロータ内に堆積した
スラッジが直接洗浄可能な構造を実現しました。

高速炉研究開発

図 7-16　洗浄機能追加による効果（ロータ内の上部）
ロータ内の上部に堆積したスラッジは、洗浄機能がない場合には除去できませんでしたが（左図）、
洗浄機能を追加することでほぼ完全に除去することができました（右図）。
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バックエンド対策及び再処理技術に係る研究開発

原子力施設の廃止措置及び廃棄物の処理処分に向けて

８８８８８８８８８８８８８
国内においては初期に稼働を開始した原子力発電所5基
の廃止措置が公表され、今後本格的な原子力施設の廃止
措置を迎えようとしています。このような状況にあって、
原子力施設の廃止措置及び廃止措置等で発生する放射性
廃棄物の処理処分を安全かつ適切に行うために、新たな
技術や知見を導入し、廃止措置及び廃棄物の処理処分の
トータルでの安全性向上及びコスト削減を目指した技術
の開発を推進していくことが必須となります。原子力機
構では、安全で効率的な施設解体プロセス、発生する放
射性廃棄物の最小化や安定化などの処理プロセス、放射
能確認を含めた処分プロセスに関連する技術開発を総合
的に行っています（図8-1）。また、低レベル放射性廃棄
物の埋設処分事業については原子力機構の業務に伴い発
生したものに加え、大学、民間等の研究施設等からの発
生分も処分事業の対象として取り組んでいるところです。	

今年度の当該分野の技術開発成果としては、人形峠
環境技術センターにおける、エネルギーの異なる複数本
の γ線を利用して密度と線源の偏在を補正する等価モデ
ル法の開発（トピックス8-1）や、埋設処分時の放射性
廃棄物の確認技術として、照射後試験施設の評価対象候
補核種17核種の組成比の放射化・燃焼計算結果を実廃
棄物からの試料採取による分析結果と比較した結果の検
討（トピックス8-2）等があります。なお、以下の紹介
に加えてバックエンド研究開発部門が取り組んできた、
東京電力福島第一原子力発電所事故対応に係る「核燃料
再処理機器材料に対する海水成分・コンクリート成分の
影響を調査する（トピックス1-6）」、「可搬型小型 α線
位置検出器の開発（トピックス1-8）」については別途
第1章で成果を紹介しています。

地層処分の技術と信頼を支える研究開発

地層処分は、原子力発電に伴って発生する高レベル
放射性廃棄物などを、何万年にもわたって人間の生活環
境から隔離するための対策として、国際的にも共通した
最も実現性の高いオプションです。今後の原子力政策の
動向にかかわらず高レベル放射性廃棄物などは既に発生
しており、その対策への負担は将来世代に先送りするわ
けにはいきません。現在の我が国の方針では、使用済燃
料の再処理により発生する高レベル放射性廃液を、ガラ
ス原料と混ぜ、高温で溶かし合わせてガラス固化体にし
ます。これを、30年から 50年程度冷却のために貯蔵
した後、金属製のオーバーパックに封入した上で、地下

図 8-1　低レベル放射性廃棄物対策の概要
低レベル放射性廃棄物対策として、原子力施設の廃止措置や放射性廃棄物の処理、放射能確認
等の放射性廃棄物の発生から処分に至るプロセスに関連する技術開発を進めています。

図 8-2　地層処分システムの基本概念
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再処理の安全性向上と再処理技術の高度化を目指して

東海再処理施設においては、施設のリスク低減にか
かわる取組みとして、溶液状態で貯蔵している放射性
物質をより安定な形にするため、高放射性廃液のガラス
固化及びプルトニウム溶液のMOX	粉末化等を進めて
います。プルトニウム溶液のMOX粉末化については、
2016年 7月に処理を終了しました。高放射性廃液のガ
ラス固化については、2028年度の処理完了を目標に掲
げ、ガラス固化処理を安全最優先で着実に進めつつ、溶
融炉の高度化技術開発等に取り組んでいます。また、低
放射性廃液の固化処理技術開発についても、環境への影
響に配慮した硝酸分解処理技術開発や新しいセメント固
化技術開発を進めています。

その中で、施設中に残留する核物質は、リスク低減
の取組み以後も変わらず国及び国際原子力機関（IAEA）
の査察の対象であることから、測定技術の向上のため、
硝酸プルトニウム溶液に対する非破壊測定方法の改善を
米国ロスアラモス国立研究所との共同研究により実施し
ました。同研究では、3種類の中性子同時係数法を用い
て溶液試料中のプルトニウム量の測定を行い、高精度か
つ迅速に測定可能な評価方法を確認することができまし
た（トピックス8-10）。
また「照射済み高速炉燃料の再処理で発生する残渣
の性状を理解する（トピックス8-11）」について成果を
紹介しています。

図8-3　地層処分技術に関する研究開発の実施体制と成果の反映先

300	m以深の安定な岩盤の中に、粘土を主成分とする緩
衝材で包み込んで埋設します（図8-2）。地層処分の事
業は、候補地の選定から処分場の閉鎖まで100年以上
を要するため、国が責任を持って継続的に地層処分の技
術基盤を強化し、社会の信頼を得ながら段階的に進めて
いくことが重要です。そのため、私たちは様々な観点か
ら地層処分の技術と信頼性を支える研究開発に取り組ん
でいます。

深地層の科学的研究
　まず、地層処分が行われる地下深部の環境を総合的に
研究するため、花崗岩と堆積岩を対象に二つの深地層の
研究施設計画を進めています（図8-3）。東濃地科学セン
ター及び幌延深地層研究センターでは、それぞれの深地層
の研究施設を活用して、地下深部の岩盤や地下水の性質
を調べる技術や手法を整備するための研究を進めていま
す（トピックス8-3～ 8-6）。また、地質環境の長期安定

性に関する研究として、火山や活断層などの自然現象の
活動履歴を調べ、将来の変化を予測するための技術開発
を進めるとともに、土岐地球年代学研究所において年代
測定技術（トピックス8-7）の開発・整備を進めています。

地層処分システムの研究開発
　東海村の核燃料サイクル工学研究所の研究施設では、
人工バリアのシステム挙動や放射性物質の移動特性に関
する実験データなどをもとに、深地層の研究施設計画で
得られる情報などを活用して、処分場の設計や安全評価に
必要な技術の開発を進めています（トピックス8-8、8-9）。
　また、これまでの研究開発成果を知識ベースとして体
系的に管理・継承していくため、2010年に公開した知
識マネジメントシステムを用いた知識ベースの拡充を継
続するとともに、これまでの研究開発成果をウェブ上の
報告書（CoolRep）として公開しています。

●瑞浪超深地層研究所（花崗岩）
●土岐地球年代学研究所

●幌延深地層研究所（堆積岩）

東濃地科学センター
（岐阜県土岐市、瑞浪市）

幌延深地層研究センター
（北海道幌延町）

（イメージ図）
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（CoolRep: https://kms1.jaea.go.jp/CoolRep/index.html）
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8-1 放射性廃棄物の放射能定量手法の開発
－散乱γ線に着目した定量手法の精度向上－

図 8-4　散乱γ線のシミュレーション
U の子孫核種 Pa-234m から放出される 1001 keV のγ線によっ
て発生する散乱γ線を、輸送計算コード MCNP を用いて計算し
ました。クリアランス対象物では、U は微量のため、遮へい物の
組成は鉄とし、また、計算したエネルギースペクトルを、遮へい物
がない状態（空気）と比較しました。広い範囲の散乱γ線を合計す
ることで高い計数が得られ、放射能定量の精度が向上します。

原子力関連施設の廃止等に伴って発生する解体物は、
クリアランスが可能な解体物は再利用するか、放射性廃
棄物として処分場に払い出します。このとき、放射能濃
度の確認が必要になります。
国内のウラン（U）加工事業者から大量に発生する複
雑形状の金属解体物のクリアランスが可能になれば、廃
棄物量の低減が期待できます。
複雑形状でも γ線なら透過力が強く測定できますが、

Uの γ線放出率は低いため、測定効率を上げることが必
要です。半導体検出器は高分解能ですが効率が低く、長
時間測定が必要です。そこで測定時間を短縮するため、
分解能は低いものの高効率のNaI検出器を使用するこ
とが合理的と考えられます。
しかし、解体物の密度と線源偏在によって、γ線の遮
へい状態が異なるため、線源が均一に分布していると仮
定して定量すると大きな誤差（線源を偏在させた試験で
は－50～80%程度）が発生します。このため、エネルギー
の異なる γ線（a,b）の測定値から、線源位置までの距離
等による減衰を推定しました。Uと検出器の距離を r、
クリアランス対象物の線減弱係数を µa、µb とすると計数
naは、na～ e

-µar/r2 で表されます。エネルギーの異なる2本
の γ線で、計数比の対数をとると、ln（na/nb）～－（µa/µb）r
となり rが計数比で表せます。計数への線源位置の影響
は1/r2 項が主と考え、rに－ln（na/nb）を代入して、遮へ

い状態を評価するXgeometry を導出します（等価モデ
ル法）。

Xgeometry＝

これを用い、複数の線源位置と検出器の平均的な距
離を一つの等価な距離で置き換えることができ、既知U
量のドラム缶のXgeometry と 1001	keVの計数で表され
る検量線と、測定対象物のXgeometry と計数のプロット
点の比較からUを定量することが可能となります。
これまで1001 keVのほかには766 keVのγ線を使用し

ましたが、放出率が低く放射能定量下限値は4～5 Bq/g
程度（U	40 g程度）でした。クリアランスの確認等の
ため、低レベル放射能定量の精度向上を目指し、高い計
数が得られる散乱 γ線の使用を検討しました（図8-4）。
シミュレーション結果を反映し、市販装置で、放射能濃
度1.0 Bq/g程度以下の線源を偏在させた試験を行いま
した（図8-5）。線源の偏在等に関わらず、クリアラン
スレベルの評価に必要な1.0 Bq/gを下回る定量下限値
を得ることができました。
等価モデル法のクリアランス測定装置は、2014年度
以降、経済産業省資源エネルギー庁「次世代再処理ガラ
ス固化技術基盤研究事業（低レベル放射性廃棄物の除染
方法の検討）」で開発しています。

●参考文献
横山薫ほか，放射性廃棄物中のウラン238 量のコンプトン散乱を用いた定量手法の検証，Radioisotopes,	vol.64,	no.11,	2015,	p.687-696.

バックエンド対策及び再処理技術に係る研究開発

図 8-5　U 量が少ない場合の放射能定量での相対誤差
重量約 200 kg の模擬ドラム缶に U（1 ～ 10 g）を入れて放射能
の定量を行いました。NaI 検出器（3 × 5 × 16 インチ）は 2 台、
測定時間は 1800 秒です。許容する相対誤差を± 30% 程度とす
ると、U の偏りによらず、U 3 g 程度、放射能濃度では0.4 Bq/g
程度が定量下限値となり、誤差を含めても 1.0 Bq/g を下回る
放射能濃度が定量可能と考えられます。
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バックエンド対策及び再処理技術に係る研究開発

8-2 埋設処分する廃棄体の放射能を確認する
－照射後試験施設から発生する廃棄物の放射能評価手法の検討－

私たちは、研究施設等から発生する低レベル放射性
廃棄物の埋設処分に向けて、廃棄物中の放射能濃度の評
価手法を確立する必要があります。研究施設等の中でも、
原子炉で照射した燃料・材料（照射燃料・材料）を試験
する照射後試験施設で発生する廃棄物（図8-6）は、照
射燃料・材料に起因する多数の放射性核種が含まれ、こ
れらの核種の合理的な放射能評価方法の確立が必要とな
ります。
そこで、照射燃料・材料中の核種の放射化・燃焼計
算に基づく核種間の放射能濃度比（核種組成比）を算
出し、この核種組成比を用いて廃棄体中の放射能評価
を行う方法を考案しました。具体的には、計算コード
「ORIGEN-2」により、照射後試験に使用した照射燃料・
材料中の種々の放射性核種と 60Coまたは 137Csとの間
の核種組成比をあらかじめ理論的に算出しておき、廃棄
物外部から測定した 60Coまたは 137Csの放射能濃度を
用いて廃棄物中の複数の評価対象核種の放射能濃度をま
とめて評価する手法です。
本検討では、埋設処分時の照射後試験施設の評価対象
候補核種として、17核種（3H、14C、60Co、63Ni、90Sr、
99Tc、137Cs、154Eu、234U、235U、238U、238Pu、239Pu、

240Pu、241Pu、241Am、244Cm）を選定しました。これら
の核種を対象として、照射後試験施設で実際に発生した
可燃性廃棄物から試料を採取（図8-7）し、放射化学分
析した結果から 60Coまたは 137Csの放射能濃度に対す
る核種組成比を求めました。一方、廃棄物に含まれる核
種の起源となる照射燃料・材料の照射条件に基づいた、
放射化・燃焼計算による理論的な核種組成比を算出し、
理論計算と実分析値に基づく核種組成比を比較・検討し
ました。
その結果、燃料が汚染源である 90Sr、99Tc、154Eu、

234U、235U、238U、238Pu、239Pu+240Pu、241Pu、241Am、
244Cmは、照射燃料・材料で汚染された廃棄物の実分析
結果と理論計算結果による核種組成比は良く一致しまし
た（図8-8）。一方、材料中の腐食生成物が汚染源である
14C、63Ni は実分析と理論計算による核種組成比に違い
が見られました。この結果は、冷却材中の放射性クラッ
ドの寄与や材料の元素組成の違いによる影響を考慮する
必要性があることを示唆したものと考えられました。
引き続き、上記の影響の検討や、他の照射燃料・材
料の条件における検討など、本評価方法の確立に向けて
検討を進めて行きます。

●参考文献
辻智之ほか，照射後試験施設から発生する廃棄物の放射能評価方法の検討（2），JAEA-Technology	2017-010,	2017,	75p.

図 8-6　照射後試験施設から発生する廃棄物の例
原子炉で照射した照射燃料・材料、試験に用いたウエスや
作業衣等が廃棄物として発生します。

図 8-8　廃棄物から採取した試料と理論計算による核種組成
比の比較
90Sr、99Tc、154Eu、234U、235U、238U、238Pu、239Pu+240Pu、
241Pu、241Am、244Cm は、照射燃料・材料で汚染した試料の実
分析値と理論計算値が良く一致しましたが、14C、63Ni は違い
が見られ、冷却材中の放射性クラッドの寄与、材料の元素組成
の違いを考慮する必要性が示唆されました。なお、容器 A ～ F
は全て 1 種類の照射燃料・材料で汚染した廃棄物であり、対応
した照射燃料・材料の照射条件に基づき、放射化・燃焼計算に
よる理論的な核種組成比を算出しています。
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図 8-７　廃棄物から採取した可燃物試料の例
容器に収納された廃棄物の中から、ゴム手袋を試料として
採取し裁断しました。
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8-3 地下環境が有する自己修復機能を把握
－断層周辺の地下水の移動経路としての長期変化の検討－

図 8-10　断層周辺の地下水の移動経路としての長期変化
断層周辺では、断層の形成に伴い小さな割れ目が増加し透
水性が上がりますが、その後の地下水の流入や断層の再活
動により長期的には透水性が低下します。

高レベル放射性廃棄物の地層処分では、長期にわた
る地下水の移動を評価する必要があります。花崗岩など
の硬い岩盤では、地下水は割れ目を介して移動します。
割れ目の分布や特徴は、長期的には、断層運動に伴う形
成・増加や地下水の流入に伴う鉱物の沈殿などの変化が
あると考えられます。そのため、長期的な地層処分の安
全性を評価する上では、断層周辺の岩盤を含めた割れ目
の地下水の移動経路としての役割とその変化を理解する
ことが重要となります。そこで、私たちは岐阜県瑞浪市
の瑞浪超深層研究所の地下にある研究坑道（図8-9）で
ボーリング調査や坑道壁面調査を行い、断層周辺の岩盤
の地下水の移動経路としての長期的な変化について検討
しました。
その結果、割れ目は大きく三つのステージを経て現
在に至ると考えられます（図8-10）。ステージ1では、
マグマから花崗岩が形成される過程で、岩盤が冷却・固
化しつつ割れ目が形成される温度以下となると、比較的
大きな割れ目が形成されます。これらは、初期的な地下
水の移動経路となります。ステージ2では、岩体冷却
後の岩盤の隆起等に伴い断層が形成され、断層周辺に比
較的小さな割れ目が形成されます。断層周辺は、この小

さな割れ目の形成により個々の割れ目の連結性が増し、
透水性が高くなったと考えられます。ステージ3では、
断層周辺の透水性が低下します。断層周辺の岩盤は、形
成当初は地下水が選択的に流れる領域となりますが、地
下水が流れ込むことで、地下水中の成分が割れ目内に沈
殿し鉱物が形成され、結果的に約9割の割れ目が閉塞
されます。また、形成された鉱物の一部は、地下水との
反応による粘土化と断層の再活動による割れ目内の圧力
上昇により流動し、未固結の微細な鉱物として大きな割
れ目も充てんします。この結果、断層周辺の岩盤全体の
透水性が低下します。未固結の微細な鉱物の分布は、海
外の地下深部の花崗岩体では報告されておらず、未固結
の微細な鉱物の形成による透水性の低下は、我が国の花
崗岩体の特徴の一つと考えることができます。
以上のことから、従来、地下水の選択的な移動経路
とされてきた断層周辺の岩盤中の割れ目は、地下水の流
入や断層の再活動に伴う割れ目の閉塞・充てんといった
地下環境が有する自己修復機能によって、長期的には、
ほとんどの割れ目で透水性が低下する可能性があること
が明らかとなりました。

●参考文献
Ishibashi,	M.	et	al.,	Long	Term	Behavior	of	Hydrogeological	Structures	Associated	with	Faulting:	An	Example	 from	 the	Deep	
Crystalline	Rock	in	the	Mizunami	URL,	Central	Japan,	Engineering	Geology,	vol.208,	2016,	p.114-127.

図 8-9　瑞浪超深地層研究所の研究坑道レイアウトと深度
500 m の割れ目分布
深度 500 m の研究坑道では約 2000 本の割れ目が坑道壁面で確
認され、このうち湧水を伴う割れ目は約 10％でした。断層か
ら約 60 m までは割れ目が多く、断層の影響によるものと考え
られます。
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8-4 花崗岩中の物質移動を遅らせる微小空隙
－岩盤マトリクス拡散経路の可視化と微小空隙の直接観察－

花崗岩などの硬い岩盤からなる地下環境では、地下
水中の物質は、比較的大きな割れ目の中を選択的に移動
しつつ、微小な空隙を介して割れ目周辺の岩盤中に拡散
（マトリクス拡散）し、その移動が遅延されます。その
ため、マトリクス拡散現象を把握する上では、マトリク
ス拡散の経路となる連続した空隙の分布を把握すること
が重要です。これまでに、二次的な風化作用や熱水との
反応などによって強い変質を被る花崗岩では、空隙が増
加し、マトリクス拡散が促進されることが指摘されてい
ます。しかし、岩体の多くを占める割れ目の周辺が変質
を受けていないように見える花崗岩（花崗岩健岩部）に
おける、マトリクス拡散に関する知見は十分には得られ
ていません。そこで私たちは、土岐花崗岩を事例として、
顕微鏡等を用いて、岩石薄片観察による空隙抽出手法の
整備・特徴の把握（図8-11）と、岩石中の物質移動現象
の把握のための蛍光染料をトレーサー物質とした岩石ブ
ロックスケールの拡散試験（図8-12）を実施しました。
その結果、空隙は、鉱物中や鉱物間の微細な亀裂

（図8-11（a））、劈開に加えて、花崗岩の主要構成鉱物で
ある斜長石中に認められました（図8-11（b））。岩石ブ
ロックスケールの拡散試験の結果、トレーサー物質は主
に斜長石中に認められ（図8-12（c））、斜長石中の空隙
はマトリクス拡散の経路として機能していることを把握
しました。斜長石中の空隙は、その産状から、地下深部
でマグマが冷却・固化した際に生成される高温の液体（初
生的な熱水）と斜長石が反応（初生的変質）し形成され
たと考えられます。以上の知見から、花崗岩体の健岩部
には初生的変質によりマトリクス拡散経路が形成され、
物質移動の遅延が期待できる可能性があることが見いだ
されました。
初生的な変質については、我が国の他の地域の花崗
岩でも認められていることから、マトリクス拡散に寄与
し得る斜長石中の空隙は、花崗岩中に普遍的に存在する
可能性があります。今後、我が国の花崗岩におけるマト
リクス拡散経路の一般性を検討するため、他の岩体の特
徴の把握などさらなる検討を実施していく予定です。

図 8-11　花崗岩中の空隙の例
岩石薄片観察で抽出した空隙を緑色で示します。鉱物中には、微細な亀裂（a）や斜長石中に発達する空隙（b）等が観察されました。

●参考文献
石橋正祐紀ほか，深部結晶質岩マトリクス部における微小移行経路と元素拡散現象の特徴，原子力バックエンド研究，vol.23,	no.2,	2016,	
p.121-130.

図 8-12　岩石ブロックスケールの拡散試験の結果
岩石ブロック（a）を用いた拡散試験の結果、花崗岩健岩部でもトレーサー物質（蛍光緑色）がトレーサー物質の添加孔及び確認孔から
岩盤側に拡散していることが確認されました（b）。岩盤部を拡大したところ、拡散したトレーサー物質は、特に斜長石中に認められ
ました（c）。
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8-5 地層処分技術を実際の地下環境で実証するために
－人工バリア性能確認試験に向けた技術開発－

地層処分において、人工バリア定置後には廃棄体の
発熱や緩衝材への周辺地下水の浸潤などにより、人工
バリア及び天然バリアにおいて熱-水理 -力学 -化学
（THMC）が相互に影響し合った反応（THMC連成挙
動）が生じます。THMC連成挙動は長期間にわたるため、
その影響を評価するためには地下環境において生じる現
象を把握し、その挙動を再現する解析手法を開発すると
ともに、そうした連成挙動を考慮して処分場を設計する
手法を確立する必要があります。
幌延深地層研究センターの深度350	m調査坑道では、
THMC連成挙動に係る人工バリア性能確認試験（EBS
試験）を実施しています（図8-13）。試験の目的は、①
幌延の地下環境を事例とした人工バリアなどの設計手
法の提示、②地層処分研究開発第2次取りまとめ（第2
次取りまとめ）で示された処分概念の構築、③THMC
連成挙動の検証データの取得です。本研究では①に対
し、第2次取りまとめで示された設計手法に準拠しつ
つ軟岩系岩盤（堆積岩）の分布する幌延の特徴を踏まえ
た設計手法を構築しました。
具体的には、竪置き方式の試験孔掘削のための大口
径掘削機の開発・製作、緩衝材ブロック及び埋め戻し材
などの製作を通じて、設計手法の適用性を確認するとと
もに必要に応じて更新を行いました。

第2次取りまとめでは軟岩系岩盤での処分孔掘削方
法として、坑道底盤に掘削機械を固定するロータリー掘
削工法が示されていますが、本研究では、掘削中の孔壁
の崩落防止のために、ケーシング掘削と中堀オーガー掘
削を組み合わせ、さらに連続的に処分孔を掘削すること
を想定した、自走可能な大口径掘削機（図8-14）を開発・
製作しました。原位置での試験孔掘削を通じて、装置の
適用性を確認し、軟岩系岩盤での処分孔掘削方法につい
て、実際の地下環境における適用事例を提示しました。
また、処分場では、坑道掘削で生じる大量の掘削ズ
リを再利用した埋め戻し方法が想定されます。EBS試
験では実際の掘削ズリをベントナイトと混合した埋め戻
し材の設計を行い、混合率などの最適化を通じて、要求
性能（透水性など）を満たす配合を選定し、設計手法の
確認を行いました。製作した埋め戻し材（図8-15）を
用いて、坑道の埋め戻しを行いました。
これらの検討を通じて、これまでに示してきた設計
手法を、幌延の地下環境を事例とした人工バリア及び埋
め戻し材の設計に適用し、日本に広く存在する軟岩系岩
盤の特徴を踏まえた設計手法として例示することができ
ました。なお、EBS試験はデータ取得を継続しており、
今後は予測解析結果などと比較・検証するとともに、最
終的には解体・分析による評価を実施する予定です。

図 8-14　自走式大口径掘削機
直径 2.4 m、深さ 4.5 m の試験孔の掘削が可
能です。

●参考文献
中山雅ほか，幌延深地層研究計画における人工バリア性能確認試験−大口径掘削機の開発、模擬オーバーパック、緩衝材および埋め
戻し材の製作−，JAEA-Research	2016-010,	2016,	57p.

図 8-13　人工バリア性能確認試験の目的及び実施内容
第 2 次取りまとめで示された、堆積岩での処分孔竪置き方式を対象に、
実物大の緩衝材、重量及び発熱を模擬した模擬オーバーパックを設置
し、坑道の一部を埋め戻すことで再冠水までの過渡状態を再現した試
験を行います。
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図 8-15　埋め戻し材ブロックの製作
本試験では、人力による設置としたため、
30 cm × 30 cm × 10 cm、重量約 16 kg のブ
ロックとしました。奥に見える 80 t プレス機に
て圧縮成型して製作しました。
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8-6 堆積岩に分布する断層を把握する
－新第三紀塊状珪質泥岩に分布する 2 種類の断層の関係－

断層などの三次元分布や形成過程を表現する地質構造
モデルは、高レベル放射性廃棄物の地層処分における処
分場の設計や安全評価において最も重要な情報です。地
上におけるボーリング調査から坑道掘削時における坑道
壁面の地質観察といった調査の進展に伴い、新たに得ら
れるデータに基づき地質構造モデルを更新していくこと
は、モデルの信頼性を向上させるために重要となります。
幌延深地層研究センターの地下施設周辺の稚内層は、
新第三紀の塊状な珪質泥岩から構成されます。これまで
の調査により、稚内層には層理面に平行な断層（層面断
層）とそれに斜交する断層（斜交断層）の2種類の小
断層が分布することが明らかとなっています。換気立坑
と東立坑のそれぞれの掘削に先行して実施されたボーリ
ング調査（PB-V01及びSAB-1）の結果、幅数mm～
数 cm程度の断層ガウジを介在する四つの層面断層と、
断層角礫を介在する斜交断層が複数分布することが分か
りました（図8-16（a）、（b））。その後、坑道壁面の地質
観察を実施した結果、350	m調査坑道の西周回坑道に
おける坑道壁面では、層面断層が斜交断層に切断されて

いる様子が観察されました（図8-16（c））。これは、斜
交断層が層面断層の後に形成されたことを示しており、
既往研究の解釈と一致します。一方、換気立坑の深度約
268 m付近の坑道壁面では、層面断層が斜交断層に切ら
れている箇所は認められず、むしろ、斜交断層が層面断
層の近傍で終結する様子が観察されました（図8-16（d））。
ボーリング調査と坑道壁面の地質観察によって確認さ
れた位置と方向に基づき層面断層を対比させた結果、
少なくとも数十m以上の広がりを持つと推測されます
（図8-17）。これらの結果から、一定の広がりを有する
層面断層が、後続する斜交断層の発達に対して力学的に
影響している可能性が示唆されます。
ボーリング調査で得られた点の情報が、坑道掘削時の
壁面観察といった面的に広がりを持つ情報により更新さ
れ、それに伴い斜交断層と層面断層の形成プロセスといっ
た地質構造の発達過程にかかわる情報も拡充され、より
実際の地質構造を反映したモデル構築、ひいては構築し
たモデルの信頼性向上につなげることができました。

●参考文献
Hayano,	A.	et	al.,	Relationship	between	Faults	Oriented	Parallel	and	Oblique	to	Bedding	in	Neogene	Massive	Siliceous	Mudstones	at	
The	Horonobe	Underground	Research	Laboratory,	Japan,	IOP	Conference	Series:	Earth	and	Environmental	Science,	vol.44,	2016,	
p.022004-1-022004-8.

図 8-17　地下施設周辺の鉛直断面図
PB-V01 孔を通過する NE-SW 方向の鉛直断面
に、各ボーリング及び坑道において観察された層
面断層の位置と傾斜を投影し、層面断層の連続性
を検討した結果を表しています。

図 8-16　幌延深地層研究センターの地下施設のレイアウトと先行ボーリングで確認された断層及び断層の交差関係が観察された坑道壁面
の展開図

（a）は PB-V01 の深度 363 m 付近における斜交断層、（b）は深度 365 m 付近における層面断層です。（c）は 350 m 調査坑道の西周
回坑道における坑道壁面の割れ目分布、（d）は換気立坑の深度 255 ～ 275 m における坑道壁面の割れ目分布を表しています。
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8-7 大量の鉱物粒子の年代をはかる
－ CHIME 年代測定の迅速化に向けた技術開発－

図 8-18　EPMA を上から見たときの模式図（日本電子株式
会社 製品カタログより転載・一部改編）
東濃地科学センターのEPMAは、従来型の分光器を2台（CH2、
CH3）、H 形分光器を 3 台（CH1、CH4、CH5）備えています。
本研究では、Pb の測定に H 形分光器を使用し測定時間を短
縮することに成功しました。

堆積物中の鉱物ができた年代を調べることによって、そ
の鉱物がいつ形成され、どこから運ばれてきたのかを推
定することができます。このように過去の情報を得るこ
とで、例えば鉱物の供給源の岩体である山地がどのよう
に形成・発達してきたか等の履歴を知ることができます。
こうした手法は後背地解析と呼ばれ、高レベル放射性廃
棄物の地層処分において過去から現在の地質環境の変遷
を明らかにする上で有効な技術の一つです。しかしこれ
には、大量の鉱物粒子の年代測定が必要となります。
鉱物粒子の年代を調べる手法の一つとして、1991年
に名古屋大学で開発されたCHIME（チャイム）年代測定
法が挙げられます。CHIMEとは、トリウム-ウラン-
鉛化学アイソクロン年代測定法（Chemical	Th-U-total	
Pb	Isochron	Method）の略です。トリウム（Th）やウ
ラン（U）は時間の経過とともに一定の時間で別の元素
に変化し（放射壊変）、最後に鉛（Pb）になります。元
素の同位体比測定を必要とする従来の手法とは異なり、
CHIME年代測定法では鉱物に含まれるTh、U、Pbの
量を量ることで、鉱物ができた年代を推定することがで
きます。Th、U、Pbの量の測定には、電子プローブマ
イクロアナライザ（EPMA）という分析装置を使います。

EPMAは、電子線を試料に当て、その際に試料から発
生するX線の波長から、含まれる元素の種類を調べる
ことができる装置です。また、このX線の強度を測定
することで、元素の量を調べることができます。
本研究では、このCHIME年代測定を行う際に従来
とは異なるH形分光器（図8-18）という分光器（EPMA
の中でX線を波長ごとに分けて測定する役割を担う部
分）を用いて、従来の半分以下の時間で鉱物の年代を測
ることに成功しました。H形分光器の弱点である波長分
解能（波長の近いX線をどのくらい区別して測定する
ことができるか）の低さは、妨害X線の影響を除去す
る補正計算（干渉補正）によって補いました。この処理
で必要な干渉補正係数という値を算出する際に、天然の
モナザイト（Th、Uを含む天然鉱物の一種）の分析デー
タを用いて計算したのもこの研究が世界で初めてです。
既に年代が得られているモナザイトを測定し、この
手法の有効性を確認したところ、既往研究の年代値と相
違ない結果が得られました（図8-19）。このことから、
大量の鉱物粒子の迅速な年代測定の実用化の見通しが得
られました。
	

●参考文献
Shimizu,	M.	et	al.,	CHIME	Monazite	Dating:	Pb	Analysis	on	an	RR=100	mm	Spectrometer	and	Correction	of	Interferences	between	Th,	U,	
and	Pb	with	Natural	Monazite,	Journal	of	Mineralogical	and	Petrological	Sciences,	vol.112,	no.2,	2017,	p.88-96.

図 8-19　開発した手法による CHIME 年代測定の結果
オーストラリアの Cooma（クーマ）花崗岩（432.8 ± 3.5 Ma 

（Williams，2001））と、敦賀半島に分布する江若花崗岩（68.5
± 0.7 Ma （Sueoka et al.，2016））からそれぞれモナザイトを
取り出し、新たに開発した手法を用いて CHIME 年代測定を行
いました。既往研究による報告値と、本研究で得られた年代値
と相違ありませんでした。（横軸の ThO2

* は、モナザイトに含ま
れる ThO2 と UO2 を全て ThO2 とみなした時の仮想的合計量）
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8-8 岩石中の核種移行メカニズムの解明を目指して
－泥岩における粘土を主体とした拡散・収着モデルの開発－

図 8-20　泥岩中における粘土を主体とした拡散モデルの概念図
（a）は X線 CTによる泥岩中の密度分布、（b）は水銀圧入法による間隙サイズ
分布、（c）、（d）は泥岩中の粘土マトリクスとナノサイズ間隙中の電気二重層
モデルの概念図です。

岩石中の放射性核種の収着・拡散は、放射性廃棄物
の地層処分の長期安全性を評価する上で重要な現象で
す。安全評価において考慮すべき多様な地質及び地下水
条件に対する信頼性の高い収着・拡散パラメータを設定
するためには、岩石中の収着・拡散の現象理解に基づく
定量的な評価モデルを構築する必要があります。幌延深
地層研究センター（幌延URL）の泥岩中の拡散・収着
現象を説明するため、これまでに粘土成分の拡散・収着
への支配的な寄与を仮定したモデル化手法を、単純なイ
オン（Cs+、I−）を対象に検討してきました。本研究では、
より複雑な化学種としてNi（II）、Am（III）及びSe（IV）
を対象に、幌延URLの泥岩中の収着・拡散挙動を、実
験とモデル化の両面から評価しました。
透過拡散試験により得られた実効拡散係数（De）は、

圧縮粘土中において従来から観察されている陽イオン加
速、陰イオン排除の傾向を示したことから、粘土を主
体とした拡散モデルによる評価を試みました。ナノX
線CTや水銀圧入法によって得られた鉱物や間隙の分
布（図8-20（a）、（b））に基づき、泥岩中に均質に存在
する粘土マトリクス中のナノサイズ間隙（粘土層間及び
層間以外のナノサイズ間隙）中で生じる静電的相互作用
によって、拡散現象が支配されると仮定しました。この
粘土マトリクスは層間水を含まない非膨潤性のイライト、
層間水を含む膨潤性のスメクタイトから構成されます
（図8-20（c））。負に帯電した粘土表面におけるイオン濃度

分布と電粘性効果を電気二重層理論により表現し、単純
な間隙形状とサイズ分布を仮定した間隙モデルを組み合
わせて拡散モデルを構築しました（図8-20（d））。拡散試験
条件下における支配化学種はNi2+、Am（CO3）2

−、SeO3
2−

と想定されます。拡散モデルによって、陽イオン加速と陰イ
オン排除の効果を含むDeの傾向性（Cs

+	>	Ni2+	>	HTO	>	
I−	>	SeO3

2−	>	Am（CO3）2
−）及びその塩濃度依存性をお

おむね表現可能なことを確認しました（図8-21（a））。同
図に破線で示すように、層間の陽イオン加速への寄与が
大きく、Deのモデルと実測の差異は、陽イオンの層間での
拡散挙動がイオン種や塩濃度で異なるためと考えられます。
収着分配係数（Kd）は、バッチ収着試験と拡散試験
で整合する結果が得られ、岩石中の粘土鉱物（イライト
及びスメクタイト）の含有率から計算される収着サイト
容量、収着反応モデルパラメータ（イオン交換、表面錯
体）を考慮した収着モデルによる評価を試みました。こ
の粘土鉱物が収着に支配的に寄与することを仮定した加
性則モデルによって、実測されたKdの pH依存性をお
おむね表現できました（図8-21（b））。
これらの結果から、幌延URLの泥岩中における様々
な核種の拡散・収着挙動は、粘土のナノサイズ間隙中で
の静電的相互作用、粘土鉱物への収着反応によって支配
されることが確認されました。粘土を主体としたモデル
化アプローチは、粘土を比較的多く含む泥岩のような岩
石においては有効な手法になると考えられます。

図 8-21　泥岩中の Ni、Am、Se の実効拡散係数と
収着分配係数の実測データとモデル化結果の比較

（a）は De と塩濃度の関係、（b）はKd と pH の関係です。

●参考文献
Tachi,	Y.	et	al.,	Clay-Based	Modeling	Approach	to	Diffusion	and	Sorption	in	the	Argillaceous	Rock	from	the	Horonobe	URL:	Application	
to	Ni(II),	Am(III),	and	Se(IV),	The	Clay	Minerals	Society	Workshop	Lectures	Series,	vol.21,	chapter	19,	2016,	p.241-250.
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8-9 TRU 廃棄物処分施設の長期力学挙動を評価する
－人工バリア材料の化学的変遷を考慮した力学解析手法の開発－

図 8-22　TRU 廃棄物処分施設の概念
上図は、TRU 廃棄物処分施設の全体を示した鳥瞰図、下図は、
緩衝材を使用した処分坑道の断面図です。

原子力発電所の使用済燃料の再処理や混合酸化物燃
料の製造の際に発生する放射性廃棄物のうち高レベル放
射性廃棄物を除いたものは、超ウラン元素を含むことか
ら、TRU廃棄物と呼ばれています。TRU廃棄物のう
ち放射能濃度の高いものについては、生活圏から長期に
隔離するために地下300	m以深の安定な地層への処分
が考えられています。処分施設には、構造材にコンクリー
トやセメントモルタル（セメント系材料）を、緩衝材に
は締め固められたベントナイトを使用することが考えら
れています（図8-22）。処分の安全性を評価するために、
処分施設において生じる事象やプロセスを考慮し化学、
力学及び水理学などの観点から処分施設の状態変遷を評
価し、地下水の移動を抑制する緩衝材の厚さや処分施設
周辺の地下水流速を求め、放射性核種の処分施設からの
移行評価に反映させる必要があります。私たちは、処分
施設の建設・操業期間から施設閉鎖後長期にわたる力学
挙動を評価するために、セメント系材料やベントナイト
系材料などの人工バリア材料の化学的変遷を考慮した解
析手法を開発しました。
考慮した事象及びプロセスを処分施設・操業期間

（～100年程度）において生じるものと、処分施設閉鎖

後において生じるものとに整理し（表8-1）、解析手法
を開発しました。処分施設閉鎖後では、地下水が施設内
に浸潤しコンクリート支保工や覆工のCa成分が長い期
間をかけて、地下水に溶出していきます。これにより、
コンクリートの強度が低下し、コンクリートの成分が溶
出した地下水は、高いアルカリ性を示します。この地下
水は、Ca濃度が高く、緩衝材に接触するとベントナイ
トがCa型にイオン交換します。さらに、ベントナイト
中の膨潤性鉱物であるスメクタイトが溶解して変質して
いくことが考えられます。これにより緩衝材の膨潤性が
低下する可能性があります。ここでは、人工バリア材料
の化学的変遷が10万年まで線形に生じると仮定し、開
発した手法を用いて行った解析結果（処分施設下部の緩
衝材厚さの変化量）を示します（図8-23）。緩衝材の変
質を考慮した場合は、ベントナイトの膨潤性能が低下す
るため、緩衝材の変質を考慮しない場合に比べ、2	cm
程度変位量が大きくなることが分かりました。
今後は、より現実的な解析として、数値解析によっ
て得られる詳細な化学的変遷の情報を反映して処分施設
の力学挙動解析を行っていきます。

●参考文献
三原守弘ほか，TRU廃棄物地層処分施設の化学的変遷を考慮した長期力学挙動解析コードの開発，原子力バックエンド研究，vol.24,	
no.1,	2017,	p.15-26.

図 8-23　開発した力学解析手法での解析結果
開発した解析手法での解析結果の一例で、処分施設下部の緩
衝材厚さの変化量を示します。緩衝材の変質として、Ca 型
化及びスメクタイトの溶解を考慮しました。
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表 8-1　評価モデルで考慮した事象及びプロセス
解析手法に組み込んだ事象・プロセスを示します。
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8-10 硝酸プルトニウム溶液測定の精度向上と迅速さの両立
－中性子を用いた非破壊測定の改善－

東海再処理施設では、軽水炉等から回収された硝酸
プルトニウム溶液を保有しています。これらは直接利用
核物質（そのまま核爆発装置の製造に使用できる核物質）
と呼ばれ、国及び国際原子力機関（IAEA）による査察
を受けています。
在庫サンプル測定装置（INVentory	sample	assay	
System：INVS）は、混合酸化物（MOX）粉末、硝酸
プルトニウム溶液等の試料に対し、中性子非破壊測定に
よりプルトニウム量を求める装置（図8-24）で、査察
官が私たちの申告が正しいことを確認する手段として運
用されてきましたが、今般、破壊分析と同等レベルの不
確かさ（1%以下）を目標とし、プルトニウム溶液試料
測定の高精度化に取り組みました。
高精度化にあたっては、まず検出器固有のパラメー
タ（感度分布や電圧特性など）を確認し、また測定対象
と同じプルトニウムを中性子線源とできるMOXペレッ
ト線源を製造した上で、校正に必要なパラメータ（検出
効率、自己増倍が無い場合の同時中性子の割合など）の
確認及び最適化を行いました。
次に、保有する溶液の濃度範囲で調製した試料を用
いて、検量線による方法、known-α法に必要なそれぞ
れの校正式を得ました。

実試料の測定結果は、3種類の中性子同時計数法（核
分裂等により同時に発生した複数の中性子を検出する手
法）、すなわち検量線による方法、known-α法（中性子
の自己増倍率を既知とする方法）、マルチプリシティ法
（三重相関の同時中性子を評価に用いる方法）によって
評価、比較することで最適な評価方法を決定する方針と
しました。溶液系に対するknown-α法及びマルチプリ
シティ法の適用例は珍しく、新規の知見が得られる期待
がありました。
実試料を約1日間測定し、評価したところ、検量線
による方法とknown-α法は不確かさ1%以下を達成し
ましたが、マルチプリシティ法は約2%でした。不確か
さを改善するため、バックグラウンド中性子の変化によ
る影響を抑える遮へい体を導入したところ（図8-25）、
特にknown-α法で大きな改善が見られ、検量線による
方法とknown-α法では1時間という短い測定時間でも、
不確かさ1%を達成することができました。結果として、
マルチプリシティ法では不確かさ1%の達成は困難だっ
たものの、検量線による方法及びknown-α法では、迅
速かつ高精度な測定の両立を達成しました。
本研究は、米国ロスアラモス国立研究所との共同研
究として計量管理の高度化のために実施したものです。

●参考文献
Swinhoe,	M.,	Makino,	R.	et	al.,	Improvement	of	INVS	Measurement	Uncertainty	for	Pu	and	U-Pu	Nitrate	Solution,	LA-UR-17-23474,	
2017,	28p.

図 8-24　グローブボックスと INVS、測定系の配置
INVS は He-3 比例計数管を持つ中性子検出器であり、シフトレ
ジスターとソフトウェアを用いて、測定及びプルトニウム量の評
価を行います。

図 8-25　グローブボックスと INVS（遮へい体有
り）の配置状況
実際の INVS（高密度ポリエチレン及びカドミウム
製の遮へい体を設置後）とグローブボックスの配
置関係になります。

バックエンド対策及び再処理技術に係る研究開発
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8-11 高速炉燃料の再処理で発生する残渣の性状を理解する
－照射済高速炉燃料の溶解に伴う不溶解残渣の性状評価－

図 8-26　（a）燃料溶解の様子と（b）ろ過した残渣
照射済燃料の取り扱いはコンクリートセルの中で遠隔操作により行っ
ています。実験自体は通常の実験室と同様の規模で、硝酸 300 mℓ程
度に溶かし、残渣はガラスフィルタでろ過しています。

原子炉で照射された使用済燃料（照射済燃料）は、ウ
ラン（U）やプルトニウム（Pu）を回収するために再
処理をします。再処理では燃料を硝酸で溶解しますが、
沈澱や溶け残り等の固体物（残渣）が発生します。残渣
が溶解液と一緒にその後の工程に行くと、配管の詰まり
や装置の不具合を起こす可能性があるため、残渣がどの
ように生じるかやその性状を把握しておくことは重要で
す。特に、高速炉燃料は従来使用されている軽水炉燃料
と組成が異なるため、出てくる残渣の特徴も変わります
が、まだ十分な情報が得られていません。
高速実験炉「常陽」の照射済燃料の溶解試験時に発
生した残渣の性状評価を高レベル放射性物質研究施設
（CPF）で実施しました。「常陽」の照射済燃料ピンを
1.5	cm程度に切ったものをフラスコに入れ、硝酸溶液
を加えて熱することで、核燃料物質（U、Pu）や核分
裂生成物（FP）のほとんどは硝酸溶液に溶けますが、
一部は溶けずに残ります。この残渣をガラスフィルタで
ろ過して回収しました（図8-26）。
いくつかの溶解条件で回収した残渣の元素組成を分
析した結果、Pu以外にモリブデン（Mo）、テクネチウム
（Tc）、白金族元素（ルテニウム（Ru）、ロジウム（Rh）、
パラジウム（Pd））が含まれていました（図8-27（a））。

燃料の溶解条件（燃料の種類や硝酸濃度等）の違いは、
残渣の組成に大きな影響は与えていませんでした。
X線回折（XRD）の分析結果を図8-27（b）に示しま
す。報告されているMo4Ru4RhPd合金と良く一致した
ピークが見られました。今回の残渣のうちの一つは、こ
の合金組成にTcが加わったMo4Ru3.7Rh1.1Pd1.1Tc1.2 合
金と考えられます。
軽水炉燃料の再処理で発生する残渣の研究では、
Mo4Ru4RhPd合金に加えて、モリブデン酸ジルコニウ
ム（ZrMo2O7（OH）2（H2O）2）が多く含まれていること
が報告されています。このZrMo2O7（OH）2（H2O）2は再
処理溶解液を加熱していると沈澱してくる物質で、非
常に細かい粒子のため、発生を抑止する必要がありまし
た。しかし、本研究で分析した残渣からはジルコニウ
ム（Zr）が検出されず、またZrMo2O7（OH）2（H2O）2の
ピークも見られませんでした。Moの多くが合金として
残渣になり、溶解液中のMo濃度が低くなったことから
ZrMo2O7（OH）2（H2O）2が発生しなかった可能性があり
ます。高速炉燃料では軽水炉と残渣の特徴が異なること
が分かり、高速炉燃料再処理の開発のため、さらなる残
渣の評価を進めていきます。

●参考文献
Aihara,	H.	et	al.,	Characterization	of	the	Insoluble	Sludge	from	the	Dissolution	of	Irradiated	Fast	Breeder	Reactor	Fuel,	Procedia	
Chemistry,	vol.21,	2016,	p.279-284.
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図 8-27　（a）残渣の化学組成と（b）XRD 分析結果
（a）ではある一つの残渣中に含まれる元素の重量割合を示しま
した。凡例には定量した元素を示しており、「その他」にはそ
れ以外が含まれます。（b）は XRD のスペクトルです。比較のた
め、注目される化合物 2種の報告値も示しています。

（a） （b）

Pu
Mo
Tc
Ru
Rh
Pd
その他

（a）

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90

2θ（度）

（b）

相
対
強
度

残渣

Mo4Ru4RhPd（Paschol et al. （1983））

モリブデン酸ジルコニウム
（Clearfield and Blessing（1974））



原子力機構の研究開発成果　2017-18　89

システム計算科学センターでは、東京電力福島第一原
子力発電所事故を契機として発生した課題の解決や将来
の原子力システムの研究開発に必要とされる様々な現象
を解析するため、スーパーコンピュータ（スパコン）を活
用した計算科学技術の研究開発を行っています（図9-1）。
本誌ではその中から4件のトピックスを紹介いたします。
当センターでは、スパコンの能力を最大限引き出す
ための高度計算技術の開発を行っています。最先端のス
パコンでは、演算装置間のネットワーク通信が計算全体
の処理速度を決めるボトルネックになっていますが、そ
の通信処理を大幅に減らす省通信型ソルバの開発に成功
しました（トピックス9-1）。また、計算を高速化する
アクセラレータという装置を、原子力分野の数値計算手
法においても存分に活用するため、種々の計算方法に関
して検討を行い、原子力流体計算コードの主要部分を
アクセラレータ向けに最適化することに成功しました
（トピックス9-2）。これらの成果は原子力分野だけでな
く計算科学分野全体の研究開発力を底上げすることにつ
ながります。
また、スパコンの能力を活用した研究開発を行って

います。原子力分野における燃料・材料や福島事故対
策に係る放射性セシウムの研究に関して、第一原理計算
と呼ばれる電子のレベルからそれらの特性を調べる高精
度な計算手法を活用する研究を進めています。次世代の
核燃料物質の一つとされる二酸化トリウムについては、
第一原理計算に基づく分子動力学シミュレーションに
より、	高温における特異な振る舞いを明らかにしました
（トピックス9-3）。また、核融合炉の内壁材料候補であ
るタングステン合金においては、第一原理計算に基づく
格子欠陥移動シミュレーションを行い、レニウムの添加
がなぜタングステンの照射耐性を向上させるかを明らか
にしました（トピックス9-4）。さらに、放射性セシウ
ムを吸着する能力の高い粘土鉱物の原因究明に関係する
成果も挙げています（第1章トピックス	1-19）。
その他、高度計算技術の研究開発成果に対して、
2016年 6月 22日、理化学研究所とともに「ISC	2016	
HPC	in	Asia	Poster	Award」を受賞したほか、2017
年 2月 14日には「福島事故からの復興に向けた計算科
学の取り組み」と題するワークショップを主催する等、
計算科学技術を普及させるための活動も行っています。

図 9-1　システム計算科学センターにおける研究開発
「スパコンの能力を引き出す研究開発」と「スパコンの能力を活用する研究開発」を 2 本の柱として、原子力分野におけ
る計算科学を推進しています。
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原子炉内の流れの解析を高速化する
－省通信型超並列行列ソルバの開発－

図9-2　従来ソルバと省通信型ソルバの演算と通信のイメージ
（a）従来ソルバでは反復 1 回ごとに矢印で示した計算機間通
信が発生します。（b）省通信型ソルバでは、数反復分のデー
タをまとめて通信し、通信回数を削減します。

過酷事故時の原子炉内の複雑な熱流動現象を解析す
るために大規模な熱流動解析コードが開発されていま
す。現在のスーパーコンピュータでは原子炉内の一部の
構造物を対象とするシミュレーションが可能ですが、原
子炉全体のシミュレーションを行うためには現在の100
倍以上の計算性能を持つエクサスケール計算機が必要と
なります。
最先端のスーパーコンピュータは数万台の計算機を
ネットワークで接続した分散メモリ型並列計算機となっ
ています。この性能を活かすには計算データを通信し、
処理の足並みを揃える同期をとる必要がありますが、エ
クサスケール計算機では通信処理がボトルネックとなっ
ています。熱流動解析コードは、圧力方程式を解く、行
列ソルバが計算コストの大部分を占めます。従来の行列
ソルバは通信処理のコストが比較的大きいため、大規模
な並列計算では通信のボトルネックが顕在化してきまし
た。この問題を解決し、さらに大規模な熱流動解析を可
能とするために、省通信型行列ソルバを開発しました。
従来の行列ソルバは反復解法の一種である共役勾配
法を用いています。この手法は、近似解の残差を計算し
て解を修正することにより、大規模な行列問題を反復的
に計算する手法です。従来のソルバでは反復1回ごと

にベクトル同士の内積計算を行いますが、その際に数万
台の計算機で計算したデータを集める集団通信が必要と
なります（図9-2（a））。
しかし、省通信型行列ソルバでは数学的に等価なアル
ゴリズム修正によって内積計算に必要なデータを数回分
まとめて通信し、内積計算を行うことで、集団通信及び
それに必要な同期の回数を従来の行列ソルバの数分の一
に削減することができます（図9-2（b））。このアルゴリ
ズム修正によって計算量が増加しますが、超並列計算で
は演算処理よりも通信処理のコストが大きくなるため、
省通信型行列ソルバは超並列計算に適しています。我が
国の代表的なスーパーコンピュータである「京」におい
て本研究で開発した省通信型行列ソルバの性能評価を実
施したところ、数万台の超並列処理では従来のソルバで
顕在化する通信コストを大きく削減することに成功しま
した。また、アルゴリズムの変更によってメモリアクセ
ス数も減少し、計算部分も加速されたため、全体として
2倍程度の高速化を達成しました（図9-3）。
今後、開発した省通信型ソルバを汎用ライブラリと
して整備し、成果を公開していく予定です。本研究は、
文部科学省ポスト「京」重点課題⑥「革新的クリーンエ
ネルギーシステムの実用化」で得られた成果です。

●参考文献
Mayumi,	A.	et	al.,	Left-Preconditioned	Communication-Avoiding	Conjugate	Gradient	Methods	for	Multiphase	CFD	Simulations	on	the	K	
Computer,	Proceedings	of	7th	Workshop	on	Latest	Advances	in	Scalable	Algorithms	for	Large-Scale	Systems	(ScalA	2016),	Salt	Lake	
City,	Utah,	USA,	2016,	p.17-24.
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図9-3　大規模並列時の従来ソルバと省通信型ソルバの比較
「京」コンピュータにおいて 3 万台の計算機を用いてポアソ
ン方程式（800 × 500 × 3540 格子）の行列計算を行った際の
実行時間です。従来ソルバでは全体の半分近くあった通信時
間が省通信型ソルバでは大幅に削減され、全体で 2 倍程度の
高速化を実現しました。

9-1

（a）従来ソルバでは反復１回ごとに通信が発生する

（b）省通信型ソルバでは反復数回ごとにまとめて通信を行う
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アクセラレータを活用した省電力計算技術開発
－原子力流体計算カーネルのアクセラレータ最適化－

過酷事故の解析や放射性物質の環境動態解析等、原
子力分野の流体計算をさらに高度化し、実問題に適用す
るには高い計算性能が必要となります。「京」コンピュー
タの後継機であるポスト「京」をはじめとするエクサス
ケール計算機の開発が国内外で進展していますが、現在
の100倍以上の計算性能を同程度の消費電力で実現す
るために、省電力計算技術が大きな課題となっています。
ハードウェアに関しては、動作周波数を抑制し、多数の
演算コアを集積することによって省電力と計算性能向上
を両立するアクセラレータが開発されてきました。しか
しながら、ソフトウェアに関しては、アクセラレータで
既存の数値計算手法を効率的に処理できるかどうか分
かっていませんでした。今回、原子力流体計算コードの
計算カーネルをアクセラレータ向けに最適化し、その性
能を評価しました。
アクセラレータとしては、画像処理用に開発された
GPU及びCPUをベースに演算コア数を拡張した2種
類のメニーコアプロセッサ、Xeon	Phi、FX100を使用
し、代表的な流体計算手法である有限差分法及びセミ
ラグランジュ法の移流計算カーネルを最適化しました。
有限差分法は規則的にメモリにアクセスするのに対し、
セミラグランジュ法は流線に沿って解を追跡するために

ランダムなメモリアクセスとなります（図9-4）。上記
アクセラレータは従来のCPUに比べて消費電力あたり
の計算性能を3～ 5倍向上していますが（図9-5）、多
数の演算コアにデータを供給するために複雑な階層構造
のメモリを搭載しています。このため、階層的メモリ構
造と移流計算の物理的特徴の両者を理解した上で、メモ
リアクセスパターンを階層的メモリ構造に適合させるこ
とが、最適化の鍵となります。
FX100は従来のCPUと同型のプロセッサ内共有メ
モリとなるため、特別な最適化なしに性能を引き出せる
ことが分かりました。一方、Xeon	Phi は演算コアごと
に分散したメモリ構造となるため、各コアに格納され
たデータを効率的に利用する演算順序の設計により1.3
倍程度、GPUでは画像処理用のメモリ構造を活用する
アルゴリズム設計により1.9倍程度の性能向上が得られ
ました。以上の最適化により、有限差分法で最大5倍、
セミラグランジュ法で最大8倍という高い計算性能を
達成し（図9-5）、アクセラレータによる省電力計算の
見通しが得られました。
本研究は、文部科学省ポスト「京」重点課題⑥「革
新的クリーンエネルギーの実用化」で得られた成果です。

図9-5　アクセラレータにおける流体計算カーネルの計算
性能比較
CPU（Sandy Bridge）の性能によって規格化したアクセ
ラレータ（FX100/GPU/Xeon Phi）の電力性能比（Power
Efficiency）、セミラグランジュ法、有限差分法の演算速度
比を示します。電力性能比は Green500 と呼ばれるベンチ
マーク行列計算における消費電力あたりの計算速度（Flops）
の比を示します。

図9-4　流体計算カーネルの数値計算法
（a）セミラグランジュ法及び（b）有限差分法を用いた移流計算
の時間発展におけるメモリアクセスパターンを示します。t は
時刻、（x，v）は空間を表します。セミラグランジュ法は流線に
沿ったデータ参照によって解の発展を追跡するのに対し、有限
差分法は規則的なデータ参照によって解を発展させます。

●参考文献
Asahi,	Y.,	Idomura,	Y.	et	al.,	Optimization	of	Fusion	Kernels	on	Accelerators	with	Indirect	or	Strided	Memory	Access	Patterns,	IEEE	
Transactions	on	Parallel	and	Distributed	Systems,	vol.28,	no.7,	2017,	p.1974-1988.
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核燃料物質の高温での特性を理解する
－二酸化トリウムの第一原理分子動力学シミュレーション－

図9-6　二酸化トリウム結晶中での原子の運動の様子
108 個のトリウム原子（●）と 216 個の酸素原子（●）の
3500 K での運動の様子を示しています。低温では結晶中の原
子はきれいに整列していますが、融点付近の高い温度なので、
原子の位置が大きく乱れているのが分かります。また、軽い
酸素原子の方が大きく動いています。

図9-7　二酸化トリウムのエネルギーの温度依存性
●が計算で得られたエネルギーを示しています。見やすくす
るために線を引いています。約 3000 K を境に傾きが大きく
異なる不連続な変化を見せていることが分かります。

より安全でより効率的な核燃料の開発には、高温で
の燃料の特性を理解することが大切です。しかし、原子
炉内での極限状況を再現することは簡単ではなく、全て
の性質を実験で得ることは大変なことです。そこで、計
算機によるシミュレーションによって、燃料の高温特性
を評価することが、実験を補完する方法として期待され
ています。
二酸化トリウムは次世代原子炉用の燃料として注目
されていますが、事故時の安全性評価で重要となる高温
での性質が詳しく調べられていません。多くの酸化物燃
料は融点近くの高温で異常な振る舞いが現れることが知
られています。例えば、二酸化ウランの場合、低温では
エネルギーが温度に対して滑らかに上昇していくのです
が、2500	K以上になると急激なエネルギーの上昇が起
こります。この現象は二酸化トリウムでも予想されます
が、これまでは実験の精度が十分ではなく、この変化が
起きているかどうかはっきりしませんでした。
そこで私たちは、第一原理分子動力学シミュレーショ
ンを用いて、二酸化トリウムの高温での振る舞いを調べ
ました。第一原理分子動力学とは、電子と原子核の相互
作用から原子間の力を求めて、それを基に原子の運動を
調べる方法です。この方法では、経験的なパラメータ

を必要としないため、信頼性の高い計算が可能です。
私たちは324個の原子からなる二酸化トリウムの結晶
（図9-6）を用意して、大型計算機を用いてシミュレー
ションを行い、エネルギーと温度の関係を調べました。
図9-7にあるように、3000 K付近でエネルギーの傾き
が大きく変化しているのが分かります。この変化は二酸
化ウランと比べて、500 Kも高い温度で発生すること
が分かりました。今回の結果はこれまでに得られている
実験結果とも矛盾はありませんが、実験より精度の高い
データが得られたことで、実験でははっきりしなかった
エネルギーの異常な変化を発見することができました。
また、シミュレーション中での原子の運動を調べてみる
と、3000 K以上の高温では軽い酸素原子だけがまるで
液体中の原子のように自由に動き回っていて、このこと
がエネルギーの異常な変化の原因であることが分かりま
した。
このようにシミュレーションを用いることで、実験
で得ることが困難な様々な性質を評価することが可能と
なります。これからも数値シミュレーションを用いて、
核燃料の性質の精度の高い予測を行い、より安全な核燃
料の開発に貢献していきたいと考えています。

●参考文献
Nakamura,	H.	et	al.,	High-Temperature	Properties	of	Thorium	Dioxide:	A	First-Principles	Molecular	Dynamics	Study,	Journal	of	
Nuclear	Materials,	vol.478,	2016,	p.56-60.
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照射に強い合金の謎を解明
－第一原理計算に基づく格子間原子の移動シミュレーション－

原子力においてエネルギーをもたらすのは、中性子を
介した核分裂や核融合の連鎖反応です。よって、炉を形
作る材料が中性子を浴びることにより時間とともに劣化
するのはどうしても避けられません。しかしながら、安
全性や経済性の面から、その影響をなるべく小さくする
ことが求められます。特に、将来の核融合炉の内壁は高
エネルギーの中性子照射にさらされる上に高温のプラズ
マにもさらされる過酷な条件下での利用になります。こ
のような内壁に現在、高融点材料であるタングステンま
たはタングステン合金の利用が検討されています。
当初タングステン結晶は、核融合炉の燃料である重水
素などの水素の同位体を吸収しにくく、内壁に適してい
ると考えられていました。しかしながら、中性子照射に
よって内壁に空孔と呼ばれる原子サイズの穴が作られて、
そこに水素同位体が吸収されることが分かってきました。
燃料が内壁に吸われてしまうのは経済性や安全性の観点
から望ましくありません。一方、タングステンにレニウ
ムを混合させると、照射による影響が減ることが昔から
知られていますが（図9-8（a））、その原因は分かりません
でした。また、タングステンの中でレニウムは時間とともに
徐々に集まってきて塊を作り、タングステンを割れやす
くしてしまうという悪い効果もあります。そこで私たち
は、レニウムの良い効果を他の元素で代替できないかと
考えました。そのためには、まずレニウムの良い効果は
どのようにして起きるのかを解明しなくてはなりません。

高速中性子によって結晶格子の位置から原子が弾き
出され格子の間に入り込み、弾き出された跡には空孔
が残ります。照射の影響が少ないということは、弾き出
された格子間原子がまた空孔に戻ってきて、元の状態に
なりやすいことを意味しています。このような現象を再
結合と呼びます。私たちは、密度汎関数法と呼ばれる量
子力学的な第一原理計算を用いて、弾き出された原子の
動きが純タングステン中とタングステン・レニウム合金
中とではどのように違うのかを詳細に調べました。その
結果、純タングステンでは弾き出された原子が直線的
に動き、合金ではランダムに動くことが分かりました
（図9-8（b））。この違いが、再結合にどのように影響す
るのかを示したのが図9-8（c）です。ある一つの弾き出
された原子が、移動距離半径内に分布している空孔と出
会う確率を示しています。純タングステンより合金に
おいて出会いの確率が上がっていることが分かります。
よって、私たちは原子のランダムな運動が照射の影響を
軽減するという仮説を立てました。そして、その仮説を
これまでの様々実験結果と矛盾しないかを慎重に確認し
ました。その結果、私たちはこの仮説がほぼ正しいと確
信するに至りました。今後は、この結果を踏まえ、新し
い合金を計算科学的に探していきます。
本研究は、日本学術振興会科学研究費補助金基盤研究

（C）（No.15K06672）「タングステン合金における照射誘
起析出発生メカニズム解明」の助成を受けたものです。

●参考文献
Suzudo,	T.	et	al.,	Suppression	of	Radiation-Induced	Point	Defects	by	Rhenium	and	Osmium	Interstitials	in	Tungsten,	Scientific	Reports,	
vol.6,	2016,	p36738-1-36738-6.
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図9-8　純タングステンとタングステン・レニウム合金の照射効果
（a） これまでの実験からタングステンにレニウムを混合させると中性

子照射によって形成される格子欠陥が純タングステンに比較して
抑制されることが知られていました。

（b） 第一原理計算をベースにした計算科学研究から、純タングステン
では弾き出された格子間原子が直線的に、タングステン・レニウ
ム合金ではランダムに運動することが判明しました。

（c） 格子間原子の軌道がランダムになることにより空孔との再結合率
が上昇することが判明し、レニウムによる照射効果軽減のメカニ
ズムが分かりました。
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　核不拡散・核セキュリティ総合支援センターは、国内外
の関係機関と連携し、核不拡散・核セキュリティに関し、
以下の技術開発や人材育成等を実施しています（図10-1）。

日本のための、そして世界のための技術開発
　国内外の動向を踏まえた核不拡散・核セキュリティ
強化のための技術開発に取り組んでいます。東京電力
株式会社福島第一原子力発電所事故の溶融燃料等に含
まれる核物質の量を測定する技術開発や使用済燃料を
直接処分した場合の保障措置*技術の検討を実施して
います。また、核検知・測定技術開発に関し、核共鳴蛍
光（NRF）による重遮へい物内核物質探知技術、外部パ
ルス中性子源を用いた多種多様な物質中の核物質非破
壊測定技術、核分裂生成物を含むプルトニウム溶液の
モニタリング技術の開発を行うとともに、核鑑識技術の
開発については、確度向上及び迅速化を目指した技術の
高度化を進めています。その他、将来の研究開発の方
向性を主に技術的観点で議論する国際シンポジウムを
2017 年 6月に開催し、核鑑識の理解増進とそのニーズ、
各国の取組状況について検討しました。
＊核物質が平和目的だけに利用され、核兵器等に転用されないこと
を担保するために行われる検認活動のこと

技術的知見に基づいた政策立案支援
　原子力施設における核不拡散（保障措置：Safeguards））
と核セキュリティ（Security）の相乗効果に係る検討を実
施しています。両者（英語の頭文字から2Sと称する）を
ともに強化、推進していく観点から、2Sの相乗効果に
係る国際的な動向調査や、国際機関等が例示する2Sの
共用方策について調査するとともに、将来、核燃料サイ
クル施設において、2S各々で使用する計測・監視技術

や機器及び情報を施設間でお互いに共有する可能性を
視野に入れて適用性を調査しました。

人材育成支援
　2010 年 4月の核セキュリティ・サミットでの政府の
表明に基づき、2011年 4月からアジア諸国を始めとし
た各国への人材育成支援事業を開始し、2017年 3月ま
でに、核セキュリティや保障措置に関して国内外で実施
したセミナー、トレーニング等に、国内外から約 3276
名が参加しています。こうした活動は、アジアを中心と
した地域で人材育成に貢献しており、日米両政府から
高く評価されています。

技術的知見・経験をベースとした国際貢献
　国際的な核実験監視体制の確立に向けて、包括的
核実験禁止条約（CTBT）国際監視制度施設や国内デー
タセンター（NDC）の暫定運用を実施しています。2016
年 9月の第 5回北朝鮮核実験では、CTBT放射性核種
観測所データの解析評価結果を国等へ適時に報告し、
CTBT国内運用体制に基づく国の評価に貢献しました。
トピックス10-1は、地下核実験の検知に有効な放射性
キセノン観測に関し、医療用RI製造施設の影響評価を
行った研究成果です。

原子力機構が計画する核物質輸送及び研究炉燃料に係
る業務支援
　各研究開発拠点が行う核物質輸送を支援するととも
に、試験研究炉用燃料の需給及び使用済燃料の処置方
策の検討を実施しています。高濃縮ウラン燃料の対米
返還輸送を計画的に推進することにより、世界的な核
セキュリティを強化してきた地球規模脅威削減イニシア
ティブ（GTRI）に貢献しています。

図10-1　核不拡散・核セキュリティ総合支援センターの実施体制と連携体制
IAEA 等の国際機関や、各国における技術開発及び核物質の管理と利用に係る透明性確保に資する活動を行っています。
また、アジア諸国に対して、能力構築に貢献する人材育成支援事業を継続しています。

核不拡散・核セキュリティ科学技術開発
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核不拡散・核セキュリティ科学技術開発

10-1 核実験監視能力の向上を目指して
－ CTBT 放射性核種観測所の観測結果に対する医療用 RI 製造施設の影響評価－

あらゆる空間での核実験を禁止する包括的核実験禁
止条約（CTBT）は現在未発効ですが、世界337ヶ所
の監視施設から成る核実験監視のための国際監視制度が
既に約85%整備され暫定運用されています。
CTBT監視対象の一つである放射性キセノンは化学
的に不活性な希ガスで、地下核実験の際に他の核種と比
べて地上に漏れ出す可能性が高く、かつ核実験で大量
に生成されるため、地下核実験検知の指標として特に
重要です。上記の国際監視制度の下、日本の高崎を含
む30ヶ所（2017年 5月現在）の放射性核種観測所で
放射性キセノンの観測を行っています。これまでの観測
結果から、数ヶ所の放射性核種観測所で放射性キセノン
の一つである 133Xeが高頻度かつ高い放射能濃度で観測
されることが分かっています。これらの 133Xeの最も有
力な放出源は、核医学検査薬の原料となる放射性同位
体（RI）を核分裂反応により製造する医療用RI製造施
設（MIPF）と考えられています。MIPFから放出され
る 133Xeが放射性核種観測所の観測結果に与える影響を
評価することは、観測された 133XeがMIPF等の民生
用施設によるものか核実験によるものかを識別する上で
大変重要です。

そこで、このMIPFからの影響を、大気輸送モデ
ル（ATM）シミュレーション解析により評価する科学プ
ロジェクトが2015年に実施され、私たちを含む7ヶ国
及びCTBT機関が参加しました。本プロジェクトでは、
ベルギーのフルリュースにある国立放射性物質研究所
（IRE）のMIPFの排気筒測定データ（2013 年 11月
10日～ 12月 9日）を使用し、ドイツの放射性核種観
測所に到達する 133Xeの放射能濃度を、ATMシミュレー
ションにより解析評価しました。ATMシミュレーショ
ン結果を図10-2に示します。また、同観測所の観測
結果と私たちの解析結果の比較を図10-3に示します。
133Xeの観測値が高い日は観測値と解析値の相関が高い
ことから、IREのMIPFが有力な放出源であることが
確認できました。一方、観測値が低い日は観測値と解析
値の相関が低く、同MIPFからの放出が原因である可
能性は低いことが分かりました。
私たちは、これからもCTBT機関や各国の専門機関
と協力して 133Xeの観測を継続するとともに民生用施設
からの放出が観測結果に与える影響の評価を進め、核実
験監視能力の向上に努めていきます。

図10-2　ベルギーの医療用 RI 製造施設（MIPF）から放
出された 133Xe の大気拡散シミュレーションの様子
IRE の MIPF の排気筒測定データを使用し、本排気筒から
放出された 133Xe の大気拡散の様子を原子力機構がシミュ
レーションした結果の一部です。ドイツの放射性核種観測
所にも 133Xe が到達しています。（米国海洋大気庁（NOAA）
が開発した ATM 解析ソフト（HYSPLIT）を使用）

●参考文献
Eslinger,	P.	W.,	Kijima,	Y.	et	al.,	International	Challenge	to	Predict	the	Impact	of	Radioxenon	Releases	from	Medical	Isotope	Production	
on	a	Comprehensive	Nuclear	Test	Ban	Treaty	Sampling	Station,	Journal	of	Environmental	Radioactivity,	vol.157,	2016,	p.41-51.

図10-3　ドイツの放射性核種観測所で観測された 133Xe の
放射能濃度と原子力機構によるシミュレーション解析結果
との比較
133Xe の観測値が高い日は観測値と解析値が高い相関を示して
いることから、IRE の MIPF がこの期間に同観測所で観測さ
れた 133Xe の有力な放出源であることが確認できました。
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国際特許分類 （サブクラス） 発明等の名称 発明等の部署名 地区名 登録番号 登録日
共有権利
者の有無

A61　医学または獣医学 ；衛生学

A61N
電気治療 ； 磁気治療 ； 放射線治療 ； 超
音波治療

吸収線量の確率密度分布に基づく放射
線治療計画のための情報処理装置、 情
報処理方法及びプログラム

原子力科学研究部門
原子力基礎工学研究センター

原子力科学研究所 6108379 2017年　3月17日 有

B01　物理的または化学的方法または装置一般

B01D 分離 揮発性有機化合物除去装置
原子力科学研究部門
先端基礎研究センター

原子力科学研究所 6021057 2016年10月14日 有

C02　水， 廃水， 下水または汚泥の処理

C02F 水， 廃水， 下水または汚泥の処理
塩素化エチレン類の脱塩素方法及び脱
塩素装置

バックエンド研究開発部門
原子炉廃止措置研究開発
センター

敦賀事業本部 6061315 2016年12月22日 有

C02F 水， 廃水， 下水または汚泥の処理
多段フラッシュ型海水淡水化装置及び
方法

原子力科学研究部門
高温ガス炉水素 ・熱利用研究
センター

大洗研究開発センター 6090839 2017年　2月17日 無

C07　有機化学

C07C 非環式化合物または炭素環式化合物

ニトリロトリアセトアミドおよびその合成方
法並びにニトリロトリアセトアミドを用いる
アクチノイドとランタノイドとの抽出分離
方法および Am/Cm 溶媒抽出方法

原子力科学研究部門
原子力基礎工学研究センター

原子力科学研究所 6044828 2016年11月25日 有

C22　冶金 ；鉄または非鉄合金 ；合金の処理または非鉄金属の処理

C22B 金属の製造または精製 ；原料の予備処理
塩酸溶液からのオスミウム、イリジウム、
白金、 金又は水銀の溶媒抽出分離方法

原子力科学研究部門
原子力基礎工学研究センター

原子力科学研究所 6061335 2016年12月22日 無

C22B 金属の製造または精製 ；原料の予備処理
ニトリロトリアセトアミドを用いるレアメタ
ルの抽出分離方法

原子力科学研究部門
原子力基礎工学研究センター

原子力科学研究所 6083862 2017年　2月　3日 無

F28　熱交換一般

F28D
熱交換媒体が直接接触しない熱交換装
置で、 他のサブクラスに分類されないも
の ；蓄熱プラントまたは装置一般

熱交換装置
原子力科学研究部門
高温ガス炉水素 ・熱利用研究
センター

大洗研究開発センター 6083514 2017年　2月　3日 無

G01　測定 ；試験

G01N
材料の化学的または物理的性質の決定
による材料の調査または分析

光ファイバーを用いた水分センサ
バックエンド研究開発部門
幌延深地層研究センター

幌延深地層研究センター 5999421 2016年　9月　9日 有

G01N
材料の化学的または物理的性質の決定
による材料の調査または分析

水分センサ
バックエンド研究開発部門
幌延深地層研究センター

幌延深地層研究センター 6007454 2016年　9月23日 有

G01N
材料の化学的または物理的性質の決定
による材料の調査または分析

キャピラリー等速電気泳動法を用いる複
数回大容量注入 -濃縮 -分離 -分取精
製法

原子力科学研究部門
原子力科学研究所

原子力科学研究所 6028997 2016年10月28日 無

G01T 原子核放射線またはＸ線の測定
Ｘ線コンピュータ断層撮影方法及びＸ線
コンピュータ断層撮影システム

高速炉研究開発部門
大洗研究開発センター

大洗研究開発センター 5920770 2016年　4月22日 無

G01T 原子核放射線またはＸ線の測定
可搬型放射線測定装置及びそれを用い
た放射線測定方法

福島研究開発部門
楢葉遠隔技術開発センター

楢葉遠隔技術開発センター 5963165 2016年　7月　8日 有

G01T 原子核放射線またはＸ線の測定
シンチレータプレート、放射線計測装置、
放射線イメージング装置およびシンチ
レータプレート製造方法

バックエンド研究開発部門
核燃料サイクル工学研究所

核燃料サイクル工学研究所 5971866 2016年　7月22日 有

G01T 原子核放射線またはＸ線の測定 垂直面線量率マップ作成装置
福島研究開発部門
楢葉遠隔技術開発センター

楢葉遠隔技術開発センター 6004393 2016年　9月16日 有

G01T 原子核放射線またはＸ線の測定
放射性セシウム簡易測定方法及び可搬
式放射性セシウム簡易測定装置

原子力科学研究部門
原子力基礎工学研究センター

原子力科学研究所 6029054 2016年10月28日 無

G01T 原子核放射線またはＸ線の測定
ビームプロファイルのモニタリング方法
及びそのモニタ

原子力科学研究部門
J-PARC センター

原子力科学研究所 6037379 2016年11月11日 無

部連携の推進外外外外外外外外外外外外外
　私たちは、原子力機構の技術や特許などの研究成果と保有する施設・設備を広く社会に役立てていくために、
「産学連携」「知財活用」「施設利用」の三つの活動を推進しています。また、原子力機構が保有する特許・知的財産
情報をデータベース化するとともに、成果事例をホームページ（https://tenkai.jaea.go.jp/）から公開しています。
2016 年度に権利化された知的財産（国内特許・外国特許）の一覧は次の表のとおりです。

原子力機構の保有する知的財産
（1）国内特許登録



原子力機構の研究開発成果　2017-18　97

国際特許分類 （サブクラス） 発明等の名称 発明等の部署名 地区名 登録番号 登録日
共有権利
者の有無

G01T 原子核放射線またはＸ線の測定 放射線測定装置 研究連携成果展開部 原子力科学研究所 6049176 2016年12月　2日 有

G01T 原子核放射線またはＸ線の測定 放射性物質漏れ検出装置
福島研究開発部門
福島環境安全センター

福島環境安全センター 6055222 2016年12月　9日 有

G01T 原子核放射線またはＸ線の測定
シンチレータを用いた中性子検出器及び
中性子イメージ検出器

原子力科学研究部門
J-PARC センター

原子力科学研究所 6083637 2017年　2月　3日 有

G01T 原子核放射線またはＸ線の測定 自己出力型ガンマ線検出器
原子力科学研究部門
大洗研究開発センター

大洗研究開発センター 6095099 2017年　2月24日 有

G21　核物理 ；核工学

G21C 原子炉
高速増殖炉原子炉容器内上部プレナム
内整流装置

高速炉研究開発部門
次世代高速炉サイクル研究
開発センター

大洗研究開発センター 5959043 2016年　7月　1日 有

G21D 原子力プラント
原子炉ガスタービン発電システムおよび
その運転方法

原子力科学研究部門
高温ガス炉水素 ・熱利用研究
センター

大洗研究開発センター 6083861 2017年　2月　3日 無

G21F
Ｘ線， ガンマ線， 微粒子線または粒子衝
撃に対する防護 ； 放射能汚染物質の処
理 ；そのための汚染除去装置

長寿命核分裂生成物の処理方法
原子力科学研究部門
原子力基礎工学研究センター

原子力科学研究所 6020952 2016年10月14日 有

G21F
Ｘ線， ガンマ線， 微粒子線または粒子衝
撃に対する防護 ； 放射能汚染物質の処
理 ；そのための汚染除去装置

放射性セシウム汚染土壌の除染方法及
び放射性セシウムの拡散防止方法

原子力科学研究部門
先端基礎研究センター

原子力科学研究所 6064220 2017年　1月　6日 有

G21F
Ｘ線， ガンマ線， 微粒子線または粒子衝
撃に対する防護 ； 放射能汚染物質の処
理 ；そのための汚染除去装置

放射性セシウム汚染土壌の分級 ・ 洗浄
効果を向上させる除染方法

原子力科学研究部門
先端基礎研究センター

原子力科学研究所 6083591 2017年　2月　3日 無

G21F
Ｘ線， ガンマ線， 微粒子線または粒子衝
撃に対する防護 ； 放射能汚染物質の処
理 ；そのための汚染除去装置

フェロシアン化物イオンによる放射性セ
シウム及び放射性遷移金属の除染方法

バックエンド研究開発部門
核燃料サイクル工学研究所

核燃料サイクル工学研究所 6099243 2017年　3月　3日 無

G21G 化学元素の変換；放射線源
モリブデンのサイクルシステム及び当該
サイクルシステムに使用されるモリブデ
ン吸着剤の再生方法

原子力科学研究部門
大洗研究開発センター

大洗研究開発センター 5953548 2016年　6月24日 有

H01　基本的電気素子

H01F
磁石 ； インダクタンス ； 変成器 ； それら
の磁気特性による材料の選択

電磁石用電源装置
原子力科学研究部門
J-PARC センター

原子力科学研究所 5975345 2016年　7月29日 有

H01J 電子管または放電ランプ
加速器質量分析による妨害核種分別方
法およびその装置

バックエンド研究開発部門
東濃地科学センター

東濃地科学センター 6086587 2017年　2月10日 無

H05　他に分類されない電気技術

H05H
プラズマ技術 ； 加速された荷電粒子のま
たは中性子の発生 ； 中性分子または原
子ビームの発生または加速

電磁石用電源装置
原子力科学研究部門
J-PARC センター

原子力科学研究所 6048955 2016年12月　2日 有

外部連携の推進
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外部連携の推進

発明等の名称 発明等の部署名 地区名 登録番号 登録日
共有権利

者の有無

1　英国

向流方式エマルションフロー連続液液抽出装置
原子力科学研究部門
先端基礎研究センター

原子力科学研究所 2364758 2016年　6月29日 無

ナノ粒子分散高性能液状流体、 該流体の製造方法および装置、 該流体
の漏洩検出方法

高速炉研究開発部門
次世代高速炉サイクル研究開発センター

大洗研究開発センター 1780254 2017年　2月　8日 無

2　仏国

向流方式エマルションフロー連続液液抽出装置
原子力科学研究部門
先端基礎研究センター

原子力科学研究所 2364758 2016年　6月29日 無

電磁流量計
高速炉研究開発部門
次世代高速炉サイクル研究開発センター

大洗研究開発センター 601973 2016年11月25日 無

ナノ粒子分散高性能液状流体、 該流体の製造方法および装置、 該流体
の漏洩検出方法

高速炉研究開発部門
次世代高速炉サイクル研究開発センター

大洗研究開発センター 1780254 2017年　2月　8日 無

3　独国

向流方式エマルションフロー連続液液抽出装置
原子力科学研究部門
先端基礎研究センター

原子力科学研究所 2364758 2016年　6月29日 無

ナノ粒子分散高性能液状流体、 該流体の製造方法および装置、 該流体の
漏洩検出方法

高速炉研究開発部門
次世代高速炉サイクル研究開発センター

大洗研究開発センター 1780254 2017年　2月　8日 無

（2）外国特許登録

ＪＡＥＡ　技術シーズ集

日本原子力研究開発機構

第３版

原子力機構が保有する知的財産のうち、産業上応用可能な特許
技術やノウハウ等を解説した「JAEA 技術シーズ集　第 3 版」も
ご参照ください。
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◆表紙デザインと画像◆

　デザイン要素に取り入れています「正六角形」は玄武すなわち亀の甲羅を表し、長寿のシンボルとして古来より尊ばれた紋様です。
なお、高速増殖原型炉「もんじゅ」と高温工学試験研究炉「HTTR」の燃料体も正六角形です。
　画像は、模擬燃料デブリの自然対流冷却に関するシミュレーションの結果（左上）と自走式大口径掘削機の写真（右下）です。
　前者は、ペデスタル内部に蓄積した燃料デブリ形状を平板状及び半球状と仮定し、崩壊熱を与え自然対流を発生させ、それによるデブ
リから気相中への熱輸送をシミュレーションした結果です（第 1章トピックス 1-5、p.15）。
　後者は、幌延深地層研究センターで実施している、人工バリア性能確認試験で使用した大口径掘削機です。地層処分において考えられ
ている処分孔竪置き定置方式での処分孔を掘削することができます。実際の処分場での使用を想定し、連続的な施工が可能となるように
自走式としました（第 8章トピックス 8-5、p.82）。
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模擬燃料デブリの自然対流冷却に関するシミュレーション
の結果（トピックス1-5）

自走式大口径掘削機の写真（トピックス8-5）
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